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はじめに 

 

 

 本市では、1960 年代の高度経済成長期の急激な人口増加や社会環境の変化、市民ニー

ズの多様化などに応える形で、教育文化施設やコミュニティ施設などをはじめ、多くの公

共施設の整備を進めてきました。 

 しかしながら、この時期に整備された施設は建設後すでに相当の年数が経過しており、

建替えの一つの目安とされる築後 30 年を経過した施設の割合も過半数を超え、施設の老朽

化や設備、機能の陳腐化が指摘されています。また、利用者の多様化や経済環境の変化、

人口動態など様々な要因により利用率が低下してきている施設もあるなど多くの課題が山

積しています。 

 厳しさの続く財政状況下でこうした諸問題を解決するためには、施設で実施されている

事務事業の有効性の検証と合わせ、計画的な施設の再整備や長期的視点からの改修計画、

維持管理計画の検討など、施設の利用実態やコストパフォーマンス等を踏まえた市民目線

での施設の検証が不可欠です。 

 そこで私は、ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント＝新たな公共経営）の考え方

を施設マネジメントの基本に置きながら、本市施設の現状を積極的に公開するとともに、

今後の公共施設のあり方について幅広い議論を進めることが重要と考え、今回その基礎的

な資料となる「公共施設マネジメント白書」を作成することとしました。 

 この白書では、本市の保有施設を重要な資産の一つとして捉え、その現状（施設の状況

や運営状況、利用実態やトータルコスト等）を様々な角度から整理・分析した上で、施設

を通した行政サービスの現状と課題を明確にするとともに、本市市政の特徴の一つである

「13 地区別」の施設の実態や利用状況などについても整理・分析を加えました。 

 おそらく全国的にも初めてとなる新たな視点での分析を加えたこの白書の発行が一つの

きっかけとなって、今後市民の皆さんをはじめ各地区、各方面で様々な議論が巻き起こる

ことを期待するとともに、公共施設の再整備と一層の有効活用を図りたいと考えています。

また、市民満足度をさらに高めるためにも、公共施設を含めた本市の資産、資源を活かし

た都市経営、市民目線の市民経営への展開を図り、「一生住み続けたい湘南藤沢
ま ち

」の実現に

向けて、より効率的、効果的な市政運営を進めてまいります。 

 今後とも、皆様のご理解とご協力を心よりお願いいたします。 

 

 

 

 

200８年（平成 20 年）11 月 

藤沢市長 海老根 靖典  
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 第１章 藤沢市の概要 
１．市の概況 

本市は、神奈川県海岸部の中央に位置し、南は相模湾を臨み、北は相模台地の丘陵

が続く、緑豊かで気候温暖の地です。東京都心から 50 ㎞圏にあり、交通利便性にも

恵まれている良好な居住環境が整った都市であると同時に、商工業が集積し、江の島・

湘南海岸などの観光資源や教育・文化・福祉・コミュニティ施設などの社会資源も豊

富です。こうした背景のもと、本市では総合計画に基づき、市民主体の多様なまちづ

くりに積極的に取り組んでいます。 

1940 年（S15）に市制を施行した当時の人口は 3 万 6,769 人でしたが、その後市

勢の拡大が続き、2007 年（H19）10 月現在、人口 40 万 2,096 人、世帯数 16 万

7,083 世帯、面積は 69.51k ㎡を有する都市へと発展しています。 

 

 

 

 

 

 

 

面  積 

 

６９．５１ ｋ㎡ 

東西差 ６．５５ｋｍ、 南北差 １２．００ｋｍ 

４０万２，０９６人（2007.10.01 現在） 

昼間人口     ３７万５,８００人（2005 年国勢調査） 

流入人口      ８万４,４０５人 

流出人口     １０万４,６０２人 

昼夜間人口比率  ９４．９％ 

人  口 

 

 

 

 

転入人口      ２万１,５１１人（2006 年中） 

鉄  道 

 

【鉄道交通】 

鉄道路線の駅数 ＪＲ東海道本線 ２駅     小田急江ノ島線  ９駅 

       江ノ島電鉄線  ６駅     相鉄いずみ野線  １駅 

       横浜市営地下鉄線１駅     湘南モノレール線 ２駅 
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２．市の歴史 

【中世・江戸時代・明治時代以降】 

本市は、中世には遊行寺の門前町として、江戸時代には東海道五十三次の宿場町と

して栄えてきました。明治以降は、農村地帯を後背地に商業の中心地として、また、

鉄道の敷設を契機に保養・観光・住宅地として発展してきました。 

 

【1960 年代以降】 

1960 年代に入ると、高度経済成長を背景として北部を中心に数多くの工場が立地

し、工業都市としての性格を強めていく一方、1970 年代には、各地に大型商業施設

が進出し、湘南地域の商業の中心都市として発展しました。特に、市の中部や西部、

そして北部地域では、開発とともに多くの人々が移り住み、次々と新しい市街地が形

成されてきました。 

さらに近年、市内に立地する工場の撤退・移転により、跡地の中高層マンション化

や大型商業施設などの民間開発も進んでいます。こうした状況が、更なる転入人口の

受け皿ともなっており、本市の総人口は 2020 年（H32）頃までは増加していくと推

計しています。 

 

【市域の変遷】 

1940 年（S15）10 月 1 日の市制施行以降、1955 年（Ｓ30）までに近隣の町村を

合併し、現在の市域になっています。 

 

図 市域変遷図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市制施行時の区域

（1940年(Ｓ15)）

1941年6月1日
村岡村編入

1942年3月10日
六会村編入

1947年4月1日
片瀬町編入

1955年4月1日
①小出村遠藤
②御所見村
③渋谷町長後・高倉

編入D

B

A

C
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3．市民の１日の流出入状況 

本市は、ＪＲ東海道本線、小田急江ノ島線、江ノ島電鉄線、湘南モノレール線、横

浜市営地下鉄線、相鉄いずみ野線など、交通の便に恵まれ、首都圏近郊の観光・保養・

住宅地として発展してきました。 

１日の流出入人口をみると、市民の約 26％（10 万 4,602 人）は昼間、通勤・通

学等で市外に流出しています。そのうち、約 30％は、東京への通勤・通学者です。一

方、昼間人口の約 22％（8 万 4,405 人）は、市外からの通勤・通学者で、市内へ流

入しています。 

 

 

 

 

 

 

図 流出入人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昼間人口

37万6千人

夜間人口

39万6千人

流入人口
84,405人

（昼間人口の22％）

流出人口
104,602人

（夜間人口の26％）

東京都
３.２万人

30％

横浜市
２.８万人

27％

鎌倉市
1.0万人
10％

茅ヶ崎市
5千人
5％

東京都
５千人
６％

横浜市
2.3万人
27％

鎌倉市
６千人
７％

茅ヶ崎市
１.3万人
15％

大和市
５千人
６％
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４．鉄道乗降客数及び地区別人口密度 

2007 年度（H19 年度）現在の人口は 40 万 2,096 人、地区別人口密度は平均 5,679

人/k ㎡ですが、13 地区のうち、最も人口の多い地区、人口密度の高い地区はともに

鵠沼地区で、地区人口は 5 万 3,181 人、地区人口密度は 9,582 人/k ㎡となっていま

す。 

一方、13 地区の中で最も人口の少ない地区は遠藤地区で、地区人口は 1 万 577 人、

最も人口密度が低い地区は御所見地区で、地区人口密度は 1,490 人/k ㎡となってい

ます。 

人口密度の高い地区は、鵠沼地区、藤沢地区、明治地区、辻堂地区で、いずれも藤

沢駅、辻堂駅周辺の地区であり、交通の利便性の良さが人口密度が高い大きな要因の

一つになっています。 

図 主要駅乗降客数（2006 年度）及び地区別人口密度（2007 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※JR 辻堂駅、藤沢駅は乗客数を２倍して、乗降客数とみなしています。  
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５．市の人口 

（１）市の人口の推移 
1955 年（S30）に 10 万 9,101 人であった人口は、2007 年（H19）には 40 万

2,096 人となり、約 50 年で約 3.7 倍、約 30 万人増加しています。 

同様に、世帯数は、1955 年の 2 万 2,694 世帯から 2007 年には 16 万 7,083

世帯へ約 7 倍増加しており、現在も人口及び世帯数は微増傾向にあります。 

一方、１世帯当りの人員は 1955 年では 4.８人であったのに対し、2007 年には

2.4 人と半減しており、核家族化が進んでいます。 

市の人口は、今後も微増を続け、2015 年（H27）には 41 万 9,105 人に達すると

推計しています。 

年代別の人口では、0 歳～14 歳の年少人口は、1989 年（H 元）の約 6.5 万人から、

2007 年現在で約 5.6 万人と、約 1 万人減少しています。現在は微増傾向にあります

が、2010 年（H22）の 5.9 万人をピークに減少に転じると推計しています。 

15 歳～64 歳の生産人口も増加傾向にありますが、2010 年の約 27.3 万人をピー

クに、減少に転じると推計しています。65 歳以上の高齢者人口は、この 20 年間で約

2 倍の約 3.3 万人に増加し、2002 年（H14）には年少人口を上回っています。 

図 人口及び世帯数の推移                         （各年 10 月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 年代別人口及び人口率の推移                      （各年 10 月 1日現在） 
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（２）13 地区別人口の状況及び将来予測 

本市では、総合計画の基本計画見直しに際し、2005 年（H17）までの国勢調査結果

をもとに、人口推計を行っています。この推計をもとに、2030 年（H42）までの 0

歳～14 歳の年少人口及び 65 歳以上の高齢者人口の推移を市内 13 の地区別で分析し

た結果は次のようになります。 

 

① ０歳～14 歳の年少人口  

2005 年度（H17 年度）時点の年少人口は、市全体で 5 万 6,628 人です。 

最も年少人口の多い地区は、鵠沼地区で 7,380 人、最も年少人口が少ない地区は、

遠藤地区で 1,552 人となっています。 

年少人口比率でみると、平均は 14.3％であり、遠藤地区が 16.0％と地区の中で年

少人口の占める割合が最も多く、片瀬地区・御所見地区は 12.6～12.7％と地区の中

で年少人口の占める割合が最も少なくなります。 

一方、2030 年度（H４２年度）時点での年少人口は、４万 5,646 人で、2005 年度

より 1 万 982 人、19.4％減少すると推計しています。 

地区別にみると、年少人口が最も多い鵠沼地区は 1,197 人減少し、6,183 人に、

最も少ない遠藤地区も 525 人減少し、1,027 人になると推計しています 

また、減少する人数が最も多い地区は辻堂地区で、2005 年より 1,595 人減少し、

一方で、片瀬地区は 328 人、13％増加すると推計しています。 

年少人口比率は、全地区とも 12％以下となり、特に辻堂地区、藤沢地区、長後地区、

御所見地区は、10.3～10.9％と低くなっていきます。中でも辻堂地区は、3.6％減の

10.9％と、急激に少子化が進展すると推計しています。 

図 地区別年少人口比率予測 
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② 65 歳以上の高齢者人口  

2005 年度（H17 年度）時点の、高齢者人口は、市全体で 6 万 4,095 人です。 

最も高齢者人口の多い地区は、鵠沼地区で 9,766 人、最も高齢者人口が少ない地区

は、遠藤地区で 1,240 人となっています。 

高齢者人口比率の平均は 15.9％ですが、片瀬地区は 22.1％で、唯一 20％を超え

る地区となっています。湘南大庭地区、湘南台地区は 11.3～11.4％と最も低くなっ

ています。 

一方、2030 年度（H42 年度）時点の高齢者人口は 10 万 9,285 人で、2005 年よ

り 4 万 5,190 人、約 1.7 倍増加すると推計しています。 

地区別にみると、高齢者人口の最も多い鵠沼地区は、5,227 人増加し、1 万 4,993

人、最も少ない遠藤地区も 1,500 人増加し、2,740 人となると推計しています。 

高齢者人口比率では、全地区とも 20％以上となりますが、特に湘南大庭地区は、

18.9％増の 30.2％と、高齢化が急激に進展します。 

比較的高齢者人口比率が低い村岡地区、六会地区、湘南台地区でも、22.3～23.8％

程度となり、各地区で高齢化が著しく進展します。 

 

 

 

 

 

 

図 地区別高齢者人口比率予測 
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６．市の財政状況 

（１）歳入（収入） 

本市の 2006 年度（H18 年度）の普通会計の歳入は、1,284 億円です。 

歳入の推移をみると、1998 年度（H10 年度）の 1,258 億円をピークとして、2003

年度（H15 年度）には 1,089 億円まで減少しています。2004 年度（H16 年度）以降

は、増加に転じていますが、これは景気回復による市税収入の増加というよりも、国

から地方への税源移譲や個人市民税に係る税制改正、市債発行額の増加などによるも

のがほとんどです。 

また、自主財源については、1997 年度（H９年度）966 億円をピークとして、2004

年度には 787 億円まで減少しましたが、その後は税制改正等による市税収入の増など

により増加に転じ、2006 年度には 875 億円までに回復しています。 

歳入の内訳は自主財源の 32％を占める個人市民税の割合が大きくなっていますが、

今後の予測としては、2008 年（H20 年度）年後半からの景気減速の影響や高齢化の進

展などにより、2009 年（H21）以降は個人市民税の減収が見込まれます。 

 

図 普通会計歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 自主財源の推移 

 

 

【依存財源】国や県から交付される財源などのこと。 

具体的には、地方交付税・地方譲与税・国庫支出金・県支出金・市債など 

【自主財源】地方公共団体が自主的に収入することができる財源のこと 

具体的には、市税・使用料・手数料・財産収入など 
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（２）歳出（支出） 

本市の 2006 年度（H18 年度）の普通会計歳出は、1,200 億円です。 

歳出の推移をみると、1999 年度（H11 年度）の 1,203 億円をピークとして、2003

年度（H15 年度）には 1,060 億円まで減少していますが、2004 年度（H16 年度）以

降は、増加に転じています。 

投資的経費は、2003 年度の 169 億円から、2006 年度は 279 億円へ増加してい

ますが、その財源の 21％は、市債発行で賄っています。 

一方、消費的経費は、近年歳出が増加するなか、約 700 億円に抑制しています。 

2006 年度の投資的経費約 279 億円のうち、道路・公園などの都市インフラ整備、

河川・漁港等の整備などにかかる経費約 141 億円を除き、さらに特定財源である市債

約 59 億円を差し引いた約 79 億円が既存施設の整備・維持管理などに使える財源とな

っています。 

消費的経費については、扶助費が 1990 年度（H２年度）65 億円から 2006 年度

168 億円へと約 2.6 倍に増加しており、市財政の圧迫要因ともなっているため、人件

費、物件費の圧縮に取り組んでいます。 

また、既存施設の維持管理に関する費用のうち、維持管理経費は、維持補修費のほ

か、物件費に含まれる修繕費の割合も大きくなり、投資的経費は耐震の安全性確保や

修繕、改修といったメンテナンス費用にほとんどが費やされているため、新たな事業

費の確保が難しい状況となっています。 

図 普通会計歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 消費的経費の推移 

 

【扶助費】社会保障制度の一環として、現金や物品などで支給される費用。 

生活保護法・児童福祉法・老人福祉法などの法令に基づくもののほか、乳幼児医療の公費負担など市の施策

として行うものも含まれる 

【投資的経費】その支出の効果が資本の形成のためのものであり、将来に残る施設等を整備するための経費。普通建設

事業費など 

【消費的経費】支出の効果が単年度の短期間で終わる性質の経費 
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７．市の職員数 

本市の 2007 年度（H19 年度）一般行政職員数は 1,329 人で、2004 年度（H16 年

度）より６人減少しています。一方、技能労務職員数は 2007 年度 492 人で 2004

年より 75 人減少しています。 

一般行政職の級別職員数をみると、2004 年度と 2007 年度では階級の標準的職務

の区分を変更したため級別の構成比には違いがみられますが、標準的職務でみると、

特に事務職員・技術職員の割合が 2007 年度では 12.4％と 2004 年の１級、２級職

員の合計の 7.4％と比較して大きくなっています。これは、団塊世代の職員の定年退職

に合わせ、2006 年度（H18 年度）以降、新規職員の採用を増やしていることによりま

す。 

 

 

 

表 一般行政職及び技能労務職の職員数 

2004 年度 2007 年度  

職員数 平均給与 職員数 平均給与 

一般行政職 1,335 人  379 千円 1,329 人 370 千円 

技能労務職 567 人  322 千円 492 人 334 千円 

 

 

表 一般行政職の級別職員の状況 

2004 年度 2007 年度  

標準的職務 職員数

（人） 

構成比

（％） 

標準的職務 職員数

（人） 

構成比

（％） 

８級 部長・参事 86 6.4 部長 13 1.0

７級 課長・課長補佐 338 25.3 参事 91 6.8

６級 主査（上級） 315 23.6 課長 134 10.1

５級 主査 190 14.2 課長補佐 203 15.3

４級 主任（上級） 141 10.6 上級主査 301 22.6

３級 主任 167 12.5 主査 163 12.3

２級 事務吏員技術吏員 84 6.3 主任 259 19.5

１級 事務員・技術員 14 1.1 事務職員技術職員 165 12.4

 合 計 1,335 100.0 合 計 1,329 100.0
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第 2 章 市が保有する財産の状況及び資産の有効活用の必要性 

1．市が保有する財産の状況 

本市が保有する公共施設は、行政コストの面からも保有する資産の面からも、非常

に大きな比重を占めています。そのため、施設をさらに有効活用することで行政コス

トを削減しながら、公共サービスのパフォーマンスを上げることも可能になります。

そのため、第２章では市の保有する財産の状況について把握しました。 

市が保有する財産は、2006 年度（H18 年度）現在、評価額で総額約 7,961 億円で

す。このうち、行政サービスを行うための財産（土地・建物）は約 7,430 億円で、93％

を占めています。保有する面積では、土地が 404 万 7,348 ㎡、建物が 78 万 3,690

㎡となっています。 

土地や建物の中には、市債発行によって整備・購入したものも多く含まれています。 

 

図 市が保有する財産の状況 
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２．市が保有する土地・建物の内訳 

（１）土地 

本市が保有する土地約 404.7 万㎡の利用目的別の内訳は、公園が約 138.9 万㎡で

34.3％、次いで、学校施設 23.3％となっています。 

また、市民が行政サービスを受けるために良く利用する公共施設が建つ土地は、約

142 万㎡で、全体の約 35％となっています。 

こうした土地のなかには、駅に近く利便性が高いものなど、潜在的な資産価値の高

いものが少なくありません。 

図 利用目的別の土地面積の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建物 

本市が保有する建物の延床面積約 78.4 万㎡の利用目的別の内訳は、学校施設が約

37.6 万㎡で 47.9％を占めています。次いで、教育文化施設が 11.7％となっており、

学校施設と教育文化施設で全体の約 60％を占めています。 

また、市民が行政サービスを受けるために良く利用する公共施設の延床面積は約

55.3 万㎡で、全体の約 71％を占めています。 

こうした建物のなかには、地域住民によるコミュニティ活動や各種市民活動の拠点

となっているものも少なくありません。 

図 利用目的別の建物延床面積の内訳 
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３．市が保有する施設の築年別整備状況 

本市が保有する建物約 78.4 万㎡のうち、旧耐震基準で建設された建物は約 44.6 万

㎡（57％）、新耐震基準で建設された建物は約 33.7 万㎡（43％）です。 

築年別にみると、築 20～39 年の施設が約 42 万㎡で全体の 54％を占めています。

築 20 年以上の建物は約 57 万㎡（72.8％）、さらに一般に建物の寿命とされる築 30

年以上の建物は約 41 万㎡（52.3％）となっており、老朽化した建物が既に全体の過

半数を占めています。 

建物用途別にみると、学校施設は公共施設の約半分を占めており、耐震安全性の確

保については建替えの施設を除き 2009 年度（H21 年度）までに完了する計画となっ

ています。 

学校を除く施設で旧耐震基準で建設された建物は約 18.5 万㎡（23.7％）です。こ

れら施設のうち 1,000 ㎡以上の建物及び保育所については耐震診断を実施し、保育所

は耐震補強工事を実施しましたが、市役所（新館除く）等、一部未実施の施設もあり

ます。中でも市役所本館が最も古く、築 50 年以上を経過しています。このように市

が保有する施設は現時点で課題を抱えるものが多くなっています。 

さらに、本市で都市化が急速に進んだ 1960～1980 年代前半にかけて建設された

施設が多く、建物の安全性の確保、大規模改修、建替え等に今後莫大なコストがかか

ることが予測されます。 

図 築年別整備状況 
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４．行政運営から行政経営へ 

本市の公共施設等での行政サービスにかかる事務事業運営コストを 2006 年度（Ｈ

18 年度）でみると、歳出全体（1,200 億円）の約 60％（717 億円）を占めています。

その内訳は、人件費が 22％、物件費が 14％、維持補修費１％、投資的経費 23％な

どとなっており、事務事業運営コストの半分以上は、固定費である人件費と物件費に

費やされています。本市では、行財政改革の一環として、人件費、物件費などの行政

コストの削減に取り組んできました。しかし、一律的なコスト削減だけでは、行政サ

ービスが低下してしまう恐れもあります。 

コスト削減と行政サービスの維持・向上の両立を図るには、市民が期待する公共施

設の役割や機能を、時代の変化に対応しそれぞれの地域に合った形で変えていくこと、

すなわち、有効活用していくことが必要です。 

有効活用を具体的に進めていくためには、まず、公共施設で行われる行政サービス

にかかるコスト（歳出）と、施設のストック状況（建物状況・利用状況・運営状況）

を総合的に把握・分析することが必要です。 

加えて、その施設の実態や分析評価の結果を市民の皆さんに分かりやすく開示し、

これをもとに、市民と行政が共に、市全体の経営的な視点から事務事業の有効性の検

証を行うとともに施設を有効活用する改善案を考えていくことが重要です。 

市が本来的に有する行政責任に基づき、市が一方的に行政を運営し実施するのでは

なく、市議会との連携を一層強化すると同時に、具体的課題について市民と協働しな

がら真の「住民自治」の確立を目指し、市民目線の「行政経営」「市民経営」へと変え

ていくことが、ますます重要になっています。 

 

      

 

扶助費
14%

補助費等
8%

公債費
8%

貸付金・積立
金・投資・出

資金
3%

維持補修費
1%

人件費
22%

物件費
14%

繰出金
7%

投資的経費
23%

普通財産建物
0.4%

普通財産土地
2.4%

公用財産
土地
3.5% 公用財産

建物
1.4%

公共用財産
建物
14.1%

公共用財産
土地
74.3%

公共施設等での
行政サービスに
関わる歳出は全
体の60％

公共施設等での
行政サービスに
関わる歳出は全
体の60％

行政サービスを
行う財産は市の
財産の93％を占
める

行政サービスを
行う財産は市の
財産の93％を占
める

2006年度の歳出の内訳 2006年度の財産内訳（評価額ベース）

土地：404万7,348㎡

建物：78万3,690㎡

公共施設等での行政サービス
に関わる歳出

717億円（全体の60％）

行政サービスにかかるコストと、行政サービスを行う財産（ストック）の両面から実態を把握する。

コ
ス
ト
情
報

ス
ト
ッ
ク
情
報

行政コスト計算書より
トータルコストを把握
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５．資産の有効活用の必要性 

本市の公共施設は、市が保有する全財産の評価額の約 93％を占めており、行政コス

トの面からも保有する資産の面からも、非常に大きな比重を占めています。したがっ

て、これらを有効活用すれば、行政コストを削減しながら、公共サービスのパフォー

マンスをさらに上げることも可能になります。このことからも、公共施設を単に運営

するのではなく、経営していくことがより重要となります 

有効活用等の具体策としては、①施設機能の見直し・複合化、②既存施設の有効活

用、③公共資産の有効性を総括的にチェックする仕組みづくり、④公設公営からの発

想転換などを基本とし、そこからさらに具体的に次の８つの視点から検討する必要が

あります。 

 

市税を中心とした自主財源が減少
傾向にあり、今後も減少傾向が続
くと見込まれる。

人件費や社会保障費等の義務的
経費が増大、もしくは硬直化する
傾向にある。

普通建設事業費等の投資的経費
に回す財源が不足している。

財政状況

少子・高齢化が一層進展する

2015年前後で高齢者人口が２０％
を超えることが予測される。

2010年以降、生産人口が減少に
転じることが予測される。

人口動態

今後、社会資本整備が
まだ必要となる

社会保障費の増大 等

労働力人口の変化 等

現在の行政サービスをどのように維持していけるか。

今後１０年をみると、大型事業が出てきても予算が捻出
できない。

今後は、行政サービスの事業別・目的別にそれぞれの

施設整備をすることができない。

保有資産の課題

保有資産の有効活用が必要

施設機能の見直し・複合化が必要

既存の施設を有効に活用していくことが必要

公共資産の有効性を総括的にﾁｪｯｸしていく仕組みが必要

公設公営の発想を変えていくことが必要

具体的には・・・

・各部門横断的利用
・利用機能の見直し
・他用途への転用
・遊休施設の外部利用

（新規整備時・継続整備時）
・自ら所有
・賃借

・自ら運営
・一部アウトソーシング
・運営の外部化

（指定管理者制度等）

・整備方針の見直し
・優先度判定

（建替・改修の判断）
（事業方針等の判断）

・維持管理コスト削減

・重点投入すべき分野
の明確化

・評価結果の予算への反映

・スペースの有効活用
・共用化・集約化

①
使用形態・利用形態
の見直し等による効
率的利用

②
保有形態の見直し等
による効率化

③
運営面の効率化
（業務改善）

⑤

建物のライフサイクル
を通じた効率化等

⑧

予算面

④
スペースの
効率的利活用

資
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る
調
整
項
目

・施設の集約化・合同化
・統廃合

⑥
集約化・合同化等による
効率化

・IT化による業務の変化
・IT化による施設変化

⑦
情報化等による
効率化
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第３章 地域対応施設の現状 

１．コスト情報とストック情報の的確な把握 

行政コストを削減しながら公共サービスのパフォーマンスを上げるためには、市の保有する公共

施設を有効活用していくことが重要ですが、そのためには公共施設の現状を的確に把握し、コスト

情報とストック情報の両面から調査・分析を行う必要があります。 
そこで、コスト情報からは、行政コスト計算書等を活用し、建物全体及びそこで行われている行

政サービスが人件費や事業費も含め、全体でいくらかかっているかを把握しました。一方、ストッ

ク情報からは、土地・建物の老朽化状況などの物理的な状況に加え、その建物がどの様に利用・運

営されているのか利用実態、運営実態も合わせて把握しました。 
コスト情報、ストック情報の両面から公共施設及びそこで行われている行政サービスを把握する

ことで事務事業の問題点や課題が改めて浮きぼりとなり、事務事業の有効性の検証と公共施設の有

効活用の方向性を明らかにしました。 
 

 
図 コストと実態の的確な把握 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※コスト情報、ストック情報については、行政コスト計算書等の表や図に示す数値データを基に分析してい

ますが、分析内容の説明では小数点以下第１位までの億円等の単位で表記しています。 

 

建物
状況

・概要
（施設数・規模等）
・物理的情報
（老朽化・耐震・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等）
・ｽﾍﾟｰｽ構成

利用
状況

運営
状況

・設置目的・事業概要
・利用対象
・管轄エリアの状況
・施設構成
・利用状況

・運営形態
・運営日・運営実態
・運営人員
・収入状況
・支出状況

ストック情報ストック情報コストコスト情報情報

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

・人件費

・事業費

・事業委託費

・その他物件費

（消耗品）

（通信運搬）

・維持管理費
（光熱水費）
（建物管理委託費）
（小破修繕費）

・老朽箇所修繕費

・大規模改修費

・減価償却費

施
設
に
か
か
る
コ
ス
ト

ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

今
ま
で
見
え
に
く
か
っ
た
人
件
費
・事
業
費

を
含
め
て
全
て
の
コ
ス
ト
を
把
握

器
（建
物
）
の
中
で
行
わ
れ
て
い
る

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
実
態
を
把
握

行政サービスにかかるコストと、行政サービスを行う財産（ストック）の
両面から実態を把握し、施設の有効活用を行うことが求められる。

歳出の60％にあたる公共施設での行政サービスにかかるコストと、土地・建物のストック状況及び

そこで行われている行政サービス等を横断的に把握・分析し、新たな視点で施設を有効活用してい

くことが、今後の行政経営の基本となる。

また、施設の実態の把握・分析を行い、それをわかりやすく『公共施設マネジメント白書』としてまと

め、地域住民等へ開示して、共に改善案を検討していくことが重要となる。
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２．対象施設一覧 

本白書では、実態を把握する対象施設を広域対応施設、地域対応施設に分け整理しました。 

その中で、この第３章では、下表の地域対応施設として市民利用の高い以下の施設を対象に分

析・評価を行いました。 

○ 地域行政の基幹施設である「市民センター・公民館」（26 施設（単独公民館も含める）） 

○ 生涯学習の場としての「図書館」（4 施設） 

○ 地域住民のコミュニティ及び地域自治活動活性化を目的とした施設として「市民の家」（40 施

設） 

○ 教育の場としての「小中学校」（54 施設）、「市立保育所」（16 園） 

○ 児童の遊び場として「児童館」（5 施設）、「地域子供の家」（17 施設） 

○ 地域高齢者の集いの場としての「老人憩いの家・老人ふれあいの家」（３施設） 

 

対象施設の合計は 165 施設（延床面積 427,824 ㎡）で、公共施設全体の約 57％を占めてい

ます。 

また、第４章では、広域対応施設として「藤沢市民病院」「市民会館」「湘南台文化センター」の

３施設の現状を分析しました。 

 
表 対象施設一覧 

 

コミュニティ 市民センタ－ 11

公民館・分館　※ 15

市民の家 40

生涯学習施設 図書館 4

学校施設 小学校 35

中学校 19

青少年施設 地域子供の家 17

児童館 5

児童クラブ 36

児童施設 保育所 16

高齢者福祉施設 老人憩いの家・老人ふれあいの家 3

施設数

地
域
対
応
施
設

施設分類 施設名称

施設分類 施設名称 施設数 施設分類 施設名称 施設数

市庁舎 市役所庁舎 5 障害者施設 ふれあいセンタ－ 1
文書館 1 太陽の家 1
防災センタ－ 1 体育施設 秩父宮記念体育館 1

文化施設 市民会館 1 秋葉台文化体育館 1
湘南台文化センタ－ 1 鵠沼運動施設 1
市民ギャラリ－ 1 秋葉台公園屋内プ－ル 1

労働会館 労働会館 1 石名坂温水プ－ル 1
博物館 博物館収蔵庫 2 観光施設 稚児ガ淵レストハウス 1
コミュニティ 市民活動推進センタ－ 1 片瀬江の島観光案内所 1
生涯学習施設 学習文化センタ－ 1 ふじさわ山荘 1
学校施設 養護学校 1 市営住宅 市営住宅 18
青少年施設 青少年会館 2 市営住宅（借上公共賃借住宅） 9

少年の森 1 職員施設 職員住宅 1
八ヶ岳野外体験施設 1 職員会館 1

高齢者福祉施設 生きがい福祉センタ－ 2 葬祭施設 大庭台墓園 1
老人福祉センタ－ 3 藤沢聖苑 1

保健医療施設 保健センタ－ 2 斎場 1
藤沢市民病院 1 長久保公園 長久保公園 1
看護専門学校 1

広
域
対
応
施
設

今回対象 １６５施設

３施設

A地区 B地区 C地区

施 設 配 置 状 況

合計合計

１６８施設１６８施設

今回対象
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３．用途別実態把握 

（１） 市民センター・公民館 

 ① 概要 

本市では、地域のまちづくりと市民の相互交流の場として、地域の歴史的、社会的

条件にあわせて人口３万人程度を一つの目安に市内を 13 地区に分け、各地区の行政

拠点施設として市民センター又は公民館を設置してきました。現在、市民センター・

公民館施設は、分館も含めて 16 ヶ所３万 1,117 ㎡あります。 

  （市民センター：11 施設（分館１施設） 公民館：15 施設（うち分館２施設）） 

  （市民センターは全て公民館と併設しています。） 

１）施設一覧 

市民センター・公民館では、市民センター機能として窓口事業（各種届出・証明書

等の交付・地区福祉窓口）、市民活動支援、地域環境整備、さらに公民館事業、図書館

事業（市民図書室の運営）を行っています。藤沢地区、村岡地区では、窓口事業の部

分を市役所が包括しています。また、地区面積の広い六会地区では、六会市民センタ

ー石川分館（石川コミュニティセンター併設）を設置し、地区の東西で各種証明書等

の交付や住民異動の届出等のサービスを行っています。 

公民館の分館は基本的に公民館機能のみを持っています。市民図書室は、各市民セ

ンターに設置していますが、湘南台市民センター・公民館及び湘南大庭市民センター・

公民館には市民図書館が近接するため、市民図書室を設置していません。 

各種届出
証明書等
の交付

地区福祉
窓口

1 六会市民センター・公民館 2,379.56  亀井野４－８－１ 1970 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 六会市民センター石川分館
（石川コミュニティセンター併設）

57.00  石川１－１－２２ 2004 359 ○ ○

3 片瀬市民センター・公民館 1,252.08  片瀬３－９－６ 1987 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 片瀬しおさいセンター
（片瀬公民館分館）

1,426.14  片瀬４－９－２２ 1997 345 ○

③ 5 明治市民センター・公民館 3,358.56  辻堂新町１－１１－２３ 2006 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

④ 6 御所見市民センター・公民館 1,631.31  打戻１９２６ 1972 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑤ 7 遠藤市民センター・公民館 2,114.89  遠藤２９８４－３ 2004 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑥ 8 長後市民センター・公民館 3,019.71  長後５１３ 1995 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑦ 9 辻堂市民センター・公民館 1,475.11  辻堂東海岸１－１－４１ 1978 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑧ 10 善行市民センター・公民館 1,528.39  善行１－２－３ 1979 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑨ 11 湘南台市民センター・公民館
湘南台文化

センターに含む  湘南台１－８ 1989 359 345 ○ ○ ○ ○ ○

⑩ 12 湘南大庭市民センター・公民館 2,533.79  大庭５４０６－１ 1985 359 345 ○ ○ ○ ○ ○

⑪ 13 鵠沼市民センター・公民館 2,789.41  鵠沼海岸２－１０－３４ 1981 359 345 ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 藤沢公民館 1,716.67  藤沢１－９－１７ 1964 345 ○ ○ ○ ○

15 済美館　（藤沢公民館分館） 1,162.94  本町４－６－１６ 1990 345 ○

⑬ 16 村岡公民館 2,228.15  弥勒寺１－７－７ 1966 345 ○ ○ ○ ○ ○

建築
年度
（年）

②

⑫

施設名称 所在地
延床面積

　（㎡）

①

市民センター

コミュニ
ティセン

ター

窓口事業

運営日数（日）

市民
図書室

公民館
事業市民

センター
市民活動

支援
地域環境

整備
公民館

市役所
が包括

表 市民センター・公民館施設一覧 
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図 市民センター・公民館配置図 

 

※人口は 2007 年度時点 
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２）設置目的 

市民センターは市民の福祉の増進及び地域住民の健全育成に資するために、公民館

は、市の教育、学術及び文化に関する事業を行い、住民の教養向上・健康の増進・情

操の純化を図り生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することをそれぞれ目的とし、

市民の身近な生活環境など地域に即した行政サービスを行うための行政拠点、地域住

民の交流拠点としてそれぞれ設置しています。 

 

３）運営時間 

   

 

 

 

 

４）事業内容 

市民センター・公民館には、①市民センター機能、②公民館機能、③市民図書室の

大きく３つの機能があります。 

それぞれの機能別に行われている事業内容を整理すると、①市民センター機能では

窓口事業・市民活動支援事業・地域環境整備事業の３つの事業を行っています。②公

民館機能では主催事業・公民館施設の貸出事業の２つの事業を、③市民図書室では図

書館事業（図書の貸出・返却等）を行っています。 

 

 

図 市民センター・公民館の事業内容 

①市民センター機能

市民センター・公民館市民センター・公民館

②公民館機能

③市民図書室

＝＝

地域の拠点施設地域の拠点施設

Ⅰ 窓口事業

Ⅱ 市民活動支援事業

Ⅲ 地域環境整備事業

Ⅰ 主催事業

Ⅱ 公民館施設の貸出事業

Ⅰ 図書館事業

機 能 事 業

市民センター：月～金 8：30～17：00（12：00～13：00は証明書受付のみ）
土日祝 8：30～12：00、13：00～17：00

公民館 ： 9：00～22：00[6区分]
市民図書室 ：10：00～17：00

休館日→12/28～1/4
休館日→月１回月曜日
休館日→毎週月曜日、12/28～1/4
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５）業務内容 

 ■市民センター機能 

市民センターは、主に各種の届出や証明書の取得等のために市民が利用する施設で、

１施設１日当り平均 125 件、62 人が利用しています。その他に、自治会等地域団体

の活動支援や緊急対応が必要な地区内の道路整備など様々な業務を行っています。 

 

 

 

 ■公民館機能 

公民館は、主にスポーツ教室や料理教室などのサークル活動の場として地区住民に

利用されており、１館につき年間 7,976 件、１日当り平均 23 件、469 人が利用し

ています。 

公民館の主催事業は、年間 974 回、１日当り平均３回開催され、52 人が利用して

います。主な主催事業は全体で、歴史・文学等の教養講座や映画会などで、毎回平均

で 18 人程度の人が参加しています。 

 

 

 ■市民図書室 

市民センター・公民館には、親しみやすい雰囲気の地域の身近な図書室として、市

民図書室を 11 施設に設置しています。市民図書室では、一般書・児童書の貸出を行

っていますが、総合市民図書館からシステム連絡車を運行しており、本や雑誌を取り

寄せることもできます。１施設１日当り平均 67 人（１人当り３冊程度の貸出）が利

用しています。 

 

６）市民センター・公民館の１日当りの利用状況 

各市民センター・公民館の１日当りの利用状況は、５）業務内容に記載したとおり

で、合計すると市民センター・公民館施設全体としては、１日当り平均 598 人が利用

しています。 

また、市民１人当りでは、年間約７回（２ヶ月に１回程度）市民センター・公民館

施設を利用していることになります。 

 

主催事業 ：主催事業の企画・開催

公民館施設の貸出事業：施設貸出の受付案内 等

窓口業務事業 ：各種届出・証明書等の交付、市税等の収納、福祉窓口

市民活動支援事業 ：くらしまちづくり会議関係・地域対策・防災対策

地域環境整備事業 ：緑の広場等維持管理・道路舗装打換・交通安全施設整備・公園愛護会育成

①市民センター

利用(窓口利用) 市民センター・公民館市民センター・公民館

②公民館

利用

③市民図書室

利用

1施設当り

年間年間 約約2.32.3万人万人

11日当り日当り ６２人６２人

年間年間 約約16.216.2万人万人

11日当り４６９人日当り４６９人

年間年間 約約2.02.0万人万人

11日当り日当り ６７人６７人

11日当り日当り ５９８５９８ 人人

訪れる。

年間年間 20.520.5万人万人
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② 建物状況 

１）スペース構成 

市民センター・公民館の面積は、最小 1,163 ㎡（済美館）～最大 3,359 ㎡（明治

市民センター）で、１施設平均 2,070 ㎡です。 

市民センター・公民館のスペース構成を４つの事業別に整理すると、窓口事業は平

均３％、地域担当事業２％、公民館事業 74％、市民図書室４％というスペース構成と

なり、各施設とも公民館事業面積が施設全体の約 70％（約 1,500 ㎡）と大半を占め

ます。これは、公民館が主催事業やサークル等の地域活動を目的とした施設であるた

めです。 

市民図書室は、１施設平均４％（100 ㎡）程度で、図書の貸出を主体に行っており、

開架書庫がスペースの大部分を占め、閲覧スペースは限られています。 

その他、市民センターで行われている窓口事業及び地域担当のためのスペースは、

証明書の取得等の目的をもって利用しに来る市民が大半であり、対面型の応接となる

ことから、全体の 5％（120 ㎡）程度となっています。 

また、2006 年（H18）に建替えが完了した明治市民センター・公民館もスペース構

成は既存施設とほぼ同様になっています。 

図 市民センター・公民館スペース構成 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

六会市民センター

片瀬市民センター

片瀬しおさいセンター

明治市民センター

御所見市民センター

遠藤市民センター

長後市民センター

辻堂市民センター

善行市民センター

湘南台市民センター

湘南大庭市民センター

鵠沼市民センター

藤沢公民館

済美館

村岡公民館

公民館スペース1,605㎡（67％）

1,009㎡（81％）

2,380㎡（71％）

1,079㎡（66％）

1,564㎡（74％）

1,098㎡（75％）

1,169㎡（77％）

1,981㎡（79％）

2,078㎡（82％）

1,241㎡（72％）

978㎡（84％）

1,877㎡（84％）

1,190㎡（83％）

1,858㎡（67％）

2,066㎡（68％）

3,359㎡

2,380㎡

1,252㎡

1,631㎡

2,115㎡

3,020㎡

1,475㎡

1,528㎡

2,500㎡

2,533㎡

2,789㎡

1,716㎡

1,163㎡

2,285㎡

1,426㎡

（平均2％）

市民図書室（平均4％）

共用スペース

窓口業務 （平均3％）

公民館事業（平均74％）

市民センター

（㎡）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

市民センターの窓口業務は、証明書の交付を受けるために利用する人

が多く、対面型応接になるため長時間滞在しないのでスペースは少なく

てすむ。

貸出が主な業務であり、
閲覧スペースはほとんどない。

公民館は、活動のためのスペースが必要
となるため、施設全体の大半を占める。

（2006年建替え完了）

3%

6%

3%

3
%

4%

11%

7%

4%

1%

3%

3%

6%

3%

2%

7%

1%

2%

1%

1%

1%

1%

1%

4%

5%

3%

5%

5%

6%

6%

7%

4%

5%

4%

市民活動支援
地域環境整備
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２）建物総合評価 

建物の物理的な状況（建物の安全性、維持管理にかかる費用の効率）を容易に判断

し、施設整備の優先度等を把握するため、建物の老朽化状況、建築後の法改正や時代

のニーズの変化に対応するための改善状況、維持管理に必要な費用の状況について次

のように建物総合評価という形で整理・分析しました。 

 
図 建物総合評価方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 評価項目と指標 

 

評価指標 ３ ２ １ 

① 現行の耐震基準

への適合 
適合 

（新耐震基準以降または、補強

等を実施した建物） 
対策中 対策が必要 

② 老朽化の状況 
良好 

（比較的新しいまたは、大規模

修繕を実施した建物） 

一部未実施の修繕項目

がある 
老朽化状況の進展が 

ある 

③ 吹付けｱｽﾍﾞｽﾄに

対する安全性 
安全 

（吹付けｱｽﾍﾞｽﾄを未使用また

は、除去等を実施した建物） 
対策中 対策が必要 

④ バリアフリーへ

の対応 

対応 
（身障者用ﾄｲﾚ、車椅子用ｴﾚﾍﾞｰ

ﾀｰ、道路から入口までのｽﾛｰﾌﾟ

を設置した建物） 

一部未実施の対応項目

がある ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応が必要 

⑤ 維持管理費の妥

当性 

妥当 
（建物延床面積、運営人員あた

りの単価が平均値の 40％未満

の建物） 

― 
改善の可能性 

がある 
（平均値の40％以上の建物） 

＊1大規模修繕は建物の各部材・機器ごとの寿命などにより低下した性能を回復させ、長く

使うための補修工事です。 

＊2維持管理費＝業務委託費（清掃費・警備費・機械保守費等）＋光熱水費（電気・ガス・

水道・燃料等）＋各所修繕費（建物等の軽微な故障等に対する修繕）  

0

1

2

3

①構造安全性

②老朽化
状況

⑤維持管理

④機能改善
(機能面)

③機能改善
(環境面)

現行耐震基準への適合

建物の老朽化による
大規模修繕の必要性

吹付けアスベストに対
する安全性

バリアフリーへの対応
状況

維持管理費の効率性

３

２

１

老朽化の状況

建築後の法改正や時代のニーズの変化に対応するための改善状況

維持管理に必要な経常的経費（光熱水費・業務委託費）の状況

①．構造安全性 ・・・現行耐震基準との適合状況
②．大規模修繕（＊1） ・・・老朽化による修繕の必要性

③．機能改善（環境面）・・・吹付けアスベストに対する安全性

④．機能改善（機能面）・・・バリアフリーの対応状況

⑤．維持管理・・・維持管理費（＊2）の効率性

建
物
総
合
評
価

建物の
安全性の確保

建物の維持管理に
かかる費用
の最適化
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市民センター・公民館の 15 施設の評価結果は以下の５パターンに分類しました。 

パターン①の御所見市民センター・公民館は 2008 年度（Ｈ20 年度）現在建替中で

す。 

パターン②の六会市民センター・公民館は耐震診断結果から、耐震安全性に課題が

あり、老朽化が進行しているため、今後、建替える必要がある。 

パターン③の３施設は老朽化が進行しており、今後、建替えや大規模改修等の改善

策を検討する必要がある。 

パターン④の６施設は、現状は問題ありませんが、今後 10 年～20 年で老朽化が進

み大規模改修が必要となる結果となりました。 

 

・片瀬市民センター・公民館

（1987年築）

・辻堂市民センター・公民館

（1978年築）

・湘南台市民センター・公民館

（1989年築）

・湘南大庭市民センター・公民館

（1985年築）

・鵠沼市民センター・公民館

（1981年築）

・済美館

（1990年築）

評

価

該
当
施
設

公民館単独館

評

価

該
当
施
設

パターン ②

・耐震安全性に課題がある
・老朽化が進行している
⇒今後、建替えが必要な施設

・六会市民センター・公民館

（1970年築）

＜１施設＞

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

＜３施設＞

・善行市民センター・公民館
（1979年築）

・藤沢公民館 （1964年築）

・村岡公民館 （1966年築）

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

・今は問題ない
⇒今後10～20年で大規模改修

が必要な施設

＜６施設＞

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

パターン ④ パターン ⑤

問題がない施設

＜４施設＞

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

・片瀬しおさいセンター
（1997年築）

・明治市民センター・公民館

（2006年築）

・遠藤市民センター・公民館

（2004年築）

・長後市民センター・公民館

（1995年築）

・老朽化が進行している
⇒今後、建替えや大規模改修の

検討が必要な施設

パターン ③パターン ①

2008年度現在、

建替えている施設

・御所見センター・公民館

＜１施設＞

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

建替中 耐震性 老朽化 老朽化

今後、老朽化

維持管理費の改善の可能性
がある施設

以上の15施設のうち、以下の4施設は
他の施設と比べ、維持管理費が割高
になっています。

原因
・設備の老朽化による光熱水費等の

非効率性
・建物の形状等による非効率性

等

・片瀬しおさいセンター
（1997年築）

・善行市民センター・公民館
（1979年築）

・湘南台市民センター・公民館

（1989年築）

・済美館

（1990年築）

（全15施設のうち４施設）
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 ③ 事業内容 

  市民センター機能 

市民センター・公民館施設のうち、ここからは市民センター機能に着目して、利用

状況・運営状況及びコスト状況を整理・分析した内容となります。 

市民センターは、住まいの近くで様々な行政サービス（窓口事業・市民活動支援事

業・地域環境整備事業）が受けられるよう市内 11 ヶ所に設置しており、2004 年度

（H16 年度）からは、六会地区に市民センターの分館として六会市民センター石川分館

（石川コミュニティセンター併設）を設置しています。石川分館では、2008 年（H20）

5 月より市民センターの窓口業務（地区福祉窓口を除く）と同様のサービスを行って

います。 

 

  ＜事業内容＞ 

窓口事業は、市役所・各市民センターで全て実施しています（村岡公民館では福祉

窓口のみ行っています）。本市全体では約 81.6 万件の利用がありますが、そのうち、

市役所のみで取り扱う業務（外国人国籍の各種申請・市税証明の一部閲覧等）に関す

る利用件数は約 14.5 万件（18％）となっています。市役所では、毎月第１、第３土

曜日でも転入・転出届、印鑑登録に関する窓口業務を行っています。 

市民活動支援事業は、地域団体の育成・援助やくらしまちづくり会議に関する業務

を行う一方、地域全般の要望について関係機関等との連絡調整を行っています。 

地域環境整備事業では、地区内道路の整備・修繕、公園・緑の広場等の維持管理等

を行っています。 

 
市役所

市民
センター

市役所
市民

センター

各種届出 住民票・印鑑証明書 ● ● ● ●

・証明書等の交付 住民異動の届出 ● ● ● ―

印鑑登録 ● ● ● ―

外国人登録（新規登録、転入、転居等の申請等） ● ― ● ―

その他各種届出等（戸籍謄本・出生届等） ● ● ― ―

自動車の臨時運行許可業務（仮ナンバー貸出） ● ●
（4館のみ）

― ―

原付バイク等の新規・廃車・名義変更等申告 ● ●
（長後のみ）

― ―

市税証明書 所得証明書、固定資産評価証明書、納税証明書 ● ● ― ―

の交付 昭和46年地目証明、住宅用家屋証明 ● ― ― ―

課税台帳の閲覧、地番図の閲覧 ● ― ― ―

市税等の収納 市県民税、固定資産税、国民健康保険料等 ● ● ● ●

各種申請等
紙おむつ支給、緊急通報ｼｽﾃﾑ利用

給付・交付等
補装具の交付、修理、自己負担金助成、各種手当

くらしまちづくり会議関係

Ⅰ
　
窓
口
事
業

平日対応している窓口業務

Ⅱ
市
民
活
動
支
援
事
業

●

●

各
種
証
明
書
等
の
交
付

●

●

防災対策

Ⅲ
地
域
環
境
整
備
事
業

事業名 業務内容

事業名 業務内容

くらしまちづくり会議の充実・運営

・地域活動（各種団体・広報・広聴）に対する支援
・緊急・応急を必要とする諸課題への迅速な対応
　（防犯等の設置、信号機設置等）

公園愛護会育成
・公園愛護会の育成・促進（報償金の交付等）
・更新・手続き　等

地域対策

防災環境の整備・防災訓練の実施・備蓄資機材の管理

道路舗装打換
・路面補修・歩道切り下げ
・横断防止柵等修繕
・不法投棄物の処理　等

土日対応している窓口業務

地区福祉窓口

業務

● ―

● ―

交通安全施設整備
・ガードレール等修繕
・カーブミラー・道路照明灯 【13 地区  計179 件/ 年】
・通学路点検・整備

緑の広場等維持管理
・施設及び物品修繕
・広場整備及び樹木消毒・剪定・草刈
・管理委託　等
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公民館機能 ＜１５施設＞ 

本市では、市内 13 地区にそれぞれ公民館を設置し、13 館と２つの分館の計 15 施

設で地域に密着した社会教育事業や生涯学習支援活動事業を行っています。 

13 館のうち、藤沢・村岡公民館の２館は主に公民館機能のみを持ち、あとの 11 館

は市民センターと併設されています。 

 

＜事業内容＞ 

昭和 20 年代に発足した公民館は、地域の振興と住民生活の安定向上、地域文化の

振興に大きく貢献してきました。社会教育法（通称公民館法）第５章では、公民館は、

住民の教養の向上、健康の増進等に寄与することを目的として、目的達成のために実

際生活に即する教育・学術に関する各種事業を行うことが義務付けられています。 

公民館の事業は、大きく「主催事業の企画・開催」「公民館施設の貸出（スペース貸

し）」の２つに分類できます。 

公民館の主催事業は、市町村その他一定地域の住民を対象として、公民館の目的で

ある住民の教養向上、健康の増進、生活文化の振興・社会福祉の増進に寄与すること

を達成するための手段となっています。公民館が民間の貸しスペースやカルチャース

クール等と異なる性質を持つのは、その主催事業が地域特性に応じた市民の生活に即

した生涯学習であること。また、公民館施設の貸出は、社会教育関係団体に登録した

５人以上の団体に限定されることにあります。 

公民館では、年間約 640 の主催事業を延べ約 1.5 万回開催しています。１施設当り

では、年間約 970 回、1.8 万人が利用しています。一方、公民館施設の貸出は、年間

約 11.9 万件利用されています。１施設当りでは、年間約 7,900 件、14.4 万人が利

用しています。 

 

 Ⅰ 主催事業の企画・開催

歴史・文学等の教養講座

料理・美術・音楽・ダンス等の趣味講座

健康（エクササイズ）、自然環境、地域を考える講座

子育て相談等の生活系講座 など

６４１事業

計

Ⅱ 公民館施設の貸出（スペース貸し）

会議・集会機能（会議室・談話室・和室等）

ホール機能

体育室

年間

公

民

館

公

民

館

年間延べ1.5万件
27.1万人

11.9万件
215.8万人

具体的には･･･
①事業の企画（市民ニーズの把握）、②講師などへの依頼、③受講者募集（チラシ等作成配布）
④講座資料の作成、⑤当日の準備・進行・片付け、⑥まとめ作業（報告書作成）が主な業務内容

具体的には･･･
①受付対応（かぎ・名簿管理）、②施設点検 等が主な業務内容です。

主に、料理・絵画・ダンスなどのサークル活動が行われています。

合計１３万３，７９５件
（稼働率４４％）

年間利用可能
コマ数

３０万６，３６０
コマ

【１コマ２時間】
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＜スペース構成＞ 

公民館施設の平均規模は、１施設当り 1,522 ㎡です。 

そのスペース構成は、会議室機能 457 ㎡（約 30％）、ホール機能 314 ㎡（100

～200 人収容）（約 21％）、体育機能 459 ㎡（バスケット・バレー可能）（約 30％）、

音楽機能 75 ㎡（約５％）、調理機能 99 ㎡（25 人収容）（約７％）、事務室 53 ㎡（約

４％）で、その他は共用スペースとなっています。下図のグラフのマス目は部屋数を

表しています。六会公民館の場合、談話室・会議室を３部屋、和室を１部屋保有して

いることになります。 

最も新しい明治公民館（2006 年竣工）も、他の公民館のスペース構成とほぼ同様

となっています。 

また、片瀬公民館・藤沢公民館はそれぞれ分館を保有していますが、本館と分館で

ホールと体育室を一機能ずつ保有し、機能分担しています。 

 

（事務室面積は、公民館運営人員をもとに按分） 

図 公民館施設別スペース構成 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

六会公民館

片瀬公民館

片瀬
しおさいセンター

明治公民館

御所見公民館

遠藤公民館

長後公民館

辻堂公民館

善行公民館

湘南台公民館

湘南大庭
公民館

鵠沼公民館

藤沢公民館

済美館

村岡公民館

1,605㎡

1,009㎡

2，380㎡

1,079㎡

1,564㎡

2,066㎡

1,098㎡

1,169㎡

1,981㎡
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1,858㎡

1,241㎡

978㎡

1,877㎡

1,190㎡

(㎡)
会議・集会機能

401㎡（25%）

656㎡（65%）

177㎡
（15%）

458㎡（19%）

288㎡（27%）

354㎡（23%）

504㎡（24%）

589㎡（54%）

281㎡（24%）

393㎡（20%）

536㎡（26%）

878㎡（47%）

518㎡（52%）

246㎡（60%）

451㎡（24%）

ホール機能
289㎡

体育室
621㎡

体育室
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機能分担している。

事務スペース

①
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④

⑤
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⑧

⑨
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⑪
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 ④ 利用状況 

市民センター機能 

  ■分析内容 

市民センターの利用状況について、次の３つの事業別に整理・分析しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）窓口事業 

■利用件数（市民センター全体） 

本市全体の 2006 年度（Ｈ18 年度）における窓口の利用件数は約 81.6 万件です。

そのうち、市役所で約 32.3 万件、市民センター12 施設（村岡公民館を含む）で年間

約 49.3 万件の利用があります。市民センターの利用のうち、地区福祉窓口が約 5.4

万件、各種届出・証明書等の交付等が約 43.9 万件となっています。 

利用の内訳は、各種届出・証明書等の交付が約 31.5 万件（全体の 64％）、市税証

明書の交付が約 3.2 万件、市税等の収納が約 9.2 万件で、窓口利用の 3 分の 2 が各種

届出・証明書等の交付となっています。 

市全体の利用件数約 81.6 万件からみると、市民１人当りの年間利用件数は約 2.0

件となります。また、１日当りの窓口利用者は平均で、市役所が 450 人、市民センタ

ーが１施設当り 62 人となっています。また、市民センターの内訳をみると、地区福

祉窓口利用者７人、各種届出・証明書等の交付が 40 人、市税等の証明書の交付が４

人、市税等の収納が 11 人となっています。 

図 窓口事業 利用件数の状況（2006 年度） 

 

 

※市役所の件数は、各種証明書等の交付、市税等の収納（介護保険を除く）、市税証明書の交付の件数 

市民センター

市役所

４９．３万件

３２．３万件※

藤沢市全体

８１．６万件 各種届出・証明書等の交付

市税等の証明書交付

市税等の収納

地区福祉窓口

31.5万件（64%）

3.2万件（ 6%）

9.2万件（19%）

5.4万件（11%）

（２．０（２．０ 件）件）

市民１人当り
年間利用件数

（81.6万件÷40.2万人） 市民センター

市役所

１２５１２５ 件件
６２６２ 人人1日1施設当り

９００９００ 件件
４５０４５０ 人人1日当り

各種届出・証明書等の交付

市税等の証明書交付

市税等の収納

地区福祉窓口

40 人

4 人

11 人

7 人

＜年間＞

＜１日当り＞

市民センター

事業名 内 容

１）窓口事業

２）市民活動支援事業

３）地域環境整備事業

■ 利用件数（全体）
■ 施設別 利用件数
■ 推移
■ 平日／土日利用状況

■ 事業内容及びコストとの関係

■ 事業内容及びコストとの関係

くらしまちづくり会議関係、
地域対策、防災対策

主な事業 ：

緑の広場等維持管理、
道路舗装打換え 等

主な事業 ：
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  ■施設別利用件数 

市役所窓口では年間約 32.3 万件の利用があり、そのうち約 14.5 万件（45％）は

市役所のみが取り扱う窓口業務の件数になります。残りの約 17.8 万件が市民センター

で対応可能な窓口業務になります。ただし、これには藤沢地区・村岡地区の住民の利

用件数が含まれます。 

市役所の利用を市民センター11 施設を合わせた利用件数と比較すると、市民センタ

ーでの利用が約 43.9 万件と、市役所に比べ多くなっていますが、市税証明書の交付に

ついては、市役所での利用が全体の約 65％を占めます。 

窓口事業の施設別利用件数は、最少約 2.7 万件（片瀬市民センター）～最多約 6.2

万件（湘南大庭市民センター）で、１施設当りの平均は約 4.5 万件となっています。

各施設とも利用件数の約 60％が各種届出・証明書等の交付となっています。また、市

税等の収納件数は、施設間による大きな差はありません。利用の過半を占める各種届

出・証明書等の交付の利用件数は、施設間の利用件数に差が生じています。 

１日当りの利用件数の平均は、最少 75 件（片瀬市民センター）～最多 172 件（湘

南大庭市民センター）で、１施設当り 125 件となっています。 

 

図 市役所及び市民センターの窓口利用件数（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設別窓口利用件数（2006 年度） 

  
 

 

※各種届出・証明書等の交付、市税等の収納（介護保険を除く）、市税証明書の交付の件数で比較 
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  ■利用件数の推移 

窓口事業の利用件数は、2003 年度（H15 年度）からの４年間で約 5.5 万件（１施

設当り約 5,000 件）増加しています。2005 年度（H17 年度）・2006 年度（H18 年

度）の利用件数はほぼ同程度となっています。 

内訳をみると、市税等の収納が約１万件、各種証明書等の交付が約 5,000 件増加し

ていますが、人口増加もその一因になっていると考えられます。また、地区福祉窓口

は 5.5 万件前後で推移しておりほとんど変化はありませんが、今後高齢化の進展に伴

いニーズが高まっていくと考えられます。 

 

■平日と土日の利用状況の比較 

窓口事業のうち、市税等の収納・各種届出・証明書等の交付について、平日と土日

の利用状況を比較しました。なお、市民センターでの土日のサービス内容は、住民票

の写しと印鑑証明書の交付、公金の収納のみの取扱いを行っています。 

平日は、11 施設合わせて１日当り平均 1,572 件（１施設平均 143 件）であるの

に対して、土日は１日当り 195 件（1 施設平均 18 件）と、平日利用の８分の１程度

の利用になっています。 

特に、市税等の収納に関する土日の利用は 11 施設合わせて１日平均 40 件（１施設

平均 3.6 件）であり、土日の利用は著しく低くなっています。 

 

図 利用件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 平日／土日別１日当りの利用件数の比較（2006 年度） 
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 市税等の収納と各種・届出証明書の

交付についてのみ整理しています。 

1,214

155

358

40

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

平日 土日

市税等の収納

各種届出・証明書等の交付

1,572件/日

195件/日 市税等の収納の利用
はほとんどない

土日1日当りの窓口利用は
平日1日当りの約１／８

（件）

・住民票・印鑑証明書

・住民移動の届出

・印鑑登録

・その他（戸籍謄本等）

・市税証明書の交付

・住民票・印鑑証明書

・住民移動の届出

・印鑑登録

・その他（戸籍謄本等）

・市税証明書の交付

・住民票・印鑑証明書

・市税証明書の交付

・住民票・印鑑証明書

・市税証明書の交付

1施設当り
121件

1施設当り
15件

303
351 347

82
72 92

54
59 54

333

75

56

0

100

200

300

400

500

600

2003 2004 2005 2006

（千件）

482千件

各種届出・証明書等
の交付
（市税証明書の交付含む）
（5,000件増加）

市税等の収納
（1万件増加）

地区福祉窓口
（ほぼ変化無し）438千件

493千件

5.5万件増加
（１施設当り5,000件・増）
（１日当り14件/施設・増）

464千件

（年度）
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２）市民活動支援事業  

市民センターは地域の中核施設であるため、地域担当として１施設３～４人の市職

員を配置しています。地域団体の育成援助やくらしまちづくり会議に関する業務を行

う一方、地域全般の相談や要望を受け関係機関等との連絡調整なども行っています。  

具体的には、市民組織結成届兼奨励金、市民組織交付金事務、防犯灯の設置、ごみ

集積場所の新設・移設・廃止の申請の取り次ぎなどを行っています。また、各地区の

市民センターは地区防災拠点に指定されており、防災対策として防災資機材の購入奨

励補助金などの申請の取り次ぎや防災訓練の実施、震災時情報の収集・伝達及び救援

救護等を円滑に行うための準備事務等を担当しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）地域環境整備  

 地域環境の整備のため、各市民センターには技術職員を配置し、地区内の道路・公

園・緑の広場等の維持管理等を行っています。具体的には舗装・側溝等の補修、公園・

広場内樹木の剪定・除草、遊具等の点検などの維持管理業務のほか、カーブミラーの

設置、公園愛護会の支援、公園の使用許可（ゲートボール・盆踊りなど特定目的に使

用する場合のみ）なども行っています。 

 地域環境整備事業の事業内容及び業務内容

人件費
2億519万円

（34％）

６億 319万円

事業費
3億9,800万円

（66％）

緑の広場等維持管理/
委託業務/
その他管理

施設及び物品修繕
広場整備及び樹木消毒・剪定
草刈
管理委託 等

公園愛護会育成 公園愛護会の育成・促進
（報償金の交付等）

更新・手続き 等

道路舗装打換

路面補修 【13地区 計258件/年】
歩道切り下げ
横断防止柵等修繕
不法投棄物の処理 等

交通安全施設整備
ガードレール等修繕
カーブミラー・道路照明灯

【13地区 計179件/年】

通学路点検・整備

2億 88万円

1億5,209万円

3,409万円

1,094万円

３億1,398万円

市民活動支援事業の事業内容及び業務内容

地域対策

地域活動（各種団体・広報・広聴）に
対する支援

くらしまちづくり会議の充実・運営

・13地区 計317回

【12回（月1回）～56回(週1回）】

・提言５件

・自治会、青少年育成協会等の

育成及び奨励金・交付金の申請・

取次ぎ

緊急・応急を必要とする諸課題への
迅速な対応

・防犯灯の設置

・信号機の設置 等

防災対策 防災環境の整備

防災訓練の実施

備蓄資機材の管理 等

くらしまちづくり
会議関係

人件費
2億9,064万円

（93％）

780万円

1,554万円

（人件費のみ）
（事業費は災害

対策課が負担）

事業費
2,334万円

（７％）

事業名 業務内容
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公民館機能 

  ■分析内容 

公民館の利用状況について、次の３つの項目について整理・分析しました。 

 

 

 

 

 

 

 

１）主催事業/スペース貸し別 利用状況 

■利用件数及び利用者数 

2006 年度（Ｈ18 年度）の公民館施設全体の利用件数は 13 万 3,795 件、利用者数

は 242 万 9,122 人で、１施設１日当りの利用件数は約 26 件、利用者数は 469 人

となっています。利用件数及び利用者数からみると、１件当り 18 人が利用していま

す。市民１人当りでは、年間約６回公民館施設を利用していることになります。 

事業別では、主催事業の１年間の利用状況は１万 4,611 件、利用者数は 27 万 801

人となっています。 

公民館では、歴史・文学等の教養講座、料理・美術・音楽・ダンス等の趣味講座、

健康（エクササイズ）、自然環境、地域を考える講座、子育て相談等の生活系講座など、

幼児から高齢者まで、それぞれの年代や社会的課題にあわせた講座を実施しています。

その他、講演会、展示会、映画会など 2007 年度（H19 年度）は 641 事業を開催して

います。講座には、無料・有料のものがありますが、有料の場合は主に料理等におけ

る材料費実費となっています。主催事業は、１施設当りでは年間約 1,000 件、利用者

数は約 1.8 万人で、１施設１日当りでは平均３件、52 人が利用しています。 

公民館施設の貸出（スペース貸し）の１年間の利用件数は 11 万 9,184 件、利用者

数は 215 万 8,321 人となっています。１施設当りでは年間 7,946 件、14 万 3,888

人で、１施設１日当りでは平均 23 件、417 人が利用しています。 

公 民 館

項 目 内 容

１）

２）

３）

■ 利用件数・利用者数
■ 稼働率
■ 推移

■ 利用件数・利用者数

■ 時間帯別利用状況

・会議・集会機能・ホール機能
・体育機能・その他

利用機能

村岡公民館
2006/04/01～2006/04/07

サンプル調査

主催事業／
スペース貸し

部屋別
（利用機能別）

平日／土日別

Ⅰ 主催事業の企画・開催

１万 ４，６１１ 件

Ⅱ 公民館施設の貸出（スペース貸し）

公 民 館 全 体
２７万 ８０１ 人

１１万 ９，１８４ 件

２１５万 ８，３２１ 人

１３万３，７９５ 件

２４２万９，１２２ 人

年間 ６回
市民１人当り

全

体

１８人
１件当り

で利用

利用 １８人

年間５.３回

１件当り

市民１人当り

２０人

年間０.７回

１件当り

市民１人当り

≪主な講座内容≫

教養の向上・趣味
体育・レクリエーション
子育て支援
職業知識
地域活動

： 料理・コンサート・映画会 等
： 卓球・エクササイズ 等
： 子育てひろば 等
： パソコン講座 等
： 地区まつり・サークル交流会 等

年度・施設による
内容の差はほとんどない

市民団体による
サークルでの利用が
利用の過半を占める

講座の定員は平均20名
であり、ほぼ定員数で利
用されている。

･･･

年間

（11％）

（89％）
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  ■稼働率 

各施設の保有部屋数と時間区分から各施設の年間利用可能コマ数を算出し、年間利

用可能コマ数と１年間の利用件数より求めた公民館施設の稼働率は、平均 44％となっ

ています。 

利用目的別の利用状況では、主催事業が約 1.5 万件（11％）、サークル利用が約 10.0

万件（74％）、地域利用（自治会等）が約 0.6 万件（４％）、官庁利用が約 1.1 万件（８％）

となっています。このことから、サークル加入者など、ほぼ特定の人が利用している

状況が分かります。 

施設別の利用状況をみると、主催事業は藤沢公民館（1,684 件）、遠藤公民館（1,407

件）が比較的多く開催しており、スペース貸しは湘南台公民館（1 万 4,327 件）、長

後公民館（1 万 1,270 件）の利用が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公民館施設別 利用稼働率（2006 年度） 

六会公民館

片瀬公民館

片瀬しおさい
センター

明治公民館

御所見
　　　公民館

遠藤公民館

長後公民館

辻堂公民館

善行公民館

湘南台
　　　公民館

湘南大庭
　　　公民館

鵠沼公民館

藤沢公民館

済美館

村岡公民館

50％

45％

41％

47％

49％

40％

52％

56％

官庁利用 1.1万件（平均８％）

サークル利用 10万件（平均74％）

その他平均３％

地域利用 0.6万件（平均４％）

主催事業 1.5万件（平均11％）

稼働率
平均 ４４％

→ ほぼ特定の人が利用している。

･･･ 稼働率40％未満

42％42％

49％49％

本館・分館合わせた稼働率

本館・分館合わせた稼働率

46％

･･･ 稼働率50％以上

37％

36％

38％

38％

48％

39％

官庁利用：市や神奈川県主催の住民説明会等による利用

サークル利用：市民団体の活動による利用

地域利用：地域の自治会等による利用

主催事業：公民館が企画・開催する各種講座

1目盛
：500件

1目盛 ・・・ 500件

1万件 ２万件 ３万件
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■推移 

公民館利用の推移は、平成 2003 年度（H15 年度）約 13.8 万件から平成 2004 年

度（H16 年度）約 13.2 万件と約 6 千件（4％）減少していますが、2004 年度以降の

３年間はほぼ横ばいとなっています。 

内訳は、主催事業の件数が 2003 年度から 2004 年度で約 1 千件減少しています

が、2006 年度までほぼ同数で推移しています。スペース貸しの利用件数は、４年間

で約 3,000 件（４％）減少しています。このことから、公民館施設の利用件数の減少

要因は、主にスペース貸しの減少によるものと分析できます。 

 

  ■地区人口１人当りの年間利用回数 

地区人口 1 人当りの年間利用回数は、2.9 回～11.3 回となっており、平均すると地

区人口１人当り年間 6.8 回公民館施設を利用していることになります。 

 

図 利用件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公民館別地区人口１人当り年間利用回数（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設別年間利用者数／地区別人口 
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平均 ６．８回/人・年
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もともと少ない
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人口も少ないので1人当り

年間利用回数は増加する。
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16 15 15
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4年間で４千件減少
１施設当り 267件減少

１施設当り
4年間で200件減少
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 ２）部屋別（機能別）利用状況 

2006 年度（Ｈ18 年度）の公民館施設の貸出しの１年間の利用状況は、15 施設合わ

せて約 13.4 万件で、延べ約 243 万人に利用されていますが、主な部屋別の利用件数

は、会議室・談話室約 7.2 万件（54％）、ホール約 1.8 万件（13％）、体育室約 2.0

万件（15％）となっており、利用の過半が会議室・談話室等の会議・ホール等の集会

機能となっています。部屋別（機能別）の稼働率をみると、最も利用の多い会議・集

会機能は稼働率約 40％、ホール機能は約 72％、体育機能は約 68％であり、ホール・

体育機能は比較的稼働率が高いといえます。 

１部屋当りの定員と利用者数の関係をみると、会議・集会機能は定員が 30 人であ

るのに対して１件当りの利用者数が 15 人、ホール機能は定員 170 人に対して１件当

りの利用者数が 29 人です。平均利用者からは、両機能ともスペース（施設規模）と

利用状況が必ずしも合っていないことが課題といえます。 

施設別にみると、年間の施設別の利用件数は、最小 4,933 件（片瀬しおさい）～最

大１万 5,338 件（湘南台公民館）となっており、１施設当りの平均は 8,920 件とな

っています。施設ごとの年間の利用者数は、約 6.7 万人～27.5 万人となっており、１

施設当り平均約 16.2 万人に利用されています。１日当りでは、利用件数 14.3 件～

44.5 件、利用者数 194.3 人～796.8 人となっています。また、分館を持っている片

瀬公民館、藤沢公民館は、分館の利用件数を合わせると他の公民館の１館分の利用状

況とほぼ同程度となっています。 

図 公民館施設全体 機能別利用件数（2006 年度） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公民館機能別施設別利用件数（2006 年度） 
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等
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平均 約９千件/年
本館・分館合わせると、
他の公民館１館分の
利用になる。

（分館）
（分館）

２４３万人

１３．４万件 会議・集会機能

ホール機能

体育機能

調理機能

音楽機能

年間利用者数

年間利用件数
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（13％）

2.0万件

（15％）
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（7％）

1.2万件

（9％）

利用件数 稼働率

1部屋当り

平均定員

1件当り

平均利用者数

会議・集会

ホール

３０ 人

１７０ 人

１５ 人

２９ 人

＜１部屋当りの定員と利用者数の関係＞

17.8万コマ
利用可能コマ数

2.5万コマ

2.9万コマ

１件当り

18 人

（年間利用件数／年間利用可能コマ数）

40％

72％

68％
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 ３）平日と土日の利用状況（サンプル調査：村岡公民館 2006/04/01～2006/04/07） 

村岡公民館の平日/土日の利用状況をサンプル調査により分析すると、村岡公民館の

2006 年４月１日～７日の１週間の利用件数は、165 件、利用者数は 2,556 人で、

その内訳は、主催事業が６件、サークル利用が 144 件、地域利用が３件、官庁利用が

11 件、その他が１件となっています。 

平日１日当り利用件数は 24 件、土日１日当り利用件数は 23 件で、平日、土日の利

用状況にほとんど差は見られません。 

時間帯別の利用状況では、平日は午前中の利用が多く、土日は午後の利用が比較的

多くなっていました。 

 

 

 

 

 

 

 

図 平日と土日別 １日当り時間帯別利用状況 

平日 土日

利用件数
稼働率

24件/日
稼働率　33％

23件/日
稼働率　31％

午前

9：00

13：00

午後

13：00

17：00

夜間

17：00

22：00

8件

10件

5件5件

8件

11件

～

～

～

1日稼動可能コマ数
72コマ

1目盛：１件
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⑤ 運営状況 

運営状況は「平日／土日の運営体制」「運営人員」の２つの項目で整理・分析しまし

た。 

１）平日／土日の運営体制 

市民センター・公民館は、土日も含め 8：30～22：00 まで年間 359 日運営して

います。（市民センター業務は 17：00 まで） 

そのうち平日（月～金曜日）の運営体制は、市民センターの各種届出・証明書等の

交付は全体で、職員 46 人・非常勤職員 8.5 人、再任用職員２人、任期付職員 7 人、

パート 0.2 人、その他（用務員）５人で、合計 68.7 人、地区福祉窓口は職員２人、

非常勤職員 33.3 人で、合計 35.3 人、市民活動支援・地域環境整備は合わせて職員

50 人・非常勤職員４人、再任用・任期付職員７人で、合計 61 人、公民館は全体で、

職員 34 人、非常勤職員 58 人、合計 92 人となっています。平日１日当り、1５施設

合わせて 257 人、１施設当りでは、平均 21 人となっています。（藤沢公民館、村岡

公民館は各種届出・証明書等の交付を行っておらず、地区福祉窓口及び地域担当業務

を行っています。） 

土日・祝日は証明書等の交付のために非常勤職員が８人配置されており、１施設当

りでは 0.7 人となっており、公民館の受付等の業務も対応しています。（職員と非常勤

職員は事業別に業務量を按分して把握・分析を行っているため端数人数となっていま

すが、最低１施設１人は配置しています。） 

また、公民館の 17 時以降や公民館単独館の土日、平日の 17 時以降は警備員が対応

しています。 

公民館職員の主な業務は、主催事業の企画・開催です。具体的には、市民ニーズを

日々の業務の中から把握し事業を企画し、講座内容によっては講師などへの依頼・講

座資料の作成を行っています。さらに、広報依頼やチラシ・ポスターを作成・配布し

受講者の募集及び受付を行うとともに、講座当日は、準備・進行・片付けまでを行い、

講座終了後は受講者アンケートなどを報告書にまとめています。 

図 平日／土日別 市民センター・公民館１施設当りの運営体制 
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警備員が対応

警備員が対応

市民センターの非常勤職員が対応

対応 １１人人
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２）運営人員 

市民センター・公民館の運営人員は、平日１日当り 15 施設合わせて 265 人となっ

ていますが、その内訳は、窓口事業が 112 人、地域担当（市民活動支援事業・地域環

境整備事業）が 61 人、公民館事業が 92 人となっています。任用形態別では、職員が

132 人、非常勤職員が 111.8 人、再任用職員が３人、任期付職員が 13 人、パート・

アルバイトが 0.2 人、その他（用務員）が５人となっています。 

窓口事業のうち各種届出・証明書等の交付や市税等の収納、市税証明書の交付には

職員以外に非常勤職員やパート・アルバイト、専門的な知識を有した再任用職員、任

期付職員など多様な任用形態の人員を配置し、対応しています。地区福祉窓口は基本

的には、非常勤職員で対応しています。 

地域担当は、職員以外に非常勤職員、任期付職員や再任用職員を配置して対応して

います。 

公民館事業は職員と非常勤職員で対応しており、市民センター・公民館の併設館 11

施設は全て職員を２人ずつ配置しています。 

１施設当りの運営人員は、市民センター・公民館併設館 11 施設では 17.3 人（辻堂

市民センター・公民館）～26.4 人（六会市民センター・公民館）となっています。 

 

 

 

図 運営人員（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人）

機能
事業
名称

業務内容 職階
六会市民
センター・
公民館

片瀬市民
センター・
公民館

片瀬しおさ
いセンター

明治市民
センター・
公民館

御所見市
民

センター・
公民館

遠藤市民
センター・
公民館

長後市民
センター・
公民館

辻堂市民
センター・
公民館

善行市民
センター・
公民館

湘南台市
民

センター・
公民館

湘南大庭
市民

センター・
公民館

鵠沼市民
センター・
公民館

藤沢
公民館

済美館
村岡

公民館
合計

職員 4 3 5 3 3 5 4 4 5 5 5 46

非常勤職員（平日） 3.5 0 0 0 1 0 0 1 2 1 0 8.5

非常勤職員（土日） 1 0.5 1 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 1 1 1 8

再任用職員 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

任期付職員 1 1 1 1 0 1 1 1 0 0 0 7

パート・アルバイト 0 0 0 0 0 0.2 0 0 0 0 0 0.2

その他（用務員等） 0 1 1 1 1 0 0 1 0 0 0 5

小計 11.5 5.5 8 5.5 5.5 6.7 5.5 7.5 8 7 6 76.7

職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2

・地区福祉窓口 非常勤職員 2.9 3 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.9 2.9 2.8 2 33.3

小計 2.9 3 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.9 2.9 2.8 4 35.3

職員 2 2 2 2 2 2 2 3 3 3 2 2 2 29

非常勤職員 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 4

任期付職員 1 0 0 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 5

小計 3 3 3 3 3 3 2 3 4 3 2 3 3 38

職員 1 2 2 2 2 2 2 1 1 1 2 2 1 21

再任用職員 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

任期付職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

小計 2 2 2 2 2 2 2 1 1 2 2 2 1 23

職員 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 4 1 6 34

非常勤職員 5 4 2 5 5 5 5 3 5 5 5 3 1 3 2 58

小計 7 6 3 7 7 7 7 5 7 7 7 5 5 4 8 92

職員 9 9 1 11 9 9 11 10 10 11 11 11 8 1 11 132

非常勤職員 12.4 8.5 2 9.8 8.3 9.3 8.3 6.3 9.3 10.9 9.9 6.8 2 3 5 111.8

再任用職員 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

任期付職員 2 1 0 1 2 1 2 1 1 1 1 0 0 0 0 13

ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0 0 0 0 0 0 0.2 0 0 0 0 0 0 0 0 0.2

その他（用務員等） 0 1 0 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 5

合計 26.4 19.5 3 22.8 20.3 20.3 21.5 17.3 21.3 22.9 21.9 17.8 10 4 16 265

公民館

・主催事業の
  企画・開催
・施設の貸出
  受付業務

・市税等の収納

・市税証明書
　の交付

・各種届出・
　証明書等の
　交付

・地域環境整備

窓
口
事
業

（
庶
務
担
当

）

・市民活動支援

地
域
担
当

市
民
セ
ン
タ
ー
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 ⑥ コスト状況 

 １）市民センター・公民館のトータルコストの整理・分析 

2006 年度（H18 年度）市民センター・公民館 15 施設の年間コストは、25 億 248

万円です。このコストは、事業費や減価償却相当額等、今まで見えていなかったコス

トも含めたトータルコストです。 

その内訳は、事業運営にかかるコストは 19 億 3,626 万円（77％）、 

施設にかかるコストは   2 億 6,604 万円（11％）となっていま

す。 

施設にかかるコスト約 2.7 億円以外に、減価償却相当額※約 3.0 億円かかっていま

す。（減価償却相当額は、実質的支出とはなっていないコストですが、同規模同質の建

替えを行うこととした場合に必要な額の年割額としています。） 

施設にかかるコストの内訳ですが、老朽箇所修繕は 15 施設中２施設（湘南台市民

センター・公民館、鵠沼市民センター・公民館）で実施され、１施設当り 193 万円～

230 万円、合わせて 423 万円となっています。施設の修繕コストを抑え、光熱水費

や建物管理委託費等の建物維持管理が経常的なコストの大半となっています。 

事業運営にかかるコストの内訳は、市民センター事業費約 15.3 億円、公民館事業費

約 4.0 億円となっています。 

市民センター事業費の内訳は、窓口事業費約 6.1 億円、市民活動支援事業費約 3.2

億円、地域環境整備費約 6.0 億円となっています。 

公民館事業費は、主催事業と施設の貸出事業にかかる事業費ですが、そのほとんど

が主催事業にかかるコストとなっています。 

また、このトータルコスト以外に 2006 年度には「資産形成のための支出」として、

明治市民センター・公民館の改築事業費（9.0 億円）と御所見市民センター・公民館の

土地取得費（5.6 億円）を支出しています。 

※減価償却相当額： 

企業会計で用いられ、使用や時の経過による建物等の価値減少分を「コスト」として計上

する手法で、一般的な公会計（現金主義会計）では用いない手法です。 

今回の実態把握では、価値減少分をコストとして見なすことにより、計画的な施設整備に

つながるため、トータルコストとして仮定しています。 

 

例えば、 

現状建物の価値がゼロとなった時点で、同一の建物を建替えることを想定した場合、必要

なコスト（価値減少分）を積み立てていくことで、計画的な施設整備が可能となります。 

 

 

 ２）トータルコストの推移 （ここでは減価償却相当額は除いています。） 

市民センター・公民館のトータルコストは４年間で約 3.6 億円増加しています。 

内訳をみると、事業運営にかかるコストのうち、公民館にかかるコストは４億円前

後で推移し、ほとんど変化はありません。 

トータルコストが増加した要因は、事業運営にかかるコストのうち市民センターに

かかるコストが約 3.6 億円増加したことによるものです。 

市民センターにかかるコストのうち、窓口事業、市民活動支援事業がそれぞれ４年

間で約 0.8 億円増加し、地域環境整備事業が約 2 億円増加しています。 
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表 市民センター・公民館行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市民センター・公民館全 15 施設トータルコスト（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市民センター・公民館全 15 施設トータルコストの推移 

 

（千円）

六会市民
センター・
公民館

片瀬市民
センター・
公民館

片瀬
しおさい
センター

明治市民
センター・
公民館

御所見市
民セン
ター・

公民館

遠藤市民
センター・
公民館

長後市民
センター・
公民館

辻堂市民
センター・
公民館

善行市民
センター・
公民館

湘南台市
民センター
・公民館

湘南大庭
市民セン

ター
・公民館

鵠沼市民
センター・
公民館

藤沢
公民館

済美館
村岡

公民館
合計

2,776 1,304 1,549 1,714 736 1,322 1,606 1,386 2,101 1,202 6,704 3,709 687 547 827 28,170

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,301 0 1,929 0 0 0 4,230

5,002 2,859 6,517 4,038 2,921 3,056 8,038 4,248 5,352 6,010 7,181 7,031 2,874 2,981 4,822 72,930

7,340 3,056 9,651 5,828 2,996 4,241 12,326 5,039 2,555 14,361 9,973 9,422 6,000 6,790 5,432 105,012

0 2,552 0 0 2,359 6 0 0 0 0 0 26,396 0 360 0 31,673

1,675 1,388 2,203 1,308 1,215 2,175 1,376 1,395 1,539 1,043 1,670 2,178 1,629 586 1,470 22,851

0 0 0 0 0 0 0 0 0 275 0 0 0 0 0 275

362 0 0 129 0 0 129 0 275 0 0 0 0 0 0 896

17,155 11,159 19,921 13,018 10,228 10,800 23,475 12,068 11,823 25,193 25,528 50,665 11,189 11,264 12,552 266,037

窓口事業費計 65,423 45,492 0 65,386 45,262 43,546 52,968 46,810 56,463 57,153 57,689 57,739 0 0 20,498 614,429

市民活動支援費計 24,056 21,733 0 22,067 23,878 23,791 23,660 19,849 29,941 33,435 29,753 20,219 21,782 0 19,902 314,065

地域環境整備事業費計 53,521 42,146 0 35,350 38,070 34,262 42,772 36,909 47,398 34,863 57,954 69,713 64,162 0 44,128 601,249

142,999 109,371 0 122,802 107,210 101,599 119,401 103,568 133,802 125,451 145,396 147,672 85,943 0 84,528 1,529,744

公民館費計 25,118 24,803 11,739 24,684 25,176 24,788 25,003 23,654 25,088 24,991 25,033 23,964 40,396 12,503 62,322 399,263

2,749 0 0 0 0 4,504 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,253

170,866 134,174 11,739 147,487 132,387 130,891 144,404 127,222 158,890 150,443 170,429 171,636 126,339 12,503 146,850 1,936,259

188,021 145,332 31,660 160,505 142,614 141,691 167,878 139,290 170,713 175,636 195,957 222,301 137,529 23,767 159,402 2,202,296

　【収益の部】
8,446 5,365 0 10,315 5,067 4,940 10,978 9,412 10,470 15,107 12,250 7,957 0 0 0 100,306

2,789 843 1,625 2,858 1,104 1,784 3,106 1,004 1,834 3,026 2,796 2,804 1,738 1,578 2,353 31,244

1,276 6,183 8 8,608 1,599 109 3,365 511 3,318 337 1,526 749 325 86 385 28,386

12,512 12,391 1,633 21,780 7,771 6,833 17,450 10,927 15,623 18,469 16,572 11,511 2,064 1,664 2,738 188,323

44,772 13,217 16,791 18,054 9,168 8,614 27,500 13,637 19,723 13,570 23,143 14,130 18,536 12,654 46,675 300,186

232,793 158,549 48,452 178,559 151,783 150,305 195,378 152,927 190,435 189,206 219,100 236,431 156,065 36,421 206,078 2,502,482
220,282 146,159 46,818 156,778 144,012 143,472 177,928 142,000 174,813 170,737 202,528 224,920 154,001 34,757 203,340 2,314,159

減価償却相当額

Ⅲ．総括
コストの部合計（トータルコスト）
収支差額（ネットコスト）

現金収支を伴う収益　計

Ⅱ．現金収支を伴わないもの
　【コストの部】

その他諸収入

現金収支を伴うコスト　計

窓口手数料

公民館使用料

施設にかかるコスト計

事
業
運
営
に
か
か
る
コ

ス
ト

事業運営にかかるコスト計
市債利息償還金

市民センター事業費計

市
民
セ
ン

タ
ー
事
業
費

建物管理委託費

建物賃借料

土地・建物以外賃借料

Ⅰ．現金収支を伴うもの
　【コストの部】

施
設
に
か
か
る
コ
ス
ト

各所修繕費

老朽箇所修繕費

光熱水費

公有財産購入費　

車両・備品購入費

※減価償却相当額は「藤沢市財産に関する調書明細書」の評価額から定額法、耐用年数50年、残存価値をゼロとして算出
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主催事業公民館
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減価償却相当額 3.0億円（12％）

2.6億円

老朽箇所修繕費
：423万円

施設に経常的に
かかるコスト
（光熱水費）
（各所修繕費）
（建物管理委託費）
（賃料）

施設の貸出事業
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トータルコスト以外に ・明治市民センター改築事業費（9億円）、
・御所見市民センター・公民館の用地取得費（5.6億円）
がかかっています。
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事業運営にかかるコストのうち、
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３）施設別トータルコスト 

施設別のトータルコストは、最小約 0.4 億円（済美館）～最大約 2.4 億円（鵠沼市

民センター・公民館）で、１施設当りでは平均約 1.7 億円となっています。分館（片

瀬しおさいセンターや済美館）を合わせた地区毎のコストは、片瀬地区が約 2.1 億円、

藤沢地区が約 1.9 億円と他の地区と同じ程度となっています。 

「事業運営にかかるコスト」と「施設にかかるコスト」の内訳をみると、分館を除

く 13 施設の「事業運営にかかるコスト」は約 1.3 億円～1.7 億円であり、施設別の

トータルコストの約 70％～90％を占めています。 

「施設にかかるコスト」はトータルコストの 10％未満の施設が多くなっていますが、

建物の一部を賃借している鵠沼市民センター・公民館の施設にかかるコストはトータ

ルコストの 20％程度を占めています。 

事業別の施設別のトータルコストでは、公民館事業は、村岡公民館が 1.1 億円と高

くなっていますが、その他は 0.4 億円～0.8 億円、施設別トータルコストの 30%程度

を占めています。 

市民センターは、地域環境整備事業が 0.4 億円～0.7 億円で 20～25％程度、市民

活動支援事業が 0.2 億円～0.3 億円で 10％～15％となっており、窓口事業が 0.5 億

円～0.7 億円で 30％～35％程度を占めています。 

図 施設別トータルコスト（事業運営にかかるコストと施設にかかるコスト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設別トータルコスト（事業別コスト） 
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４）維持管理費の状況 

2006 年度（Ｈ18 年度）トータルコストの施設にかかるコスト約 2.7 億円のうち、

建物維持管理費（各所修繕費、光熱水費、建物管理委託費）は 2006 年度１年間で 2

億 611 万円かかっています。そのうち、建物管理委託費が 1 億 501 万円（51％）、

光熱水費が 7,293 万円（35％）、小破修繕費が 2,817 万円（14％）となっています。 

各施設別では、665 万円（御所見市民センター・公民館）～2,386 万円（湘南大庭

市民センター・公民館）となっています。これを費用毎に施設の床面積１㎡当りの単

価で見直すと、平均値より 40％以上高い施設が４施設あります。この４施設に関して

は、今後さらに詳しい検証が必要ですが、維持管理費の改善の可能性があると考えら

れます。 

 

 図 市民センター・公民館の維持管理費の推移 

●個別施設別維持管理費（2006年度）
（千円） （円/㎡）
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4 明治市民センター・公民館 3,359 4,038 5,828 1,714 11,581 1,202.3 1,735.4 510.3

5 御所見市民センター・公民館 1,631 2,921 2,996 736 6,653 1,790.6 1,836.4 451.3

6 遠藤市民センター・公民館 2,115 3,056 4,241 1,322 8,619 1,445.2 2,005.3 624.9

7 長後市民センター・公民館 3,020 8,038 12,326 1,606 21,970 2,661.9 4,081.9 531.7

8 辻堂市民センター・公民館 1,475 4,248 5,039 1,386 10,673 2,879.8 3,416.0 939.5
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 市民センター機能 

 １）トータルコストの整理・分析 

市民センター（藤沢公民館・村岡公民館含む）13 施設に１年間かかるコストは、

15 億 7,568 万円です。 

その内訳は、事業運営にかかるコストは 15 億 2,974 万円（97％）、 

施設にかかるコストは     2,195 万円（３％）となっています。 

事業運営にかかるコスト約 15.3 億円のうち、窓口事業費は約 6.1 億円、市民活動

支援事業費は約 3.1 億円、地域環境整備事業費は約 6.0 億円となっています。 

窓口事業費はそのほとんどが人件費（6.0 億円）です。また、窓口事業費は大きく、

地区福祉窓口約 0.7 億円、各種届出・証明書等の交付約 5.3 億円に分けられます。ま

た、窓口事業費約 6.1 億円に対して、窓口収入は約 1.0 億円と事業費の 16％にとど

まっています。 

市民活動支援事業費約 3.1 億円のうち、約 2.9 億円は人件費です。また、地域環境

整備費約 6.0 億円は、広場の維持管理や道路補修等の事業費が約 4.0 億円で、残り約

２億円が人件費となっています。 

２）施設別トータルコスト 

施設別のトータルコストをみると、最小 0.9 億円（村岡公民館）～最大 1.5 億円（鵠

沼市民センター）で、１施設当り平均約 1.2 億円です。 

各施設の内訳は、地域環境整備事業の人件費は変わりません。事業費のうち緑の広

場設置等事業費は管理する緑の広場、公園数が異なるため施設によって委託料に差が

生じています。また、道路舗装・打換費は地区の広さや不具合の状況により、施設に

よって工事件数に差が生じています。 

市民活動支援は 90％以上が人件費ですが、施設毎では約 0.2 億円～0.3 億円とほぼ

同額です。 

窓口事業のうち、各種証明書の交付、地域福祉窓口ともに 90％以上が人件費であり、

全施設ほぼ同じです。 

表 市民センター全施設の行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

六会
市民

センター

片瀬
市民

センター

片瀬
しおさい
センター

明治
市民

センター

御所見
市民

センター

遠藤
市民

センター

長後
市民

センター

辻堂
市民

センター

善行
市民

センター

湘南台
市民

センター

湘南大庭
市民

センター

鵠沼
市民

センター

藤沢
公民館

済美館
村岡

公民館
合計

1,075 966 0 839 580 891 6,331 2,555 621 919 1,559 4,290 234 0 1,090 21,950
証明書等交付人件費 59,725 40,179 0 59,821 40,114 38,554 47,482 41,659 51,023 52,044 50,326 52,165 0 0 1,944 535,036
地区福祉窓口人件費 4,471 4,471 0 4,471 4,277 4,277 4,277 4,277 4,277 4,277 4,471 4,277 0 18,554 66,376
その他物件費 1,226 842 0 1,093 871 715 1,210 874 1,164 832 2,892 1,298 0 0 0 13,017

窓口事業費計 65,423 45,492 0 65,386 45,262 43,546 52,968 46,810 56,463 57,153 57,689 57,739 0 0 20,498 614,429

人件費 21,842 20,309 0 20,309 21,842 21,842 21,842 18,554 27,831 31,119 27,831 18,554 20,309 0 18,454 290,637
くらし・まちづくり会議関係費 600 600 0 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 0 600 7,800

地域対策費 1,614 824 0 1,157 1,437 1,349 1,219 605 1,510 1,717 1,322 1,065 872 0 848 15,538

防災対策費 0 0 0 0 0 0 0 90 0 0 0 0 0 0 0 90

市民活動支援費計 24,056 21,733 0 22,067 23,878 23,791 23,660 19,849 29,941 33,435 29,753 20,219 21,782 0 19,902 314,065

人件費 12,565 18,554 0 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 9,277 9,277 12,565 18,554 18,554 0 11,132 203,246

緑の広場設置事業費 23,833 11,656 0 8,105 4,284 1,118 2,019 8,991 15,356 15,948 37,195 24,642 26,537 0 21,199 200,882

道路舗装打換費 13,783 9,125 0 6,537 13,952 12,321 11,946 7,525 19,956 7,038 6,477 20,335 14,115 0 8,978 152,088

交通安全施設整備費 2,520 2,268 0 1,729 1,246 2,210 3,764 1,602 2,275 1,926 1,168 5,608 4,956 0 2,820 34,091

公園愛護会育成費 821 544 0 425 33 60 6,489 236 535 675 549 575 0 0 0 10,942

地域環境整備事業費計 53,521 42,146 0 35,350 38,070 34,262 42,772 36,909 47,398 34,863 57,954 69,713 64,162 0 44,128 601,249

142,999 109,371 0 122,802 107,210 101,599 119,401 103,568 133,802 125,451 145,396 147,672 85,943 0 84,528 1,529,744

144,075 110,337 0 123,642 107,790 102,491 125,732 106,123 134,423 126,371 146,955 151,961 86,178 0 85,618 1,551,694

　【収益の部】
8,446 5,365 0 10,315 5,067 4,940 10,978 9,412 10,470 15,107 12,250 7,957 0 0 0 100,306

1,276 6,183 0 8,608 1,599 109 3,365 511 3,318 337 1,526 749 325 0 385 28,292

9,722 11,548 0 18,923 6,666 5,049 14,343 9,923 13,788 15,443 13,776 8,706 325 0 385 128,599

2,413 1,135 0 1,159 510 498 7,401 2,862 1,024 494 1,402 1,195 372 0 3,523 23,988

146,488 111,473 0 124,801 108,300 102,989 133,132 108,985 135,447 126,865 148,357 153,156 86,550 0 89,140 1,575,681

136,765 99,925 0 105,878 101,634 97,940 118,789 99,062 121,659 111,421 134,581 144,449 86,224 0 88,756 1,447,083

現金収支を伴うコスト　計

窓口手数料

事業運営にかかるコスト計

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

窓口
事業費

市民活
動支援

費

地域環
境整備
事業費

収支差額（ネットコスト）

現金収支を伴う収益　計

Ⅱ．現金収支を伴わないもの
　【コストの部】
減価償却相当額（市民センター分）

Ⅲ．総括
コストの部合計（トータルコスト）

その他諸収入

Ⅰ．現金収支を伴うもの
　【コストの部】

施設にかかるコスト（市民センター分）

※職員人件費は職員数×平均給与（平成18年度）で算出

※施設にかかるコスト、減価償却費は公民館、市民図書室との面積で按分して算出

片瀬地区 藤沢地区 （千円）
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図 市民センター全施設トータルコスト（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市民センター施設別トータルコスト（2006 年度） 
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  公民館機能 

１）トータルコストの整理・分析 

2006 年度（Ｈ18 年度）の公民館事業にかかる年間のトータルコストは、15 施設で

約 8.9 億円です。 

その内訳は、事業運営にかかるコストが約 4.0 億円（41％）、施設にかかるコスト

が約 4.9 億円（56％）となっています。 

事業運営にかかるコスト約 4.0 億円は、公民館事業費約 0.3 億円、人件費約 3.7 億

円で、事業運営にかかるコストのほとんどが人件費にかかるコストとなっています。 

施設にかかるコストは、減価償却費が約 2.6 億円、残りの約 2.3 億円は光熱水費や

各所修繕等施設の維持管理にかかるコストになっています。 

 

■利用料金 

公民館の利用料金は、１時間・１部屋単位で徴収しています。利用料金は時間区分

Ａ（9：00～19：00）と時間区分Ｂ（19：00～22：00）及び部屋別（機能及び

広さによる）に設定されています。例えば、30 人程度収容の談話室は１時間 100 円、

30 人程度収容の調理室は１時間 200 円、140 名収容のホールは１時間 800 円とな

っています。 

公民館施設の利用料収入は、15 施設合わせて年間約 3,124 万円で、１施設当りで

は 208 万円となっており、最低限施設を維持するのに必要なコスト（光熱水費や建物

管理委託費等の施設にかかるコスト（2.3 億円））を下回る状況となっています。 

 

 

 

 ２）推移 （減価償却相当分を除く） 

公民館事業のトータルコストは、2003 年度（H15 年度）約 6.5 億円から 2006 年

度（H18 年度）約 6.3 億円と約 0.2 億円減少していますが、それほど大きな変化はあ

りません。 

事業運営にかかるコストのうち、職員人件費が約 0.6 億円減少し非常勤職員にシフ

トしています。事業運営にかかるコストの構成は変化していますが公民館にかかるト

ータルコストに大きな変化はありません。 

（2005 年度（H17 年度）は施設にかかるコストが多くかかっているため、トータル

コストは高くなっていますが、事業運営にかかるコストは変わりません。） 

2005 年度から公民館使用料を有料化し、料金徴収をしていますが、使用料収入は

公民館のトータルコストの 4％程度にとどまっています。 
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表 公民館全施設の行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公民館全 15 施設トータルコスト（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公民館全 15 施設トータルコストの推移 
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済美館
村岡

公民館
合計

2,466 1,119 1,549 1,512 647 1,173 1,018 918 1,823 1,159 6,298 3,046 632 547 732 24,639

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,218 0 1,584 0 0 0 3,801

4,443 2,454 6,517 3,563 2,568 2,711 5,097 2,814 4,643 5,791 6,746 5,774 2,645 2,981 4,269 63,018

6,520 2,624 9,651 5,142 2,634 3,762 7,817 3,338 2,217 13,839 9,369 7,737 5,522 6,790 4,810 91,772

1,488 3,384 2,203 1,154 3,143 1,934 872 924 1,335 1,005 1,568 23,465 1,499 946 1,302 46,224

322 0 0 114 0 0 82 0 239 265 0 0 0 0 0 1,021

15,238 9,581 19,921 11,486 8,992 9,581 14,887 7,994 10,256 24,276 23,982 41,606 10,299 11,264 11,113 230,476

職員人件費 18,554 18,554 9,277 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 37,108 9,277 55,661 315,415

非常勤職員人件費 4,324 4,057 1,277 4,324 4,362 4,371 4,353 3,094 4,380 4,343 4,324 3,094 972 2,249 1,944 51,470

公民館事業費 2,188 2,108 739 1,750 2,072 1,762 2,046 1,902 2,011 2,032 1,947 2,250 1,835 463 2,828 27,931

その他物件費 52 84 446 56 188 101 50 103 143 63 209 67 482 515 1,889 4,447

25,118 24,803 11,739 24,684 25,176 24,788 25,003 23,654 25,088 24,991 25,033 23,964 40,396 12,503 62,322 399,263

42,844 34,456 32,107 36,219 34,334 38,454 39,921 31,716 35,468 49,328 49,211 65,625 51,138 24,282 75,108 629,739

　【収益の部】
2,789 843 1,625 2,858 1,104 1,784 3,106 1,004 1,834 3,026 2,796 2,804 1,738 1,578 2,353 31,244
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 ３）施設別トータルコスト 

施設別のトータルコストをみると、約 0.3 億円（済美館）～約 1.2 億円（村岡公民

館）と施設によって差が生じています。平均すると１施設当たり約 0.6 億円のコスト

がかかっています。 

内訳は、市民センターと併設している 11 施設の事業運営にかかるコスト（ほとん

どが主催事業にかかるコスト）は 2,400 万円～2,500 万円と同程度となっており、

大きな差はありません。主催事業には、ほぼ同じコストをかけている事がわかります。

しかし、公民館単独館には職員を多く配置しているため、併設館よりコストがかかっ

ています。 

施設にかかるコストは、建物を賃借している施設や、利用が多い施設は比較的高く

なっています。また、施設の規模や築年数などの要因によっても差が生じています。 

 

 

 

図 公民館施設別トータルコスト（2006 年度） 
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 ⑦ 評価・分析 

ここでは、これまで整理してきた利用状況・運営状況をクロスして評価・分析しま

した。 

市民センター機能 

 １）利用１件当りにかかるコスト及び運営人員１人当り１日の処理件数 

「窓口事業にかかるコスト／利用件数」より、利用１件当りにかかるコストを求め

ると、利用１件当りにかかるコストは、2006 年度（H18 年度）1,245 円となってい

ます。2003 年度（H15 年度）1,196 円と比較して 49 円の差となり、この５年間ほ

とんど変わっていません。これは、窓口事業の利用件数の増加に伴い運営人員も増員

しましたが、非常勤職員や再任用職員、任期付職員を採用するなど、人員構成を工夫

したためです。 

「１日当り利用件数／窓口業務の運営人員」により、運営人員１人当り１日の処理

件数を求めると、１人当りの処理件数は 2006 年度平均 23.7 件となっています。 

施設別にみると、17.0 件（鵠沼市民センター）～32.5 件（湘南大庭市民センター）

と大きな差が生じています。これら市民センター間の差の要因としては、利用件数が

1.8～２倍の差があるにも関わらず運営人員がほぼ同じであるためと考えられます。 

図 市民センター窓口事業 利用１件当りにかかるコストの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市民センター施設別運営人員１日１人当り処理件数（2006 年度） 
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２）利用件数、運営人員、トータルコストの評価・分析 

（例：片瀬市民センターと湘南大庭市民センター） 

市民センター13 施設（藤沢公民館、村岡公民館含む）のうち、年間窓口利用件数が

最も少ない片瀬市民センターと、最も多い湘南大庭市民センターの利用件数と運営状

況（運営人員）、コスト状況（窓口事業にかかるトータルコスト）で比較・整理すると、

利用件数は年間で約 3.5 万件、１日当り約 100 件、運営人員は約 1.4 人、運営人員

１人当りの１日の処理件数では、13 件の差が生じています。 

また、窓口事業トータルコストは約 0.5 億円（片瀬市民センター）と約 0.6 億円（湘

南大庭市民センター）と約 0.1 億円の差となっています。窓口利用１件当りにかかる

コストの差は 755 円で、約 1.8 倍の差が生じています。 

 

図 利用状況と運営状況、コスト状況の関係（片瀬市民センター、湘南大庭市民センター） 
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 ３）運営人員及びトータルコストによる評価・分析 

市民センターの運営人員の推移をみると、2003 年度（H15 年度）116 人から 2006

年度（Ｈ18 年度）173 人と年々増加しています。３年間で１施設当たり約４人増加し

ていることになります。その内訳をみると、窓口事業の非常勤職員は全体で 30 人が

増加しています。また、新たに任期付職員として９人を採用しています。これらによ

り、窓口事業のトータルコストは約 0.9 億円増加しています。 

また、市民活動支援事業では、2006 年度地域防災事業の強化により各施設に職員

を１名配置したことにより人員が増加し、これによりトータルコストが約 1.4 億円増

加しています。 

地域環境整備事業は、2003 年度から 2004 年度（H16 年度）に人員が増加したた

め、人件費が増加していますが、各事業費は変化していません。 

 

 

 

 

図 運営人員の推移とトータルコストの推移の関係 
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33.3人
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その他5人
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６人
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任期付
再任用９人

職員
21人

任期付・再任用
２人
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4人

35.3

76.7

2003年と比べ
窓口事業の非常勤
職員数が30人増加112

職員
２人

任期付
再任用

1.6億円

1.9億円

1.5億円

2003 2004 2005 2006

11.7億円

13.7億円
15.2億円

6.0
（44％）

1.7

6.0
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3.1
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2.4
（21％）

4.0
（35％）

５
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人件費
2.3億円

人件費
5.1億円

2.9億円

6.0億円

2.0億円

1.4億円

5.2億円

5.4
（42％）

1.5

1.6億円
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2.0億円
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0.8億円

窓口
事業費

市民
活動支援

地域
環境整備

地域防災強化
により各施設に

約１名配置

2003年と比べ
窓口事業の人件費
が約0.9億円増加

地域防災
強化

（内13人）

（年度）

（年度）

０
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 公民館機能 

１）主催事業の内容とそのコスト、運営人員の関係 

サンプルとして六会公民館と明治公民館の主催事業の企画内容をみると、ほぼ同様

な事業がそれぞれの館全体の 60％～83％を占めています。各施設独自の事業は、六

会公民館の場合では年間約 44 件で、年間事業回数の約 17％程度です。 

一方、運営人員は２館とも同じ人数で企画・運営・開催を行っています。 

事業運営にかかるコストは、主催事業の開催にかかる消耗品等の公民館事業費が多

少異なるだけで、大きな差はありません。 

 

 

 

 

 

 

図 利用状況と運営状況、コスト状況の関係（2006 年度） 

 

 

2,512万円
2,468万円

利用状況
（主催事業の企画内容）

運営状況
（公民館事業運営人員）

コスト状況
（公民館事業運営にかかるコスト）

非常勤
職員
人件費

公民館
事業費

職員
人件費

六会
公民館

明治
公民館

六会
公民館

明治
公民館

２人

５人

職員
２人

非常勤
職員
５人

７人 ７人

六会
公民館

明治
公民館

・高齢者学級
・乳幼児家庭教育
・女性セミナー
・歴史探訪
・親子教室
・夏休み子供教室等
・海洋科学教室
・茶道教室
・健康講座
・文化教養講座
・昔遊び（多世代交流）
・クリスマスコンサート
・スポーツ開放

・日大との共催講座
・季節行事（七夕、正月等）

・公民館ディキャンプ
・退職者（男性）教室
・子育てひろば（開放）等

・高齢者学級
・乳幼児家庭教育
・女性セミナー
・歴史探訪
・親子教室
・夏休み子供教室等
・海洋科学教室
・茶道教室
・健康講座
・文化教養講座
・昔遊び（多世代交流）
・クリスマスコンサート
・スポーツ開放

・園芸教室
・ふるさとまつり
・手話講座
・陶芸講座
・パソコン講座 等

ほぼ同様の事業

計220件（83％） 計148件（60％）

合計264件 合計246件

施設独自の事業

計44件（17％） 計98件（40％）
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 ２）スペース貸し利用１件当り・利用者１人当りにかかるコスト 

公民館施設にかかるコストのほとんどが、スペース貸しにかかるコストであること

から、スペース貸しの利用１件当りにかかるコストと、利用１件当りの公民館利用料

収入の関係を分析すると、利用１件当りにかかるコストは平均 1,934 円となっていま

す。これに対し、利用１件当りの公民館利用料収入は平均 262 円で、利用１件当りに

かかるコストの 14％程度です。 

施設毎の利用１件当りにかかるコストは 1,217 円（明治公民館）～4,501 円（片

瀬しおさいセンター）となっており、片瀬しおさいセンターが高くなっているのは施

設規模に比べ、利用人数が少ないことなどによるためです。 

また、利用者１人当りにかかるコストは平均 107 円、施設別では 73 円（長後公民

館）～327 円（片瀬しおさいセンター）となっています。 

 

 

 

 

 

図 利用１件当り・利用者１人当りにかかるコスト（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物管理委託費
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光熱水費 0.6億円

建物管理委託費
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光熱水費 0.6億円

公民館利用料収入
0.3億円

（施設にかかるコストの
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利用１人当り収入
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４

２

０

利用１件当り収入
約262円/件

利用１件当り収入
約262円/件

利用１人当りコスト
約107円/人

利用１人当りコスト
約107円/人

利用１件当りコスト
約1,934円/件

利用１件当りコスト
約1,934円/件

光熱水費の
約半分
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３）機会損失による評価・分析 

年間利用可能コマ数を 100％利用した場合の利用料収入と 2006 年度（H18 年度）

の利用料収入の差額を機会損失としてみると、年間利用可能コマ数を 100％利用した

場合の利用料収入は約1億1,700万円、2006年度の利用料収入は約3,100万円で、

機会損失は約 8,600 万円になっています。 

このように、年間利用可能コマ数を 100％利用したとしても利用料収入は約 1.2 億

円にとどまり、公民館施設を経常的に維持管理するために必要な約 2.3 億円の半分程

度にすぎないものとなっており、今後の利用料金や施設運営のあり方を考える上での

１つの検討事項になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 機会損失による評価・分析 
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⑧ 将来コストの予測 

市民センター・公民館全 15 施設をこのままの規模で使用していく場合、今後、六

会市民センター・公民館や善行市民センター・公民館、藤沢公民館、村岡公民館など

は老朽化に伴う建替えや大規模改修等、施設整備にかかるコストが必要となります。 

それ以外の施設に関しても、今後順次大規模改修が必要となり、そのコストについ

ても確保する必要が生じます。 

 

 

 

 

 

図 将来コストの予測 
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⑨ 問題点・課題 

本市の市民センター・公民館の現状、課題等を整理すると、次のとおりになります。 

 

施設面 

 施設の老朽化が進行し、今後建替え・大規模改修を行う必要がある施設が４施設

ある。 

利用面 

 市民センターの利用は、窓口事業が中心となっている。 

 公民館の利用は、施設の貸出が中心となっており、公民館の主目的である主催事

業は全体利用の 11％程度となっている。また、主催事業は施設による大きな違

いはほとんどない。 

 市民図書室の利用は、貸出中心のサービス内容から考えると比較的多い利用であ

る。 

運営面 

 １施設当りの運営人員は、市民センターでは約 15 人、公民館では６人が従事し

ている。土日は、市民センターの証明書等の交付のために非常勤職員が全体で８

人配置されている。 

 市民センター、公民館とも施設の利用状況とは関係なく運営人員が一定数配置さ

れている。 

コスト面 

 市民センター全体では、年間約 25.0 億円のコストが必要。そのうち、施設にか

かるコスト約 2.7 億円（その他減価償却相当額約 3.0 億円）、事業運営にかかる

コストは、市民センター事業費約 15.3 億円、公民館事業費約 4.0 億円となって

いる。 

 市民センターの窓口事業・市民活動支援事業は、90％以上が人件費となっており、

施設による差はほとんどない。 

 市民センターの地域環境整備は、事業費が中心となっており、地域の特性や整備

状況などから施設により差がある。 

 公民館の事業運営にかかるコストはほとんどが主催事業にかかるコストである。

また、事業運営にかかるコストの約 80％は人件費となっている。 

改善の方向性 

 老朽化している４施設については、建替え・大規模改修等の検討が必要である。 

 市民センター・公民館とも利用状況に応じた任用形態も含め人員構成・人員配置

の検討を行っていく必要がある。 

 公民館については、ニーズに適応した柔軟な利用ができるよう公民館機能の見直

しを行っていく必要がある。 

 市民センターの特定業務を数地区で一括で対応することや、公民館の貸出業務等

の外部委託化など、運営面の効率化について幅広い議論をする必要がある。 
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（２） 図書館                                          

 ① 概要 

本市では、図書館機能として市民 10 万人に１図書館を設置方針として、市内に４

つの市民図書館を設置しています。 

本市では図書館サービス網の中心として総合市民図書館を位置付け、総合市民図書

館の各分館として南市民図書館・辻堂市民図書館・湘南大庭市民図書館の地域図書館

を設置し、各地域の拠点施設として地域住民に図書館サービスを提供しています。総

合市民図書館は、市の図書館サービス網の中心機能を持つばかりではなく、湘南台・

善行・六会・長後地域の分館としての機能も兼ねています。南市民図書館のサービス

エリアは、藤沢・鵠沼・片瀬・村岡地域、辻堂市民図書館のサービスエリアは、辻堂・

明治地域、湘南大庭市民図書館のサービスエリアは、湘南大庭・遠藤・御所見地域と

なっています。 

また、市民図書室は、地域対応の図書館機能として９市民センター及び２公民館の

施設内に地域住民に密着した図書館サービスを展開できるよう配置しています。 

１）施設一覧 

各市民図書館及び市民図書室（11 施設）について、施設概要及び事業内容を整理し

ました。 

市民図書館のうち、総合市民図書館では他の地域市民図書館で行っていない図書館

ネットワーク事業を行っています。また、主催事業として市民図書館４館ではおはな

し会・映画会・講演会を行っていますが、市民図書室ではそのうちおはなし会のみを

開催しています。 

■市民図書館 

 

 

 

 

 

 

 

■市民図書室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書資料及
び視聴覚資
料の貸出し

等

レファレン
ス・相談業

務

障害者・高
齢者への
サービス

図書館報等
情報提供

図書館
ネットワー
クの維持･
管理

おはなし
会

講習会・
映画会

① 総合市民図書館 4,698 藤沢市湘南台７－１８－２ 1986 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 南市民図書館 1,371 藤沢市鵠沼東８－２ 1963 ○ ○ ○ ○ ○ ○

③ 辻堂市民図書館 1,652 藤沢市辻堂２－１５－８ 1993 ○ ○ ○ ○ ○ ○

④ 湘南大庭市民図書館 2,097 藤沢市大庭５４０６－４ 1999 ○ ○ ○ ○ ○ ○

施設名称

図書館事業

地
域
市
民
図
書
館

主催事業
建物

延床面積
（㎡）

所在地
建築年度

（年）

図書資料及
び視聴覚資
料の貸出し

等

レファレン
ス・相談業

務

障害者・高
齢者への
サービス

図書館報等
情報提供

図書館
ネットワー
クの維持･
管理

おはなし
会

講習会・
映画会

1
片瀬市民図書室
（片瀬市民センター内）

67 藤沢市片瀬３－９－６ 1987 ○ ○

2
鵠沼市民図書室
（鵠沼市民センター内）

109 藤沢市鵠沼海岸２－１０－３４ 1981 ○ ○

3
辻堂市民図書室
（辻堂市民センター内）

82 藤沢市辻堂東海岸１－１－４１ 1978 ○ ○

4
明治市民図書室
（明治市民センター内）

109 藤沢市辻堂新町１－１１－２３ 2006 ○ ○

5
村岡市民図書室
（村岡公民館内）

83 藤沢市弥勒寺１－７－７ 1966 ○ ○

6
藤沢市民図書室
（藤沢公民館内）

86 藤沢市藤沢１－９－１７ 1964 ○ ○

7
善行市民図書室
（善行市民センター内）

110 藤沢市善行１－２－３ 1974 ○ ○

8
六会市民図書室
（六会市民センター内）

106 藤沢市亀井野４－８－１ 1970 ○ ○

9
長後市民図書室
（長後市民センター内）

182 藤沢市長後５１３ 1995 ○ ○

10
遠藤市民図書室
（遠藤市民センター内）

97 藤沢市遠藤２９８４－３ 2004 ○ ○

11
御所見市民図書室
（御所見市民センター内）

81 藤沢市打戻１９２６ 1972 ○ ○

施設名称

図書館事業 主催事業

建物延床
面積（㎡）

所在地
建築年度

（年）
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図 図書館配置図 

※人口は 2007 年度時点 
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２）設置目的 

図書館は、図書、記録その他必要な資料を収集・整理・保有して、一般市民の利用

に供すること及び市民の教養、調査研究、レクリエーション等に資することを目的と

して設置しています。 

 

３）事業内容 

■図書館事業 

図書館では、図書事業として、図書資料及び視聴覚資料の収集・整理・貸出、レフ

ァレンス・相談業務を中心に行っているほか、総合市民図書館を中心とする広域対応

の「市民図書館｣と地域対応の｢市民図書室｣を配本車で結ぶサービスの提供を行ってい

ます。 

また、図書館に来館することが困難な障害者や高齢者に対しては、宅配サービスを

行うほか、より充実した図書館サービスを提供するため、神奈川県立図書館・市内３

大学（慶応大学・日本大学・湘南工科大学）など、他の図書館との連携強化（コンピ

ューターネットワークシステムの構築）を図っています。 

 

  

 

 

■主催事業 

市民図書館では、主催事業として、館内の共用スペースを利用したおはなし会・映

画会や講演会などを開催しています。市民図書室では、おはなし会を開催しています。 

その他、市民団体等に会議室・ホール・視聴覚諸室の貸出を行っています。 

 

 

 

 

 

４）運営時間 

■運営時間 

 

 

 

 

 

  ■運営日数 

   年間 ２９８ 日（2006 年度（H18 年度）） 

 

 

 

１おはなし会の開催
２講演会・映画会等の開催
３会議室・ホール等の貸出（主催事業を行っていない時間）

１図書・視聴覚資料の収集・整理・貸出業務
２レファレンス・相談業務
３宅配サービス
４図書館報等の情報提供
５図書館ネットワークの維持管理【総合市民図書館のみ】

業
務
内
容

総合市民図書館
地域市民図書館

（３館）
市民図書室

（11室）

通常

火・金

第２・第４ 水曜 毎週月曜日 毎週月曜日

10：00～1700

休館日

運営時間
9：00～17：00

9：00～19：00
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 ② 建物状況 

１）スペース構成 

本市の図書館機能の規模は、総合市民図書館が 4,698 ㎡で最も広く、他の地域市民

図書館３館は 1,284 ㎡～2,022 ㎡です。市民図書室は１施設当り約 100 ㎡と小規模

な施設です。 

保有する機能（スペース）は閲覧スペース、書庫（開架書庫、閉架書庫、特別書庫）、

その他諸室（視聴覚スペース、調査研究室、会議室）、ホール、事務スペース、共用ス

ペース（通路、トイレ、機械室等）の６つです。 

中央機能をもつ総合市民図書館は、地域市民図書館に比べ書庫スペースが広くなっ

ています。また、その他諸室では「調査研究室」、事務スペースでは「受入整理・配送

スペース」が、地域市民図書館にない独自のスペースとなっています。 

地域市民図書館３館は書庫が中心であり、その他諸室として、視聴覚スペース、会

議室、ホール（辻堂市民図書室のみ）があります。そのうち、南市民図書館は閉架書

庫を有している点が他の市民図書館との比較で特徴となっています。 

地域市民図書館のスペース構成は、３館ともほぼ同じスペース構成となっています

が、一番新しい湘南大庭市民図書館（1999 年竣工）では他の地域市民図書館に比べ

比較的閲覧スペースが広くなっており、全体の 14％を占めています。その他市民図書

館の閲覧スペースは全体の 2～4％程度です。 

市民図書室は、各市民センター・公民館の中にあり、１施設当り約 100 ㎡と小規模

な施設です。スペース構成は、「開架書庫」「貸出・返却窓口」で、ほとんどが開架書

庫であり、閲覧スペースはほとんど有していません。 

図 施設別スペース構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 施設別市民図書室面積 

 

 

 

①片瀬
市民図書室

②鵠沼
市民図書室

③辻堂
市民図書室

④明治
市民図書室

⑤村岡
市民図書室

⑥藤沢
市民図書室

⑦善行
市民図書室

⑧六会
市民図書室

⑨長後
市民図書室

67 109 82 109 83 86 110 106 182

⑩遠藤
市民図書室

⑪御所見
市民図書室

合計
（㎡）

97 81 1,112

1,284㎡

1,652㎡

2,022㎡

閲覧スペース
45㎡（3.5％）

（㎡）

調査研究室（38席）
閲覧スペース
54席（113㎡）（2.4％）

開架書庫 1,349㎡（29％）

567㎡（44％）

書 庫

閲覧席22席

総合市民図書館

南市民図書館

辻堂市民図書館

湘南大庭市民図書館

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000

閉架書庫

視聴覚スペース

ホール会議室等

閉架書庫

4,698㎡

663㎡（40％）

閲覧席36席
290㎡（14％）

他の３館に比べ閲覧スペースが比較的大きい。

特別書庫

受入整理・搬送室

事務スペース

326㎡
（16％）

共用スペース
（通路、トイレ、機械室等）

視聴覚

総合市民図書館のみ
にある機能（スペース）

地域市民図書館はスペース構成
（持っている機能）がほぼ同じ

（中央機能）

（地域市民図書館）

その他諸室

会議室

会議室

会議室

ホール

その他諸室

188
㎡

137
㎡

161
㎡

261㎡
（5.6％）521㎡

113
㎡

55
㎡

89
㎡

141
㎡

101
㎡

99
㎡

110
㎡

視聴覚

133
㎡

514㎡

書 庫

書 庫

書 庫
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年度 書館蔵書数

0 100 200 300 400 500 600
（千件）

53.8万件
市民図書館4館
合計の45％

32万件（67％）

レコード（7千件）

読書会テキスト

特別コレクション

6.8万件
（14％）

19.3万件

3.8万件（7％）

50.0万件（92％）

17.0万件（88％）

10.8万件（63％）
3.5万件
（21％）

2.3万件（12％）

16.8万件（92％）
1.6万件（8％）

11万件（66％）
3.5万件
（21％）

24.7万件（90％）

2.9万件（10％）

14.2万件（57％） 3.2万件
（13％）

20.2万件（100％）

11万件（54％） 9.2万件（46％）

図書資料

視聴覚
資料

一般書

児童書

18.4万件

27.6万件

20.2万件

新聞
雑誌

ヤングアダルト
（中高生向け）

ｶｾｯﾄ
CD

団体貸出

4.8万件
（17％）

地域
資料

（11室合計）

総合市民図書館

南市民図書館

辻堂市民図書館

湘南大庭
市民図書館

市民図書室

（千件）

蔵書数
合計 １３９万２，２８０件

２）蔵書数 

2006 年度（H18 年度）の市民図書館・市民図書室の総資料数は、139 万 2,280

件で、そのうち総合市民図書館が約 53.8 万件（全体の 38.6％）、３地域市民図書館

が合わせて約 65.3 万件、市民図書室が 11 施設合わせて約 20.2 万件となっています。 

資料の内訳は、新聞・雑誌を除く図書資料が約 123.0 万件（88.3％）、新聞・雑誌

が約 5.6 万件（4.0％）、視聴覚資料が約 10.6 万件（7.7％）となっています。 

蔵書の構成は、３地域市民図書館ともほぼ同様で、一般書が全体の過半を占め、児

童書が約 16％、ヤングアダルト図書（中高生向き）が約４％、地域資料が約５％とな

っています。そのうち、湘南大庭市民図書館では、「特別コレクション（藤沢市に縁が

ある著名人の文庫・姉妹都市マイアミからの寄贈文庫）」を約4.8万件収蔵しています。 

視聴覚資料は、市民図書館４館が収蔵しており、総合市民図書館が多種の記録媒体

で最も多く収蔵しています。また、南市民図書館ではレコードを収蔵しています。 

市民図書室は、一般図書と児童書のみを収蔵しており、児童図書が蔵書の約半分を

占めています。 

表 施設別蔵書数（2006 年度）                               （件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設別蔵書数（2006 年度） 

南市民図書館
辻堂市民図書

館
湘南大庭市
民図書館

一般書 320,464 107,918 110,367 141,539 680,288 109,596 789,884
児童書 68,326 35,207 35,128 32,067 170,728 92,026 262,754

ヤングアダルト 13,677 8,096 12,251 12,535 46,559 46,559
地域資料 35,424 7,586 5,028 6,401 54,439 54,439

特別コレクション 47,791 47,791 47,791
読書テキスト 8,060 8,060 8,060
新聞・雑誌 32,782 11,305 5,480 6,444 56,011 56,011
団体貸出 20,863 20,863 20,863

図書資料合計 499,596 170,112 168,254 246,777 1,084,739 201,622 1,286,361
ＣＤ 28,606 14,630 13,761 27,058 84,055 84,055

ｶｾｯﾄ 2,748 895 473 449 4,565 4,565
レコード 6,688 6,688 6,688
ビデオ 4,234 552 1,298 1,200 7,284 7,284
ＤＶＤ 198 108 90 172 568 568

その他 2,759 2,759 2,759
視聴覚資料合計 38,545 22,873 15,622 28,879 105,919 105,919

538,141 192,985 183,876 275,656 1,190,658 201,622 1,392,280

市民図書
室

地域市民図書館
総計

総合市民図書
館

市民図書館
４館合計

図
書
資
料

視
聴
覚
資
料

合計
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３）建物総合評価 

市民図書館４施設の建物としての評価結果について次のように整理、分析しました。 

パターン①の南市民図書館は、築後 44 年を経過しており、建物の老朽化が進行し

ているため、今後建替えや大規模改修の検討を行う必要がある。 

また、パターン②の総合市民図書館は、築 20 年以上を経過しており、今後 10 年～

20 年の間に施設の大規模改修が必要な時期を迎える。 

辻堂市民図書館、湘南大庭市民図書館は、問題はないが、辻堂市民図書館は他の施

設と比べ、維持管理費が割高となっている。今後、詳細に維持管理費を把握し、改善

等が必要な場合は、維持管理費の最適化を図っていく必要がある。 

評

価

該
当
施
設

パターン ②

・今は問題ない
⇒今後10～20年間で大規模

改修が必要です

・総合市民図書館 （1986年築） ・辻堂市民図書館

（1993年築）

パターン ③

問題がない施設

・湘南大庭市民図書館

（1999年築）

パターン ①

・老朽化が進行している
⇒今後、建替えや大規模改修の

検討が必要です

・南市民図書館 （1963年築）

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

老朽化 今後、老朽化

維持管理費の改善の可能性
がある施設

以上の４施設のうち、以下の1施設は
他の施設と比べ、維持管理費が割高
になっています。

原因
・設備の老朽化による光熱水費等の

非効率性
・建物の形状等による非効率性

等

・辻堂市民図書館
（1993年築）

（全４施設のうち１施設）
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③ 利用状況 

  ■分析内容 

図書館の利用状況については、主に貸出件数・貸出者数を「１）図書館事業」「２）

主催事業」別に整理・分析しました。 

 

 

 

 

 

 

 １）図書館事業 

  ■貸出件数・貸出者数 

2006 年度（H18 年度）の市民図書館及び市民図書室の年間の貸出件数は、393 万

7,244 件で、そのうち、総合市民図書館は約 94.7 万件、地域市民図書館は１館当り

約 75.2 万件（３館合わせて約 225.7 万件）、市民図書室は 11 施設合わせて約 73.3

万件（１施設当り約 6.7 万件）となっています。 

市民図書館１館１日当りの貸出件数は、２千～３千件です。総合市民図書館の貸出

件数は、他の地域市民図書館と比較して蔵書数に対する貸出件数の割合は高くありま

せんが、これは総合市民図書館の設置目的が貸出だけでなく、中央機能として本市の

図書資料の収蔵等の役割をもっていることによります。 

また、辻堂市民図書館では藤沢市民以外の利用が多く、辻堂市民図書館全体の約

37％にあたる約 27 万件が茅ヶ崎市民等の利用となっています。 

市民図書館及び市民図書室における年間の貸出者数は、141 万 8,456 人で、市民

一人当り１年間に平均３回程度、図書館で資料を借りていることになります。 

その内訳は、総合市民図書館は約 36.7 万人、地域市民図書館は１館当り約 27.7 万

人（３館合わせて約 83.2 万人）、市民図書室は 11 施設合わせて約 22.0 万人（１施

設当り約 2 万人）となっています。 

年間貸出件数は約 393.8 万件ですので、１人が貸出１回当りに借りる資料は約 2.8

件となっています。 

対象人口別に市民図書館及び市民図書室の１人当り年間利用回数をみると、0.6 回～

4.6 回で、施設により差があり、特に湘南大庭市民図書館の利用回数が多くなっていま

す。市民図書室では約 0.6 回と１年に１回に満たない利用状況となっています。 

 

■平日/土日の利用状況 

平日、土日の１日当りの貸出数は、１施設当り平日は平均 2,212 件、土日は平均

3,605 件となっており、土日は平日の約 1.6 倍利用されています。 

施設別では、全施設土日利用が多くなっていますが、貸出利用の多い総合市民図書

館と湘南大庭市民図書館は他の市民図書館に比べ、土日の利用が多くなっています。 

今後、より利用ニーズを的確に把握するためには、土日・平日の利用属性（年齢・

職業・時間帯等）をより詳細に把握する必要があります。 

図 書 館

事業名 内 容

■

■

■

■ 全体／施設別
■ 平日／土日別
■ 貸出者数と来館者数の関係

■ 全体／施設別
■ 主なレファレンス内容

■ 全体／施設別
■ 推移

貸出件数／
貸出者数

レファレンス件数

開催回数／
参加者数

１）

図書館

事業

２）
主催
事業

項 目
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図 図書館の貸出状況（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 施設別貸出者数・貸出件数（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 平日・土日 施設別 1 日当り利用者数・利用件数（2006 年度） 

 

 

 

地域市民図書館
（57％）

総合市民図書館
（24％）

市全体

３９３.７万件

平均3.5回

１人当り年間利用回数

（141.9万人÷40.2万人）

市民図書室
（11室合計）

（19％）

（１施設当り6.7万件
2.0万人）

１人当り
貸出件数

１４１.９万人

９４．７万件

３６．７万人

２２５．７万件

８３．２万人

７３．３万件

２２．０万人

2.8件

2.6件

2.7件

3.3件

１人当り
貸出件数
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南
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湘南大庭
市民図書館

市民図書室

平日平均
817人/日

（人）

土日平均
1,264人/日

2.8件

2.8件

3.2件

2.4件

4,363件

1,576人

2,121件

816人

3,123件

1,118人

2,420件

897人

4,335件

1,365人

2,562件

1,052人 2.6件
2,600件

997人

1,745件

720人

354

222
178
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21 96
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50
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200
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400

（千人）

１日当り

１人当り利用回数
（年間貸出者数÷管轄人口）

人1,231 815 919 1,057
737

（1施設当り67人）

2.6 1.6 2.8 4.6 0.6

総合市民
図書館

南市民
図書館

辻堂市民
図書館

湘南大庭市民
図書館
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733千件
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人 人 人
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回

１日当り 3,179 2,037 2,464 3,075
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（1施設当り223件）
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2.5件
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  ■貸出件数の推移 

市民図書館４館の図書資料の貸出件数の推移は、2002 年度（H14 年度）約 330 万

件から 2006 年度（H18 年度）約 320 万件と、５年間で約 10 万件、約３％減少して

います。 

施設別では、南市民図書館は微増となっています。 

市民図書室の利用件数は、2002 年度約 77.6 万件から５年間で約 4 万件、約６％

減少しています。 

図 貸出件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （参考）利用対象について（利用者アンケートより） 

 

 
市民図書館４館の利用属性をみると、主に会社員（25％）、主婦（25％）の利用が

多くなっています。特に総合市民図書館は、他の市民図書館に比べ会社員の利用が多

くなっています。利用者年代をみると、市民図書館全体では 60 代の利用が多く、少

ない年代は、中学生以下・10 代（中学生を除く）・80 代となります。 

一方、市民図書室 11 施設の利用属性は、主に主婦の利用が 48％と大半を占め、会

社員利用は 17％程度にとどまっています。利用者年代別にみると、30 代が 25％と一

番多く、続いて 60 代、40 代となっています。逆に少ない年代は市民図書館と同じく、

中学生以下・10 代（中学生を除く）・80 代となります。 
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  ■貸出者数と来館者数の関係 

貸出者数と来館者数の関係を、ブックディテクションシステムを導入している湘南

大庭市民図書館の利用状況でみると、貸出者数が約 31.5 万人であるのに対して来館者

数は約 45.0 万人となっています。つまり約 13.5 万人の方が図書等を借りる以外にも

勉強や仕事等の座席利用や館内での閲覧など、貸出し以外の目的で来館していること

になります。貸出以外の利用としては、具体的にはテスト勉強、新聞・雑誌の閲覧、

仕事の調べ物などで利用していることが利用者アンケートより分かっています。利用

者アンケートでは、これらのためのスペースの充実（スペースの確保・パソコン環境

の整備等施設の充実）を求める回答も多くあり、今後の図書館スペースのあり方を考

える上で一つの検討事項となります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 貸出者数と来館者数の関係（湘南大庭市民図書館） 
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・ 社会人の資格試験勉強や調べもの 等
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来館者の３０％の人が来館者の３０％の人が
貸出以外の目的で貸出以外の目的で
図書館を利用している。図書館を利用している。

ほとんどが、滞在型の利用
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■レファレンス件数 

図書館利用の中で、資料や主催事業の案内・検索の相談や参考資料等によるレファ

レンス（調査研究補助）利用は、全図書館合計で年間２万 2,842 件です。 

施設別では、3,041 件（南市民図書館）～9,018 件（湘南大庭市民図書館）で、１

日当りでは、10 件～30 件となっています。最も多い湘南大庭市民図書館（30 件）

では、１日の来館者数1,510人のうち約２％がレファレンスを利用しています。また、

調査研究室をもつ総合市民図書館より湘南大庭図書館の方の利用が多い状況にありま

す。 

湘南大庭市民図書館での利用内訳をみてみると、参考資料等によるレファレンス件

数が年間 161 件（約 2％）であり、ほとんどが資料や主催事業の案内・検索件数とな

っています。 

その他のレファレンスの内容は、地域の歴史や地誌に関すること、学校・大学の課

題のサポート、趣味等のサポート相談などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

表 施設別レファレンス件数及び相談内容（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合市民図書館 南市民図書館 辻堂市民図書館 湘南大庭市民図書館
市民図書館

合計

資料の案内・検索等件数

　・蔵書検索
　・読書案内
　・おはなし会等事業案内

4,808件 8,857件

参考資料等
によるレファレンス件数

　・テーマに基づく調査研究
　・課題解決

48件 161件

１日当り件数 19.9件　　 10.2件　　 16.3件　　 30.3件　　 76.7件

※総合市民図書館と南市民図書館は案内・検索件数内にレファレンス件数を含んでいます。

5,927件 3,041件 22,842件

（99％） （98％）
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２）主催事業 

2006 年度（H18 年度）の主催事業の年間開催回数及び参加者数は、合わせて 1,074

回・２万 3,927 人で、１回当り平均 22 人が参加しています。 

内訳は、おはなし会 762 回・1 万 3,683 人（うち、市民図書室 459 回（60％）・

7,199 人（53％））、映画会 306 回・1 万 73 人、講演会 6 回 171 人となっていま

すが、市民図書室ではおはなし会のみ開催しています。 

施設別では、総合市民図書館・辻堂市民図書館はともに約 220 回で、２館で主催事

業全体の約 42％を開催しており、南市民図書館・湘南大庭市民図書館はともに 80 回

程度となっています。 

おはなし会の開催回数は、2001 年度（H13 年度）から６年間で 80 回増加していま

すが、参加者は 814 人減少しています。 

  
 

 

 

 

 

 

図 施設別主催事業開催回数及び参加者数（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 おはなし会開催回数及び参加者数の推移 
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④ 運営状況 

運営状況の実態について、「勤務体制」「運営人員及び業務内容」「組織構成」の３つ

の項目で整理・分析しました。 

 

 １）勤務体制 

総合市民図書館は多様な職種の職員と勤務体制により運営を行っています。 

火曜日と金曜日は夜間開館を行っており、火曜日は、職員、専門業務員、非常勤職

員、臨時職員、パート職員合わせて５０人体制でサービスを行っています。また、金

曜日は、職員と専門業務員は半数で、パート職員を増員してサービスを行っています。 

水曜日、木曜日は通常の開館日で３８人～３９体制をとっています。 

土日は、2９人～３１人体制で行っており、平日と比べ、職員、専門業務員は半数で、

パート職員を増員してサービスを行っています。 

地域市民図書館の平日は、計 9 人～16 人、土日は 11 人～15 人で、平日と土日の

勤務体制は、ほぼ同様となっていますが、総合市民図書館と同様、職員、専門業務員

は半数で、パート職員を増員してサービスを行っています。 

火曜、金曜は 19 時まで運営しているため、ローテーションで時差出勤（職員は 10

時 15 分～19 時、専門業務員は 10 時 30 分～19 時）体制をとっています。 

 

 

 

図 勤務体制 
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 ２）運営人員及び業務内容 

図書館の運営人員は、延べ 590.5 人です。 

その内訳は、司書を含む職員が 41 人、専門業務員（担当業務を持ち、正職員とほ

ぼ同等の業務を行う非常勤職員）が 19 人、非常勤職員（月 10 日勤務）135 人、パ

ート・アルバイトが 24.5 人、ボランティアが 370 人となっています。 

市民図書館では、職員及び専門業務員が 60 人、市民図書室は全て非常勤職員（月

10 日勤務）という体制でサービスを行っています。 

施設別では、職員及び専門業務員は、総合市民図書館 32 人、南市民図書館９人、

辻堂市民図書館９人、湘南大庭市民図書館 10 人で、市民図書室は非常勤職員が１施

設当り 6 人となっています。 

図書館司書の配置状況は、市民図書館に合計 36 人、市民図書室に 29 人となってい

ます。 

総合市民図書館は、「市民図書室の運営・管理」「視聴覚機器の貸出」「調査研究室の

運営・管理」「各業務担当間の調整、共通事務のとりまとめ」など、中央機能として他

の市民図書館にない独自の業務を行っています。 

また、館内サービスは、職員及び専門業務員の他に非常勤職員（月 10 日勤務）、パ

ート・アルバイト、ボランティアという体制でサービスを行っています。 

表 運営人員（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人）

総合市民
図書館

南市民
図書館

辻堂市民
図書館

湘南大庭市
民図書館

市民図書館4
館合計

市民図書室
11室

合計

職員（司書） 9（2） 3（2） 3（0） 3（1） 18（5） 18（5）

合計（司書） 9（2） 3（2） 3（0） 3（1） 18（5） 18（5）

職員（司書） 3（0） 3（0） 3（0）

専門業務員（司書） 1（1） 1（1） 1（1）

合計(司書） 4（1） 4（1） 4（1）

非常勤職員〔月10日〕（司書） 8（0） 8（0） 66（29） 74（29）

職員（司書） ７（5） 2（1） 2（1） 3（1） 14（8） 14（8）

専門業務員（司書） 7（5） 2（2） 2（2） 3（3） 14（12） 14（12）

合計(司書） 14（10） 4（3） 4（3） 6（4） 28（20） 28（20）

非常勤職員〔月10日〕（司書） 28（18） 9（4） 12（4） 13（3） 62(29) 62(29)

パート・アルバイト 7 4.5 6 7 24.5 24.5

ボランティア 294 294 294

職員（司書） 3（3） 1（1） 1（1） 1（1） 6(6) 6(6)

専門業務員（司書） 2（2） 1（1） 1（1） 4(4) 4(4)

合計（司書） 5（5） 2（2） 2（2） 1（1） 10(10) 10(10)

ボランティア 23 23 23

職員（司書） 0 0

合計（司書） 0（0） 0（0）

ボランティア 26 27 53 53

32(18) 9（7） 9（5） 10（6） 60（36） 0 60（36）合計（司書合計）

事務職員

館内サービス

児童サービス

その他

地域サービス

管理事務業務 管理事務業務 ３人

担当間の調整、共通事務のとりまとめ 

地域サービス 市民図書室運営・管理 ４人

カウンター業務 カウンター業務 

予約業務 予約業務 

資料収集・整理 資料収集・整理 

回送受入等内部処理業務 回送受入等内部処理業務 

書架整理業務 書架整理業務 

視聴覚業務 視聴覚業務 

参考調査業務 参考調査業務 

視聴覚機器の貸出 

調査研究室の運営・管理 

担当間の調整、共通事務のとりまとめ 

児童サービス業務 児童サービス業務 １～２人

担当間の調整、共通事務のとりまとめ 

32人 9～10人

４～６
人

事務・庶務

館内
サービス

合計

１４人

５人
児童

サービス

業
務
内
容

総合市民図書館 他の市民図書館（３館）

９人

総合市民図書館のみで行っている業務



 70

 

 ３）組織構成 

現状の組織構成は、総合市民図書館の館長（１人）の下に３地域市民図書館の各館

長（各１人）と主幹（１人）を配置しています。また、各地域市民図書館には館長補

佐、総合市民図書館には主幹補佐、各サービス担当職員という体制で図書館の運営を

行っています。 

市民図書室は、総合市民図書館の地域サービス担当職員が管轄しています。 

 

 

 

図 2006 年度藤沢市図書館組織構成 
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⑤ コスト状況 

１）トータルコストの整理・分析 

 2006 年度（Ｈ18 年度）の市民図書館４館及び市民図書室 11 施設の１年間にかか

るコストは、９億 9,685 万円です。 

その内訳は、事業運営にかかるコストは７億 2,131 万円（72％）、 

施設にかかるコストは２億 7,554 万円（28％）となっています。 

事業運営にかかるコストのうち、約 6.1 億円（85％）が図書館事業費であり、約

0.6 億円が主催事業費となっています。 

また、施設にかかるコスト約 2.8 億円のうち、建物に経常的にかかるコスト（各所

修繕費や光熱水費、建物管理委託費、賃借料）が約 1.5 億円、減価償却費が約 1.2 億

円であり、施設にかかるコストのほとんどが毎年経常的にかかるコストとなっていま

す。 

事業運営にかかるコスト約 7.2 億円のうち、人件費が約 5.4 億円(75%)、資料購入

費が約 0.6 億円（6.4％）となっています。 

また、建物建設時の市債の利息支払い（市債利息償還金）が約 0.5 億円あります。 

 ２）施設別トータルコスト 

施設別のトータルコストは、総合市民図書館が年間約 4.2 億円、地域市民図書館が

1.3 億円～1.9 億円、市民図書室が 11 施設合わせて約 1.0 億円となっています。 

総合市民図書館には、図書館全体にかかるコストである視聴覚事業費・子供読書活

動推進費・宅配サービス事業費・ネットワーク事業費の計約 0.5 億円が含まれていま

す。中央機能を持つ図書館であるため、市職員人件費等は他の地域市民図書館に比べ

３倍近いコストとなっています。 

地域市民図書館３館のコストはほぼ同じで、１館当りのトータルコストは平均約 1.5

億円となっています。 

地域市民図書館３館のコストの内訳は、図書事業費が 0.7 億円～0.9 億円、資料購

入費が１館当り約 0.1 億円と、各館とも同程度のコストとなっていますが、辻堂市民

図書館には建設時の市債利息の償還金が約 0.4 億円かかっています。 

市民図書室は、11 施設合わせて年間トータルコストが約 1.0 億円で、地域市民図書

館１館分を下回るコストとなっています。 

図 市民図書館、市民図書室全施設トータルコスト（2006 年度） 
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３）宅配ｻｰﾋﾞｽ事業75万円

市債利息、負担金0.5億円

事業費 0.6億円
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表 市民図書館、市民図書室全施設の行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※職員人件費は職員数×平均給与（H18 年度）で算出 

※減価償却相当額は「藤沢市財産に関する調書明細書」評価額から定額法、耐用年数 50 年、残存価値ゼロとして算出 

※市民図書室の施設にかかるコストは、市民センターの施設にかかるコストを面積按分して算出 

 

 市民図書館、市民図書室施設別トータルコスト（2006 年度） 

 

 

（千円）

総合
市民図書館

南
市民図書館

辻堂
市民図書館

湘南大庭
市民図書館

市民図書館
４館合計

市民図書室 合計

2,571 1,128 958 1,714 6,370 22,882
0 0 0 0 0 0

14,437 3,982 6,825 6,237 31,482 31,482
32,459 7,483 17,901 16,850 74,692 74,692

0 0 1,320 0 1,320 1,320
7,633 4,840 5,274 5,367 23,114 23,114

354 0 0 0 354 354
57,453 17,433 32,277 30,169 137,332 16,511 153,844

人件費 219,357 64,188 67,564 78,344 429,454 61,679 491,132
資料購入費 23,017 9,623 10,627 10,461 53,727 10,123 63,851
図書館ネットワーク事業 45,188 0 0 0 45,188 0 45,188
図書館システムＩＴ化整備事業費 2,561 0 0 0 2,561 0 2,561
視聴覚事業 4,694 0 0 0 4,694 0 4,694
宅配サービス事業 752 0 0 0 752 0 752
子ども読書活動推進事業 2,807 0 0 0 2,807 0 2,807
図書館事業費計 298,377 73,811 78,192 88,805 539,184 71,802 610,986
人件費 12,522 12,838 13,513 13,661 52,533 0 52,533
その他物件費 3,834 1,490 1,697 1,823 8,844 0 8,844
主催事業費計 16,356 14,327 15,210 15,484 61,377 0 61,377

410 0 39,388 1,255 41,053 0 41,053
230 7,662 0 0 7,892 0 7,892

315,372 95,800 132,790 105,544 649,506 71,802 721,308

372,825 113,234 165,067 135,713 786,838 88,313 875,152

　【収益の部】
1,262 2,353 680 550 4,845 0 4,845

50,479 16,981 22,300 16,320 106,080 15,613 121,693

423,304 130,214 187,367 152,033 892,919 103,926 996,845

422,042 127,861 186,687 151,484 888,074 103,926 992,000
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　現金収支を伴うコスト　計
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ト
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市債利息償還金

　その他諸収入

Ⅰ．現金収支を伴うもの
　【コストの部】

各所修繕費
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光熱水費
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施
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に
か
か
る

コ
ス
ト

Ⅲ．総括
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16,511
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　減価償却相当額
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ト
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償還金 0.4

0.7
億円

（１１室）

1.6
億円

0.5
億円

0.5
億円

0.6
億円 非常勤

職員
人件費

減価償却
相当額

0.5
億円

0.1億円

資料購入費
0.2億円

非常勤職員
人件費

0.6
億円

0.1
億円

0.2 0.2
0.2

施設にかかるコスト
（市民センター按分）

0.6

3.2
億円

1.0
億円

1.3
億円

1.1
億円

7,114件 7,876件 7,394件

1万4,478点

3.0
億円

0.7
億円

0.8
億円

0.9
億円

5,405件

１室当り
491件
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 ３）資料購入費の推移 

2006 年度（H18 年度）のトータルコストのうち、資料購入費は約６％程度を占めて

おり、総合市民図書館は年間 2,302 万円、地域市民図書館は 962 万円（南市民図書

館）～1,063 万円（辻堂市民図書館）とほぼ変わりません。また、市民図書室は 11

図書室合わせて 1,012 万円と地域市民図書館１館分とほぼ同じとなっています。１図

書室当りでは年間 92 万円となっています。 

これまでの推移では、2002 年度（H14 年度）の約 8,600 万円と比べ、５年間で約

2,300 万円、27％減少しています。 

内訳では、一般書（ヤングアダルト図書含む）が約 2,900 万円と全体の 45％を占

めています。その他、新聞・雑誌・官報等が約 1,300 万円（21％）、児童図書、視聴

覚資料が各々約 500 万円となっています。 

2006 年度の資料購入数をみると、年間約 3.6 万件です。内訳は、一般書が約 1.7

万件、雑誌・新聞が約 1.4 万件、児童書が約 0.4 万件、視聴覚資料が約 0.1 万件です。 

一般書、児童書の資料購入数は、蔵書数の約 2.4%程度です。視聴覚資料は資料数の

1.3%程度となっています。 

 

 

図 資料購入費の推移 
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 ４）維持管理費の状況 

市民図書館全４館の建物維持管理費（光熱水費、建物管理委託費、各所修繕費）は、

2006 年度（H18 年度）１年間で１億 1,254 万円かかっています。 

その内訳は、建物管理委託費が7,469 万円（66％）、光熱水費が3,148万円（28％）、

各所修繕費が 547 万円（6％）となっています。 

また、2004 年度（H1６年度）以降、維持管理方法の変化によって、コスト構成が大

きく変化しました。 

各施設別では、1,259 万円（南市民図書館）～4,947 万円（総合市民図書館）とな

っており、これを費用毎に施設の床面積１㎡当りの単価でみると、辻堂市民図書館の

建物管理委託費が平均値より 40％以上高くなっています。辻堂市民図書館では、利用

者用駐車場が敷地外にあり、土曜日、日曜日、祝日や、夏休み等の繁忙期に警備員を

一人増員しているため、警備業務費用が高くなっていることが、その要因と考えられ

ます。 

 

図 市民図書館、市民図書室の維持管理費の推移 
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各所修繕費

市民図書室維持管理費
（市民センター按分）

110,468 107,983
114,650 114,671 112,545

（2006年度）

（年度）

●個別施設別維持管理費（2006年度）
（千円） （円/㎡）

光熱水費
建物管理
委託費

各所修繕費 光熱水費
建物管理
委託費

各所修繕費

1 総合市民図書館 4,698 14,437 32,459 2,571 49,466 3,073.1 6,909.0 547.1

2 南市民図書館 1,371 3,982 7,483 1,128 12,593 2,905.2 5,459.0 823.1

3 辻堂市民図書館 1,652 6,825 17,901 958 25,683 4,131.8 10,836.9 579.7

4 湘南大庭市民図書館 2,097 6,237 16,850 1,714 24,802 2,974.2 8,034.9 817.3

9,818 31,482 74,692 6,370 112,545 3,206.7 7,608.0 648.9

平均値より40％以上高
い施設

合　　　計　　

維持管理費 ㎡単価

施設名称
建物面積

（㎡）
合計

延床面積１㎡当りの平均値
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⑥ 評価・分析 

１）運営人員及びトータルコストによる評価・分析 

図書館運営人員のうち職員数の推移をみると、専門業務員制度を始めたため、2003

年度（H15 年度）54 人より 2006 年度（H18 年度）60 人と全体で６人増加している

一方、人件費の推移では減少しています。 

図書館のトータルコストは、2003 年度約 10.5 億円から 2006 年度約 8.8 億円と

４年間で約 1.7 億円減少していますが、これは、専門業務員の採用を始めたことによ

る図書事業の人件費の減少によるものです。 

 

図 市職員の推移とトータルコストの推移の関係 
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２）貸出１件当りにかかるコスト 

トータルコスト及び各施設の貸出件数より、貸出件数１件当りにかかるコストを求

めると、市民図書館及び市民図書室の１件当りにかかるコストは平均 253 円となりま

す。市民図書館４館の平均は 279 円、市民図書室 11 施設を合わせた平均は 142 円

であり、市民図書室は他の市民図書館に比べ低コストとなっています。 

施設別では、総合市民図書館が 447 円、南市民図書館が 215 円、辻堂市民図書館

が 255 円、湘南大庭市民図書館が 166 円となっています。総合市民図書館のコスト

は、他の地域図書館の３倍近くかかっていますが、地域市民図書館にない図書館の中

央機能を持っているため割高になっています。また、湘南大庭市民図書館は他の２地

域市民図書館とかかっているコストはほぼ同じですが、貸出件数が多いため低コスト

となっています。 

  

 

 

 

 

 

図 施設別貸出１件当りにかかるコスト（2006 年度） 
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⑦ 問題点・課題 

本市の図書館の現状、課題等を整理すると、次のとおりになります。 

 

 

施設面 

 市民図書館のスペース構成は、４館とも書庫中心で滞在できる閲覧スペースは

３％程度（一番広い湘南大庭市民図書館でも 14％程度）。総合市民図書館は、他

の地域図書館が保有していない「調査研究室」「受入整理・搬送室」といった中央

機能としてのスペースを保有している。 

 南市民図書館は施設の老朽化が進行し、今後建替え・大規模改修を行う必要があ

る。 

 

利用面  

 年間の貸出件数は約 393.7 万件、貸出者数は約 141.9 万人で、１日当りでは約

1.3 万件、約 0.5 万人の利用がある。 

 １施設当りでは、約 80 万件（１日 2,685 件）、約 30 万人（１日 1,007 人）

の利用がある。 

 主催事業（おはなし会・映画会・講演会）は、年間 1,074 回約 2.4 万人の利用

があり、開催回数は増加してるが、参加者数は年々減少している。 

 湘南大庭市民図書館では、来館者数の約 30％が滞在目的（雑誌の閲覧・試験勉

強等）で利用している。 

 

運営面 

 総合市民図書館は、地域市民図書館の３倍の人員が配置されている。 

 地域市民図書館は施設による人員配置の差はない。 

 

コスト面 

 トータルコストのうち、事業運営にかかるコストが約 72％を占めており、さら

にそのうち 75％が人件費となっている。 

 施設別では、総合市民図書館は図書館サービス網の中央機能のため人件費が地域

市民図書館の約３倍であり、さらに全体にかかるコストを負担しているため地域

市民図書館の３倍のコストがかかっている。 

 

改善の方向性 

 スペース構成、蔵書数、運営人員の構成・配置から、市民図書館では貸出中心の

サービスを行っているが、利用状況をみると利用目的が滞在型へ変化してきてお

り、利用ニーズに適応した図書館機能の見直し検討が必要となっている。 
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（３） 市民の家 

 ① 概要 

市民の家は、地域住民が自由に語らい、学び、そしてふれあう地域コミュニティ形

成の場として、40 ヶ所、延べ 7,981 ㎡（2008 年度 41 ヶ所）を、概ね小学校区単

位を目標に各地区に１～４施設設置しています。40 施設のうち、34 施設が木造で、

そのうち 31 施設が平屋建となっています。 

１施設当りの平均規模は約 190 ㎡で、施設の基本的なスペース構成は、概ね 80 人

程度のホール（集会室）、和室（一部洋室化を実施）３部屋、オープンスペース（予約

せず自由に利用できるスペース。1992 年（Ｈ4）から整備開始）、湯沸室、トイレ、倉

庫等で構成されています。 

■運営時間 

  9：00～21：00（時間区分 9：00～13：00、13：00～17：00、17：00～21：00） 

表 施設一覧及びスペース構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2007 年度現在） 

施設名称
建築年

度
構造

敷地面積
（㎡）

延べ面積
（㎡）

1 高倉市民の家 1976 木造 671 209

2 本鵠沼市民の家 1976 鉄骨造 561 164

3 片瀬山市民の家 1976 木造 485 198

4 辻堂南部市民の家 1976 木造 642 259

5 下土棚市民の家 1977 木造 799 172

6 片瀬浪合市民の家 1978 木造 199 152

7 羽鳥市民の家 1978 木造 502 195

8 江の島市民の家 1978 木造 145 161

9 鵠南市民の家 1979 鉄筋コンクリート造 250 130

10 村岡市民の家 1979 木造 666 195

11 藤沢石原谷市民の家 1979 木造 472 193

12 菖蒲沢市民の家 1980 木造 661 167

13 六会市民の家 1980 木造 746 197

14 大清水市民の家 1980 木造 661 169

15 辻堂市民の家 1981 木造 930 203

16 藤沢市民の家 1981 木造 354 137

17 長後滝山市民の家 1982 木造 1,064 199

18 川名通り町市民の家 1982 木造 621 174

19 立石市民の家 1984 木造 673 166

20 中里市民の家 1984 木造 690 168

21 遠藤市民の家 1985 木造 1,097 169

22 小栗塚市民の家 1985 木造 705 169

23 七ツ木市民の家 1986 木造 936 193

24 石川市民の家 1989 木造 594 171

25 駒寄市民の家 1992 木造 767 231

26 小糸市民の家 1994 木造 1,061 237

27 鵠沼藤が谷市民の家 1993 木造 587 229

28 大庭市民の家 1996 木造 679 248

29 滝の沢市民の家 1997 木造 721 233

30 辻堂東海岸市民の家 1998 木造 827 234

31 高谷市民の家 2000 木造 697 237

32 辻堂砂山市民の家 2002 鉄筋コンクリート造
辻堂砂山児
童館に含む

372

33 伊勢山市民の家 1989 鉄骨造 0 204

34 藤が岡市民の家 1976 鉄筋コンクリート造 0 240

35 善行乾塚市民の家 1986 木造 860 167

36 円行市民の家 1989 木造 922 180

37 用田市民の家 1987 木造 937 167

38 明治市民の家 1987 木造 480 168

39 大鋸市民の家 1988 木造 837 166

40
石川コミュニティセンター・
石川分館

2003 鉄骨造 2,479 359

26,980 7,981

16施設 9,619 2,979建築後25年以上経過している木造施設

合計

…借地 …民間施設を貸借

40035030025020015010050
（㎡）

事務室 和室 洋室

ホール
集会室

オープン
スペース

その他
（給湯室・トイレ等）

事務室
和室

洋室

ホール
集会室

オープン
スペース

その他
（給湯室・トイレ等）
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図 市民の家配置図 

 

※人口は 2007 年度時点 
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 ② 建物状況 

１）築年別整備状況 

市民の家は、1989 年（Ｈ元）までは年間 1～５施設を整備してきましたが、1992

年（Ｈ４）以降は年間１施設程度を整備しています。 

木造で築 25 年を経過し、老朽化が進行しており、今後建替え等の検討が必要な施

設が 16 施設 2,979 ㎡（約 37％）あります。さらに今後 20 年間で築 25 年を迎え

る木造施設は、18 施設 3,904 ㎡（約 49％）となっており、今後 20 年以内で全体

の約 86％にあたる 34 施設 6,883 ㎡の建替えの検討が必要になります。 

また、旧耐震基準で建設されたＲＣ造（鉄筋コンクリート造）の鵠南市民の家は早

急に耐震診断を行い必要であれば耐震安全性の確保を行う必要があります。 

 

 

図 市民の家全 40 施設の築年別整備状況 
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③ 利用状況 

■ 分析内容 

市民の家の利用状況について、利用件数・利用者数及び稼働率を利用目的別に整理・

分析しました。利用目的については、主に自治会等による地域利用・サークル利用・

一般利用の３つに分類しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 １）利用件数・利用者数 

全 40 施設の 2006 年度（Ｈ18 年度）年間の利用件数及び利用者数は、３万 3,856

件・36 万 5,385 人で、１件当り 6～１４人のグループ（平均 11 人）で利用されて

います。 

施設別の年間利用件数は、最少 161 件（石川市民の家）～最多 2,374 件（辻堂砂

山市民の家）で、平均では 846 件となっています。１日当りでは、最少 0.4 件～最多

6.6 件で、平均では 2.3 件となっており、１日当り１件未満の利用となっている施設

が６施設あり、そのうち下土棚市民の家・江の島市民の家は木造で築 25 年以上経過

しており、建替えの検討が必要となっています。 

  

２）稼働率 

市民の家の稼働率は、最少 3.7％（石川市民の家）～最多 55.1％（辻堂砂山市民の

家）で、平均では 21％となっています。稼働率が 10％未満の施設は７施設あります。

最少の石川市民の家は、石川コミュニティセンターが近隣にあることから利用が少な

いと考えられます。一方、辻堂砂山市民の家は 2002 年（Ｈ14）に設置され新しい施

設であること及び児童館が併設されているために利用が多いと考えられます。 

木造で築 25 年以上、かつ、平均稼働率 21％以下の施設は、40 施設中９施設あり

ます。 

利用目的別の市民の家の利用状況は、サークル利用が 2 万 2,260 件（約 66％）、

地域利用（自治会活動等）2,625 件（約８％）、一般利用 6,154 件（約 18％）、その

他利用 2,817 件（約８％）となっています。サークル利用が多いことから、市民の家

は特定の人に利用されているといえます。 

 

 ３）利用件数及び稼働率の推移 

１施設１日当りの利用件数は、2003 年度（Ｈ15 年度）844 件から 2006 年度（Ｈ

18 年度）846 件で推移しており、2005 年度（Ｈ17 年度）から料金徴収を開始した影

響はほとんどないといえます。 

市民の家

項 目 内 容

１）

２）

■ 利用目的別利用状況
利用件数／
利用者数

稼働率

・地域利用
・サークル利用
・一般利用

利用目的 ：
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 図 施設別利用稼働率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市民の家年間利用件数の推移 
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辻堂東海岸市民の家

辻堂砂山市民の家

本鵠沼市民の家

鵠南市民の家

鵠沼藤が谷市民の家

片瀬山市民の家

片瀬浪合市民の家

江の島市民の家

大清水市民の家

藤沢市民の家

伊勢山市民の家

藤が岡市民の家

大鋸市民の家

村岡市民の家

川名通り町市民の家

高谷市民の家

羽鳥市民の家

明治市民の家

駒寄市民の家

小糸市民の家

大庭市民の家

滝の沢市民の家

藤沢石原谷市民の家

立石市民の家

善行乾塚市民の家

六会市民の家

小栗塚市民の家

石川市民の家

石川ｺﾐｭﾆﾃィｾﾝﾀｰ・石川分
館

湘南台円行市民の家

高倉市民の家

下土棚市民の家

長後滝山市民の家

七ツ木市民の家

菖蒲沢市民の家

中里市民の家

用田市民の家

遠藤 遠藤市民の家

六
会
地
区

長
後
地
区

御
所
見

地
区

村
岡
地
区

明
治

地
区

湘
南
大
庭

地
区

善
行
地
区

辻
堂
地
区

鵠
沼
地
区

片
瀬
地
区

藤
沢
地
区

17.4％

15.2％

31.7％

55.1％

31.0％

10.3％

25.1％

36.6％

14.4％

5.6％

8.6％

43.6％

24.2％

38.7％

31.2％

21.9％

20.4％

22.9％

18.9％

18.6％

19.2％

31.1％

22.2％

22.9％

12.7％

5.7％

17.8％

21.7％

18.6％

3.7％

23.3％

25.5％

29.2％

7.4％

21.1％

19.5％

14.7％

7.6％

8.4％

17.5％

地域利用
（地域の自治会等
による利用）

一般利用（全体の８％）

サークル利用
（全体の67％）

平均稼働率 ２１％

1,000 2,000 3,000 4,000 5,000（件）

（地域住民の趣味等の活動による利用）

木造で築25年以上、かつ、平均稼働率（21％）以下

稼働率50％以上

木造で築25年以上、かつ、稼働率10％以下

赤字 木造で築25年以上の施設
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④ 運営状況 

運営人員については、市民の家には常勤者がおらず、各市民の家ごとに運営委員を

決めて運営を行っています。 

 

 １）運営方式 

市民の家は、利用する地域住民が自主的に管理運営する施設であり、2004 年度（Ｈ

16 年度）までは、地域団体や組織の代表者等で構成する各地域運営委員会に市が施設

の維持管理を委託していました。2005 年度（Ｈ17 年度）以降は、各市民の家運営委

員会の委員長を委員とする「藤沢市地域市民の家運営委員会連絡協議会」を指定管理

者として管理運営を委託しています。 

市は、各所修繕・老朽箇所修繕、光熱水費の支払い、警備、清掃、樹木管理の委託

等を行っています。一方、指定管理者は、市からの定額委託費１施設年間 20.5 万円と、

利用料収入（１施設当り平均 22 万円）を加えた年間約 42.5 万円で鍵の管理や日々の

施設点検・維持管理等、管理運営を行っています。 

これまでの個別委託時は、施設ごとに修繕など維持管理のレベルの違いが課題とな

っていましたが、指定管理者制度を導入したことにより統一されてきました。 

警備及び年に１度の清掃業務は、これまでどおり市が民間業者に委託して行ってい

ます。 

市民の家の利用方法については、鍵の管理も含め指定管理者制度導入による変化は

ほとんどなく、利用者は各自で各市民の家に備え付けの利用予定表で空き状況を確認

し申請を行い、運営委員から鍵を受け取り利用します。運営時間・運営日も指定管理

者制度導入による変化はありません。 

 

図 維持管理・運営方法及び運営状況の変化 

維
持
管
理
・
運
営
方
法

市

・各所修繕の実施

・老朽箇所修繕の実施

・光熱水費の支払い

・警備委託

・清掃委託

（年に１度の大掃除）

・樹木等の維持管理委託

【指定管理者制度】
それまで地方公共団体や外郭団体に限定していた公の施設の管理・運営
を、株式会社をはじめとした営利企業・財団法人・ＮＰＯ法人・市民グループ
など法人その他の団体に包括的に代行させることができる制度。

・鍵の管理

・日々の施設点検・維持管理

・利用方法等の受付

・利用日誌の管理

・料金徴収（2005年度より開始）

利
用
状
況

申し込み 市民の家の利用予定表に記入して申し込む。

利用時 鍵を受け取る・利用日誌をつける。
利用料を支払う。
戸締り及び清掃を行う。

利用料収入を運営費に活用

日々の施設点検・維持管理

レベルが全施設統一化

指定管理者制度導入
による変化

地域市民の家運営委員会
連絡協議会

（指定管理者）
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⑤ コスト状況 

１）トータルコストの整理・分析 

市民の家 40 施設の 2006 年度（Ｈ18 年度）トータルコストは、1 億 5,903 万円で

す。 

トータルコスト約 1.6 億円のうち、減価償却相当額（7,793 万円）を除いた市民の

家 40 施設にかかるコストは年間 8,111 万円で、１施設当り 203 万円となっていま

す。 

その内訳は、事業運営にかかるコストは 1,052 万円（約 13％） 

      施設にかかるコストは   7,059 万円（約 87％）となっています。 

施設にかかるコストのうち、光熱水費や各所修繕費、建物管理委託費、土地・建物

等賃料計 5,629 万円と事業運営にかかるコスト 1,052 万円の合計 6,681 万円が施

設を維持管理するのに経常的にかかるコストであり、年間コスト 8,111 万円の約

82％を占めています。 

施設別の行政コスト計算書をみると、全施設定額委託費として、建物管理委託費（清

掃、警備委託・樹木管理）を各施設 30.7 万円、指定管理料を 20.5 万円、その他物件

費（消耗品や傷害保険料など）を 4.3 万円の計 55.5 万円、40 施設合計では 2,220

万円（年間 8,111 万円の約 27％）が委託経費となっています。 

また、老朽箇所修繕は３施設で実施し、内装や外装の修繕、空調設備の更新等、老

朽化に対する修繕を行っています。（延べ 1,430 万円、１施設当り約 230 万円～650

万円） 

40 施設中 18 施設は築 22 年を経過し、耐用年数を経過しているため分析上、減価

償却相当額は勘案していません。 

 

 

 

 ■利用料金 

市民の家では、2005 年度（Ｈ17 年度）より施設の利用料金を徴収しています。 

9：00～13：00 まで、13：00～17：00 まで、17：00～21：00 までの一つ

の時間区分につき、ホール一室 300 円、ホール以外の施設（オープンスペースを除く）

一室 200 円となっています。 

2006 年度（Ｈ18 年度）利用料収入は、40 施設合わせて年間 871 万円で１施設当

り 22 万円です。これは、１年間の光熱水費分（1,068 万円）を下回る額となってい

ます。 
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図 主な市民の家の行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 全 40 施設のうち、「高倉市民の家」他９施設について抽出しています。 

 

※減価償却相当額は「藤沢市財産に関する調書明細書」評価額から定額法、耐用年数 50 年、残存価値ゼロとして算出 

 

 

 

図 市民の家全施設の年間トータルコスト（2006 年度） 
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 ２）コストの推移 

トータルコスト（減価償却相当額を除く）の推移をみると、2003 年度（H15 年度）

から 2005 年度（H17 年度）にかけて事業運営者へのコストを削減してきました。内

訳をみると、2004 年度（H16 年度）は、前年度より清掃委託費を削減しています。ま

た 2005 年度からは指定管理者制度を導入し、委託料を削減しました。その分、指定

管理者には利用者からの利用料収入を運営コストに充てられるようになっています。 

2006 年度（H18 年度）は各所修繕費や老朽箇所修繕費など施設の老朽化等に対する

修繕費が増加し、市が直接負担するコストが増加しています。 

2003 年度はトータルコスト約 1.6 億円のうち、委託者（市民の家運営管理委員会）

に管理運営委託料として 1,170 万円、１施設当り３０万円（39 施設）を支払ってい

ます。2006 年度は指定管理料として 820 万円、１施設当り 20.5 万円を支払ってい

ます。 

指定管理者制度への切替えに伴い、支出する管理運営委託料は 380 万円、１施設当

り 9.5 万円減少しました。 

清掃・警備委託料や樹木管理委託料については、指定管理者制度導入後も引き続き

市が直接支出しています。 

図 市民の家全施設の年間トータルコストの推移 
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３）維持管理費の状況 

市民の家全 40 施設の建物維持管理費（光熱水費、建物管理委託費、各所修繕費）

は 2006 年度（H18 年度）１年間で 3,234 万円（１施設当り約 81 万円）となってい

ます。内訳は、建物管理委託費が1,228 万円（38％）、光熱水費が1,067万円（33％）、

各所修繕費が 939 万円（29％）となっています。 

各施設別では、65 万円（鵠南市民の家）～192 万円（片瀬山市民の家）となって

おり、これを費用毎に施設の床面積１㎡当りの単価で見てみますと、平均値より 40％

以上高い施設が５施設あります。 

この５施設に関しては、さらに分析する必要がありますが、維持管理費の改善の可

能性があると考えられ、今後の検討事項の一つになると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全 40 施設のうち、平均値の 40％以上高い施設を抽出しています。 

●個別施設別維持管理費（2006年度）
（千円） （円/㎡）

光熱水費
建物管理
委託費

各所修繕費 光熱水費
建物管理
委託費

各所修繕費

3 片瀬山市民の家 198 401 293 1,010 1,704 2,029.6 1,482.9 5,109.9

17 藤沢市民の家 137 318 293 943 1,554 2,326.7 2,144.5 6,901.1

36 滝の沢市民の家 248 471 293 7 770 1,900.5 1,183.4 27.6

37 辻堂東海岸市民の家 234 442 293 0 735 1,887.1 1,251.0 0.0

39 辻堂砂山市民の家 372 0 1,128 55 1,183 0.0 3,033.3 147.9

　　計　　 7,996 10,672 12,276 9,391 32,339 1,334.7 1,535.3 1,174.5

平均値より40％以上高
い施設
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⑥ 評価・分析 

１）利用１件当りにかかるコスト 

市民の家利用１件当りにかかるコストは、最小 708 円（本鵠沼市民の家）～最大 2

万 5,254 円（石川市民の家）で、平均 4,251 円です。これに対して、現状の利用料

金徴収では、ホール 300 円またはホール以外 200 円であり、利用１件にかかるコス

トの５％程度が利用者負担になっています。 

トータルコストのうち、事業運営にかかるコストや施設の維持管理費（光熱水費、

各所修繕費、建物管理委託料）は、施設間でほとんど差がありません。また、施設に

よって土地や建物を賃借している場合や老朽箇所修繕等を行った場合、コストが高く

なっています。 

稼働率が低い施設の中でも建物や土地を賃借している施設もあります。特に江の島

市民の家や大清水市民の家、立石市民の家、石川市民の家の４施設は、土地や建物を

借りて施設を運営していますが、稼働率が 10％未満となっています。 

 

 

 

図 市民の家利用１件当りにかかるコスト 
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⑦ 将来コストの予測 

今回実態を把握した市民の家 40 施設と、2008 年度（H20 年度）に開設した鵠沼橘

市民の家を加えた 41 施設をこのままの規模、施設数、事業内容で今後 20 年間使用し

ていくと仮定した場合、現状トータルコスト以外に、木造施設等の老朽化に伴う建替

えや大規模改修等の費用が必要となります。 

現状のトータルコストは 86％が経常的経費であり、今後も必要なコストです。また、

現状のまま老朽箇所修繕費のみで施設を維持管理していくことは困難となり、建替え

や大規模改修など、今までにかかっていない莫大なコストが必要となると予測されま

す。 

また、この将来コスト以外に、現状賃借している土地の買い取りが必要な施設もあ

り、その場合はさらに将来コストがかかると予測されます。 

 

 

 

 

 

図 市民の家全施設の将来コストの予測 
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⑧ 問題点・課題 

本市の市民の家の現状、課題等を整理すると、次のとおりになります。 

 

施設面 

 40 施設中 34 施設が木造で、そのうち 31 施設が平屋建、さらにそのうち 16

施設が築 25 年以上経過し建替え時期を迎えている。さらに、今後 20 年で 34

施設 6,889 ㎡（全体の約 86％）が建替え時期を迎える。 

 施設のスペース構成は、全施設ほぼ同じ構成となっている。 

 

利用面 

 市民の家の年間利用可能コマ数は 16 万 2,627 コマであるが、年間利用件数は 3

万 3,856 件となっており、稼働率は 20.8％、施設別では 3.7％～55.1％とな

っている。市民の家の利用内容は、公民館の会議・集会機能とほぼ同じ利用がさ

れている。 

 10 人程度のグループによるサークル利用が全体の 65.7％を占めている。 

 

運営面 

 2005 年（H17）より指定管理者制度を導入し、「藤沢市地域市民の家運営委員

会連絡協議会」を指定管理者として管理運営を委託している。１施設当り 20.5

万円の指定管理料と利用料収入等を合わせた平均約 42 万円で運営を行っている。 

 

コスト面 

 全 40 施設で年間 1.6 億円（１施設当り 396 万円）のトータルコストがかかっ

ている。 

 利用料収入は１年間で 871 万円（１施設当り 21.8 万円）であるが、光熱水費

（1,067 万円）を補えるほどではない。 

 指定管理者制度導入により管理運営のために市から支出している費用は、2003

年度（H15 年度）より１施設当り 15 万円程度（37％）削減されている。 

 

改善の方向性 

 年間 396 万円がトータルコストであるにも関わらず、平均稼働率 20.8％と利用

が少ない状況である。さらに、施設の老朽化に伴い今後建替え費用等様々なコス

トが必要となる。今後、利用の低い施設については、利用の低い要因を分析し、

同じ利用がされている公民館も含めて地区内で横断的に機能の見直し等の幅広い

検討を行う必要がある。 
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（４） 小・中・特別支援学校 

 ① 概要 

本市には、小学校 35 校・中学校 19 校、特別支援学校１校、合計 55 校、延べ 37

万 5,379 ㎡の市立学校があります。施設規模をみると小学校は 4,744 ㎡～1 万 109

㎡、中学校は 5,828 ㎡～1 万 746 ㎡、特別支援学校は 6,358 ㎡となっています。 

市立学校の児童生徒数は合わせて３万 2,164 人、学級数は 1,017 学級です。その

うち、小学校の児童数は 2 万 2,285 人、学級数は 700 学級（１学年平均３学級）、

中学校の生徒数は 9,770 人、285 学級（１学年平均５学級）となっています。 

小・中学校については、改築及び大規模改修対象校を除き 2009 年度（Ｈ21 年度）

までに屋内運動場も含めて全ての建物の耐震安全性の確保が完了する予定となってい

ます。 

■ 施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2007 年５月１日現在）

校庭
（グランド）

体育館 プール 教　室

片瀬地区 1 片瀬小学校 3,455 6,191 1964 916 29 ○ ○ ○

2 鵠洋小学校 17,347 6,898 1960 1,075 31 ○ ○ ○

3 鵠沼小学校 13,187 6,691 1966 743 23 ○ ○ ○

4 鵠南小学校 10,909 5,576 1970 740 25 ○ ○ ○

5 辻堂小学校 20,070 7,065 1962 991 28 ○ ○ ○

6 八松小学校 14,001 5,905 1968 645 20 ○ ○ ○

7 浜見小学校 14,609 5,594 1970 232 10 ○ ○ ○

8 高砂小学校 16,141 7,187 1990 597 18 ○ ○ ○ ○（和室）

9 明治小学校 19,240 7,473 1968 788 25 ○ ○ ○

10 羽鳥小学校 13,614 5,634 1973 482 16 ○ ○ ○

11 村岡小学校 10,781 5,805 1968 450 14 ○ ○ ○

12 新林小学校 10,860 5,867 1978 747 23 ○ ○ ○

13 高谷小学校 14,869 5,886 1982 617 19 ○ ○ ○

14 本町小学校 17,002 6,018 1962 683 22 ○ ○ ○

15 大道小学校 16,782 6,853 1966 492 17 ○ ○ ○

16 藤沢小学校 19,366 6,219 1969 557 18 ○ ○ ○

17 大鋸小学校 15,044 5,407 1980 611 18 ○ ○ ○

18 大清水小学校 12,729 4,744 1983 460 15 ○ ○ ○

19 善行小学校 17,316 5,977 1968 463 15 ○ ○ ○

20 大越小学校 15,003 6,131 1971 601 18 ○ ○ ○ ○（多目的室）

21 俣野小学校 16,312 6,308 1971 352 12 ○ ○ ○

22 亀井野小学校 13,328 6,519 1977 556 18 ○ ○ ○

23 天神小学校 15,334 5,135 1981 579 21 ○ ○ ○

24 石川小学校 14,508 7,180 1994 691 21 ○ ○ ○

25 六会小学校 30,056 10,109 1999 1,233 33 ○ ○ ○

26 大庭小学校 16,742 7,059 1976 478 14 ○ ○ ○

27 滝の沢小学校 16,693 7,299 1979 693 20 ○ ○ ○

28 駒寄小学校 15,867 5,549 1981 495 17 ○ ○ ○

29 小糸小学校 17,427 6,567 1982 367 12 ○ ○ ○

湘南台地区 30 湘南台小学校 19,871 7,155 1973 856 28 ○ ○ ○

31 長後小学校 15,748 6,978 1967 878 25 ○ ○ ○

32 富士見台小学校 14,312 6,273 1967 616 20 ○ ○ ○

遠藤地区 33 秋葉台小学校 13,506 6,666 1965 778 24 ○ ○ ○

34 御所見小学校 15,772 6,363 1962 506 19 ○ ○ ○

35 中里小学校 12,626 5,871 1978 317 12 ○ ○ ○

540,425 224,150 22,285 700 ３５校 ３５校 ３５校 ２校

片瀬地区 1 片瀬中学校 22,476 10,291 2003 486 16 ○ ○

鵠沼地区 2 鵠沼中学校 22,087 8,500 1969 783 20 ○ ○

3 高浜中学校 17,740 5,828 1973 393 11 ○ ○

4 湘洋中学校 24,366 7,643 1989 766 20 ○ ○

5 明治中学校 16,541 7,934 1970 511 14 ○ ○

6 羽鳥中学校 15,154 6,997 1986 334 12 ○ ○

7 村岡中学校 17,719 7,684 1980 576 17 ○ ○

8 藤ヶ岡中学校 30,266 10,746 2000 497 14 ○ ○

9 第一中学校 24,449 7,384 1964 484 16 ○ ○

10 大清水中学校 16,172 6,292 1984 386 12 ○ ○ ○（図書室）

善行地区 11 善行中学校 16,532 7,083 1976 449 14 ○ ○

六会地区 12 六会中学校 31,410 7,247 1963 706 19 ○ ○

13 大庭中学校 19,517 7,662 1979 479 15 ○ ○

14 滝の沢中学校 17,529 8,156 1982 794 21 ○ ○

湘南台地区 15 湘南台中学校 21,444 7,562 1981 591 18 ○ ○

16 高倉中学校 17,761 6,709 1982 453 13 ○ ○

17 長後中学校 22,865 9,172 1993 329 11 ○ ○

遠藤地区 18 秋葉台中学校 16,535 5,968 1976 356 10 ○ ○

御所見地区 19 御所見中学校 20,708 6,014 1966 397 12 ○ ○

391,270 144,871 9,770 285 １９校 １９校 ０校 １校

特別支援学校 1 白浜養護学校 11,123 6,358 1997 109 32

942,818 375,379 32,164 1,017 ５４校 ５４校 ３５校 ３校

長後地区

湘南大庭地区

児童
生徒数
（人）

学級数
（学級）

善行地区

六会地区

明治地区

村岡地区

藤沢地区

施設名称地区名
学校開放状況

小学校合計

敷地面積
（㎡）

長後地区

御所見地区

延床面積
（㎡）

建築
年度

小学校

鵠沼地区

辻堂地区

小・中・特別支援学校 合計

明治地区

中学校合計

中学校

辻堂地区

湘南大庭地区

藤沢地区

村岡地区
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図 市立学校配置図 
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② 小・中学校の児童生徒数の推移 

本市の児童生徒数は、1983 年度（Ｓ58 年度）4 万 8,978 人をピークに 2000 年

度（Ｈ12 年度）にはピーク時の 61％にまで落ち込みましたが、その後微増傾向に転じ、

2007 年度（Ｈ19 年度）時点では 3 万 2,055 人で、ピーク時の 65.4％となっていま

す。 

小学校は1983年度をピークに2007年度には2万2,285人（ピーク時の67％）、

中学校は 1986 年度（Ｓ61 年度）をピークに 2007 年度には 9,770 人（ピーク時の

57％）となっています。 

１校当りの学級数をみると、1979 年度（Ｓ54 年度）で小学校 28 学級、中学校 23

学級であったのに対し、2007 年度時点では小学校 20 学級となっており、１校当り

８学級減少しています。中学校も同様に 2007 年度時点で 14 学級、１校当り９学級

ピーク時より減少しています。現在、余裕教室は特別教室や多目的教室に転用してい

ますが、それでもなお余裕教室を保有する学校は８校あります。 

2013 年度（Ｈ25 年度）までの将来予測では、小学校は 2009 年度（Ｈ21 年度）を

ピークに、中学校は 2014 年度（Ｈ26 年度）をピークに減少する予測となっています。 

 

 

 

 

図 児童生徒数の推移                           （各年度５月１日現在） 
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■小・中学校別学級数 

小学校の学校別学級数は 10 学級（１学年当り 1～2 学級：浜見小学校）～33 学級

（１学年当り５～６学級：六会小学校）と学校によって差が生じています。 

中学校も学校別学級数は９学級（１学年当り３学級：長後中学校）～21 学級（１学

年当り７学級：滝の沢中学校）と学校によって差が生じています。 

最も学級数の多い六会小学校は仮設校舎等を整備するなどして教室不足に対応して

いる一方、最も学級数の少ない浜見小学校などは余裕教室が出てきている状況です。 

小学校１校当りの平均学級数は 19 学級、１学年当り３～４学級となっており、全

小学校１学年当りの平均児童数は 3,700 人です。中学校１校当りの平均学級数は 14

学級、１学年当り４～５学級となっており、全中学校１学年当りの平均生徒数は 3,257

人です。 

平均児童数・生徒数の差から、小学校から中学校へ進学する際に年間 400 人程度の

児童が私立中学校等へ進学していると考えられます。2002 年度（Ｈ14 年度）以降、

毎年 400 人～500 人の児童が私立中学校等に進学している傾向が見られます。 

図 学校別学級数及び小学校から中学校へ進学する際の児童の変化           （2006 年度） 
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■小・中学校別児童生徒数の将来予測 

2005 年度（Ｈ17 年度）時点における地区別年少人口（0 歳～4 歳）の状況をみると、

最少 1,552 人（遠藤地区）～7,380 人（鵠沼地区）であり、市全体では 5 万 6,628

人となっています。10 年後の 2015 年度（Ｈ27 年度）には、藤沢市全体で 5 万 7,910

人となり 1,282 人増加すると予測されています。 

地区別の変化状況では、村岡・片瀬・鵠沼・明治地区は約 5～19％増加する予測と

なっている一方、辻堂・御所見地区は約 6～11％、遠藤地区は約 24％減少する予測

となっており、地区により年少人口の増減に差が生じます。 

2013 年度（Ｈ25 年度）までの学校別児童生徒数の将来予測をみると、小学校では

明治・鵠沼・大道・御所見・長後小学校が 2007 年度より 100 人以上児童数が増加

する予測となっています。そのうち、明治・長後小学校については 1～2 学級数が不

足することが予測されています。一方、鵠洋・片瀬・秋葉台小学校では 100 人以上児

童数が減少する予測となっています。また、2013 年度時点で学級数が 10 学級以上

余裕となる学校は４校、35 校全体では、普通教室のうち 133 学級分が余裕教室とな

る予測となっています。 

中学校では、第一・藤ヶ岡・村岡中学校が 2007 年度より 100 人以上生徒数が増

加する予測となっています。80 人の増加が予測されている羽鳥中と村岡中では 1～3

学級数が不足する予測です。中学校では、40 人以上減少する予測となっている学校は

今のところなく、多いところでも 30 人（湘洋中）程度の減少予測となっています。

19 校全体では、2013 年度時点で普通教室のうち 52 学級分が余裕教室となる予測と

なっています。 

将来予測では、同じ地区内でも学校によって差が生じており、特に教室が不足する

ことが想定される学校については、将来を見据えた対応が必要となります。 
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図 小・中学校別 児童生徒数の将来予測 

 

 

 



 97

 ③ 建物状況 

 １）学校施設整備状況 

市立小・中学校、特別支援学校は、55 校、延べ 37 万 5,379 ㎡ですが、そのうち、

旧耐震基準の建物は 26 万 1,343 ㎡（約 69.6％）、新耐震基準の建物は 11 万 4,036

㎡（約 30.4％）となっており、耐震安全性確保が必要な施設（校舎 25 校・体育館

32 校）については、改築及び大規模改修対象校を除き、校舎は 2008 年度（Ｈ20 年

度）中、体育館は 2009 年度（Ｈ21 年度）中に耐震安全性確保が完了する予定です。 

最も古い学校施設は鵠洋小学校で、2007 年（Ｈ19）時点で築 47 年が経過してい

ます。 

直近の新設校は、石川小学校で 1994 年度（Ｈ6 年度）に新設されています。 

築 30 年以上経過している学校は 28 校 18 万 2,699 ㎡（49％）であり、今後こ

れらの施設については大規模改修や建替え等が必要になります。 

耐震安全性確保完了予定の 2009 年度までに、学校施設の整備としては外壁等改修

（塗装・防水）、屋上防水工事等を順次実施していく予定です。管理諸室の空調化につ

いては、2009 年度実施予定の長後小学校が完了すれば全校の設置が完了します。ま

た、近年建替えた学校については、省エネ化（照度調整機能付照明器具の採用等）・ユ

ニバーサルデザインの導入等を始めています。 

 

 

図 築年別整備状況 
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大規模改修
対象校

３校

築47年

建替予定
３校

直近の
新設校

この20年間で６校の建替と１校の新築
計７校を整備

（３年間で１校の割合）

白
浜
養
護
学
校

（年度）
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 ■学校改修計画 

本市では、学校施設の早期の耐震安全性確保を行うために、建替えを最小限に抑え、

耐震補強工事と大規模改修工事を優先させて 2010 年度（Ｈ22 年度）までに全校の耐

震安全性を確保する「学校改修計画」を 2004 年度（Ｈ16 年度）に打ち出しました。

ただし、当初 2006 年度（Ｈ18 年度）に大規模改修を実施予定していた六会中学校は、

躯体状況を勘案の上、2008 年度（Ｈ20 年度）から２ヵ年の建替計画へ移行していま

す。 

計画に基づく実施内容をみると、校舎の躯体状況を勘案し大規模改修対象校３校、

建替え対象校が３校あり、その他は耐震補強工事で対応しています。 

2004 年度から 2010 年度までにかかる費用は合計で約 160 億円、年間約 23 億

円となっています。 

また、耐震補強工事実施にあたっては、学校ごとの状況を勘案し、屋上防水工事や

外壁改修等の老朽箇所修繕も実施しています。2010 年度までに約 49 億円、年間約

7 億円かかります。 

図 学校改修計画 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 合計

大庭小学校 明治小学校 村岡小学校 浜見小学校 鵠洋小学校

湘南台小学校 亀井野小学校 富士見台小学校 高浜小学校 長後小学校

善行中学校 中里小学校 大鋸小学校 明治中学校 滝の沢小学校

大庭中学校 鵠沼中学校 鵠南小学校

村岡中学校

金　額 523 525 428 832

体育館耐震補
強工事

0 0 0 0

耐震補強
＋

大規模改修
秋葉台小学校 御所見小学校

六会中学校
（建替えに移

行）
本町小学校

金　額 1,185 1,647 445 0 19 0 0 3,296

金　額 0 20 50 647 3,075 4,022 1,158 8,973

合　計 1,708 2,193 922 1,479 4,010 4,526 1,158 15,996

3,727

設計

設計

第一中学校

建替え

915 504 0

設計

校舎耐震補強
工事の実施

六会中学校

善行小学校

2004年度時点で耐震安全性に課題がある学校

校舎の耐震対策が必要な施設

体育館の耐震対策が必要な施設

校舎の耐震対策が必要な施設

体育館の耐震対策が必要な施設

17校

24校

８校

８

小学校 中学校

17校

24校

８校

８

小学校 中学校

25校

32校

合計

建替えた場合

2011年までに４校しか建替えられず、安全性に課題がある学校が残る

耐震補強と大規模改修で、早急に建物安全性を確保する

（建替えは最小限に）

2004年度～2010年度（７年間）：160億円

耐震安全性の確保

完了

耐震補強工事実施にあたっては、学校毎の現状を勘案し、屋上防水工事、外壁改修等の老朽箇所修繕も実施

老朽箇所修繕工事（2004年度～2010年度）：48.8億円

（百万円）

学校改修計画

方針の切り替え

（年度）
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 ２）今後求められる学校整備の方向性 

本市の学校施設は、学校建設当初の性能・仕様のまま約 20 年、古い学校では約 50

年ほぼ変わらない状況で、耐震安全性を確保し、経年劣化した部分に対して修繕を行

いながら使用してきた学校が多くなっています。各学校が保有する教室（機能）は、

普通教室のほか理科室・音楽室等の特別教室であり、時代の変化とともに、普通教室

を活用して、視聴覚室やパソコン室を整備してきた状況です。 

全校の耐震安全性を確保した以降も築３０年以上を経過し、建替え時期を迎える学

校が増加します。建替えには１校当り約 30 億円かかるため、今後の予算状況を踏ま

えると全てを建替えることは困難性が高いと考えられます。そのため、大規模改修等

を加えながらできる限り長く使用していく必要があります。 

その際、これまでの劣化した部分等への修繕だけでなく、教育環境・生活環境向上

も含めた大規模改修等が必要になります。具体的には、様々な学習形態に対応するた

めに教室の多目的化やオープン化、室内環境向上（断熱化・通風換気の確保等）など

があげられ、一部学校で既に整備を始めています。 

 

 

 

図 今後求められる学校整備 

 

③社会的改修 ：

管理諸室空調設備設置 等

④教育環境・生活環境の向上

②老朽箇所修繕 ：

外壁改修・内装改修・設備改修 等

①建物安全性 ：

耐震補強工事・アスベスト除去工事 等

建設当初の
機能

建
設
当
初
の
機
能
に
戻
す

（学
校
改
修
計
画
）

学
校
施
設
を
長
く
使
用
す
る

た
め
に
必
要
な
改
修

・ 建物の安全性を確保し、老朽化した建物の元の
機能性能に回復。

・ 最低限の社会的改修

建設

多様な学習方法へ対応するために、従来諸室の
機能向上や新たなスペース導入等改修を行う。

教育環境の向上 生活環境の向上

多様な学習方法へ対応するた
めに、既存諸室の機能向上（間
仕切りの透明化・教室の多目的
化等）を行い、教育環境の向上
を図る。

学校は子どもたちが一日の1/3
を過ごす場として、断熱性能向
上等の室内環境向上や子ども
同士の交流の場・相談スペー
ス等生活系空間充実のための
スペースを設ける。
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 ④ コスト状況 

 １）教育費の状況 

2006 年度（Ｈ18 年度）の教育費は 120.8 億円です。 

そのうち、教育行政費（教育委員会費・事務局費・教育指導費等）は 24.3 億円 

    社会教育費（社会教育総務費・公民館費・図書館費等）は 44.6 億円 

    学校教育費（学校運営費・施設整備費・学校給食費等）は 51.9 億円 

で、学校教育費は教育費全体の約 43％を占めています。 

教育費には、県から支出される義務教育教職員の人件費は含まれていません。 

学校教育費約 51.9 億円のうち、光熱水費・保守点検費・施設整備費等施設に関する

施設関連経費は約 23.8 億円であり、１校当り約 0.4 億円となっています。 

 

 

 

 

 

図 教育費（2006 年度） 

※学校教育費には、小学校、中学校、特別支援学校の費用を含む

学校保健体育費
学校給食費

光熱水費
保守点検費

学校費

施設整備費
16.3億円

学校運営費
21.8億円

教育

施設
整備費

施設整備費

小
中
学
校

施
設
関
連

経
費

教
　
育
　
費

教育行政費
24.3億円

社会教育費
44.6億円

学校教育費
51.9億円

学
校
教
育
費

120.8
億円

義務教育
教職員人件費

・教育委員会費
・事務局費
・教育指導費
・教育文化センター費

・社会教育総務費
・青少年対策費
・公民館費
・図書館費
・文化振興費
・保健体育費

51.9億円

学校教育費

23.8億円

施設関連経費

1校当たり０．４億円

16.3
億円

7.5
億円
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  ２）施設関連経費の推移 

2006 年度（Ｈ18 年度）の学校関係の施設関連経費の内訳をみると、経常的経費約

7.5 億円、老朽箇所修繕費約 5.6 億円、取得費約 1.2 億円、学校改修計画での耐震補

強費約 4.3 億円、大規模改修費約 4.4 億円、建替え等費約 0.4 億円となっています。 

施設関連経費は学校改修計画に基づく、耐震安全対策（大規模改修、建替えを含む）

が中心であり、早期の安全性確保を最優先に行ってきました。また、経常的経費や老

朽箇所修繕費には、毎年ほぼ同じコスト（１校あたり約 2.3 億円）をかけています。 

今後、老朽化に伴う建替えや大規模改修等が必要な学校施設が増加する中、計画的

な施設整備を図っていく必要性がますます高まっています。 

 

 

 

図 施設関連経費の推移 
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17.1

21.7

9.2

14.8

39.9

方針の切り替え

建替えを最小限にし、

耐震補強と大規模改修で

早急に建物安全性を確保

（億円）

学校改修計画（2004年度～2010年度）

合計 160.0億円
（うち、安全対策費 ３９．９億円）

（4校）

（4校）

（5校）
（3校）

（3校）

秋葉台小
大規模改修

11.8億円

御所見小
大規模改修

16.4億円

4.4億円

第一中
6.4億円

第一中
六会中
善行小

30.7億円

片瀬中
建替え

23億円

白浜養護学校
高砂小

取得費等

15.4億円

白浜養護学校
高砂小
石川小

9.8億円

取得費等
４.1億円

1.7億円

1.2億円
1.2億円

3.2億円
1.8億円

5.2億円

5.3億円

4.3億円

8.3億円
9.2億円

1.4億円 0.8億円 0.2億円 0.7億円 1.2億円 0.7億円

経常的経費

7.7億円

老朽箇所修繕
4.5億円

外
壁
補
修
等

安
全
対
策
費

大
規
模
改
修
費

7.5億円

5.4億円

7.5億円

5.2億円

7.5億円

4.7億円

7.7億円

6.3億円

7.9億円

4.3億円

躯体状況等により、

建替えで対応

耐震補強と大規模改修で対応 耐震補強と建替えで対応

（年度）
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 ⑤ 将来コストの予測 

小・中学校、特別支援学校 55 校をこのままの規模で使用していく場合、耐震安全

性を確保する 2010 年度（Ｈ22 年度）までの学校改修計画以降も経常的経費や老朽箇

所修繕費以外に、老朽化に伴う大規模改修や建替えなど、今以上に多くの費用が必要

となります。またその際、教育環境・生活環境の向上といった機能向上を図ることも

欠かせません。 

これらを、全て実現することは現状の限られた予算の中では困難性が高く、今後、

地域の実情や児童・生徒数の将来予測などを学校、地区ごとに把握しながら、より効

率的な施設整備を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

図 施設関連経費の将来コスト予測 
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安全性を確保した後も、

教育環境・生活環境の向上や環境対策のため

大規模改修や建替えに費用がかかる

耐震補強と大規模改修で早急に建物安全性

を確保することを最優先に行っている。
（躯体状況によっては建替えで対応）

耐震安全性

確保完了

大規
模改修

建替え

躯体状況
等により、
建替えで

対応

（年度）

取得費

老
朽
箇
所
修
繕
費

経
常
的
経
費
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⑥ 問題点・課題 

本市の小・中・特別支援学校の現状、課題等を整理すると、次のとおりになります。 

施設面 

 小・中・特別支援学校 55 校、延べ 37.5 万㎡のうち、旧耐震基準の施設は 40

校、約 26.1 万㎡である。このうち、耐震補強の必要な学校については耐震安全

性の確保を最優先で行い、2004 年度（H16 年度）～2009 年度（H21 年度）の

学校改修計画において、校舎 25 校、屋内体育館 32 校、合計 160 億円をかけ

て実施している。 

 

児童生徒数 

 2007 年度（H19 年度）は３万 2,055 人でピーク時の約 65.4％となっている。

その内訳は、小学校２万 2,285 人、中学校 9,770 人で、今後も微増傾向である

が、2014 年度（H26 年度）以降は小・中学校ともに減少予測となっている。 

 年少人口の将来予測をみると、2005 年度（H17 年度）～2015 年度（H27 年度）

において増加する地区・減少する地区など様々である。さらに、学校ごとの変化

をみると、同じ地区内でも例えば 103 人増加する学校と 222 人減少する学校が

あるなど変化は様々である。 

 2007 年度の学級数は、小学校では最少 10 学級～最多 33 学級、中学校では最

少９学級～最多 21 学級と学校により差がある。各学校の教室使用可能教室との

関係をみると、2013 年度（H25 年度）時点で教室が 10 学級以上余裕の出る小

学校は４校、教室不足が予測されている小学校は２校、中学校は２校となる。 

 小学校から中学校への進学の際には、全体の 10％程度の児童が私立中学校へ進

学している。 

 

コスト面 

 2007 年度教育費は約 120.8 億円で、そのうち学校教育費は約 51.9 億円

（43.0％）。学校教育費のうち、光熱水費・施設整備費等の施設に関連する施設

関連経費は約 23.8 億円（１校当り約 0.4 億円）となっている。 

 2004 年度～2009 年度までの学校改修計画において、耐震安全性確保を最優先

に行っている。耐震補強工事実施にあたっては、学校ごとの状況を勘案し屋上防

水工事・外壁改修等併せて実施している。６年間の学校改修計画では躯体の状況

により、建替えを３校、大規模改修を２校実施した。 

 

改善の方向性 

 2009 年度で耐震安全性確保は完了するが、それ以降も老朽化した学校を長く活

用していくために教育環境・生活環境向上も含めた建替えや大規模改修等が必要

となる。学校を１校建替えるには約 30 億円の費用が必要で、１校建替えるのに

２年かかるなどの課題がある。今後は、機能向上を図りながら大規模改修等を行

っていく方法を模索するなど幅広い検討が必要となる。 

 今後、児童生徒数はますます減少傾向となることから、学校を地域の活動拠点と

位置付け、学校の余裕教室活用を含めた多目的活用を図り、学校以外の施設整備

の費用の抑制を図るなど、より柔軟な発想での検討が必要である。 
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（５） 保育所 

 ① 概要 

本市では、保護者が仕事や病気により家庭において十分児童を保育できない場合に、

児童を児童福祉の理念により日々一定の時間、保護者に代わって保育するため、保育

所を設置しています。 

市立保育所は１６園延べ 1 万 455 ㎡です。施設規模をみると、最小 389 ㎡（明治

保育園）～最大 867 ㎡（辻堂保育園）となっています。本市には、市立保育所以外に

法人立保育所が 19 園、私立幼稚園が 36 園、その他幼児教育施設が 11 施設あります。 

2006 年度（Ｈ18 年度）の市全体の保育所の定員は、市立・法人立合わせて 4,042

人、入園者数は合わせて 4,060 人であり、市全体の入園率は 100.5％となっていま

す。そのうち市立保育所の入園状況は、定員 1,910 人に対して、園児数 1,936 人で、

入園率は 101.4％となっています。一方、法人立保育所の入園状況は、定員 2,132

人に対して園児数は 2,124 人で、入園率は 99.6％となっています。私立幼稚園の入

園者数は 7,209 人です。 

待機児童解消のため、一定の基準の基で定員を超えている保育所は、市立保育所が

８園、法人立保育所が９園で、市全体では 17 園となっています。待機児童の状況は、

市立保育所が 15 人、法人立保育所が８人で、合わせて 23 人となっています。 

 図 施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時保育実施園

定員オーバーの園定員
（人）

園児数
（人）

土地面積（㎡） 延床面積（㎡）
建築
年度

待機児童数
（人）

① 藤沢保育園 180 205 2,300.59 715.87 1974 4
② 辻堂保育園 180 197 2,612.94 867.36 1969 0
③ 鵠沼保育園 110 107 1,852.90 635.15 1967 2
④ 藤が岡保育園 120 119 1,585.36 728.46 1965 1
⑤ 善行保育園 120 122 1,535.43 584.68 1967 0
⑥ 高砂保育園 90 83 1,778.00 513.85 1967 0
⑦ 明治保育園 90 86 1,725.61 389.45 1968 0
⑧ 浜見保育園 120 126 1,319.41 629.19 1972 1
⑨ 湘南台保育園 120 132 1,318.60 682.84 1973 0
⑩ 善行乳児保育園 60 74 1,446.55 391.95 1974 0
⑪ 柄沢保育園 120 113 2,019.00 539.37 1973 0
⑫ あずま保育園 120 101 1,281.88 742.40 1977 0
⑬ しぶやがはら保育園 120 129 1,322.33 717.75 1978 6
⑭ 高山保育園 120 120 1,831.80 738.68 1979 1
⑮ またの保育園 120 90 1,568.42 802.30 1980 0
⑯ 小糸保育園 120 133 2,222.48 775.32 1982 0

1,910 1,936 27,721.30 10,454.62 15

1 わかたけ保育園 120 97 0

2 御所見愛児園 120 115 0

3 神愛保育園 120 126 0

4 遠藤保育園 114 111 0

5 六会保育園 114 111 0

6 神明保育園 120 114 0

7 富士見保育園 120 130 0

8 白旗保育園 120 120 1

9 村岡保育園 120 125 0

10 下土棚保育園 120 113 0

11 二葉保育園 120 120 2

12 亀井野保育園 120 123 1

13 大庭保育園 125 135 0

14 五反田保育園 150 155 0

15 高谷保育園 90 94 0

16 ときわぎ保育園 90 107 3

17 藤沢ベビーセンター 30 30 0

18 神明保育園分園 29 26 0

19 すくすく保育園 60 67 1

20 五反田保育園分園 40 65 0

21 保育園キディ 90 40 -

2,132 2,124 8

4,042 4,060 27,721.30 10,454.62 23

市
立
保
育
所

法
人
立
保
育
所

合計

合計

施設名称

総合計

保育所
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図 市立保育所、法人立保育所配置図 
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② 園児数の状況 

１）園児数の推移 

市の０歳～４歳の人口のピークは 1975 年度（Ｓ50 年度）で 2 万 7,416 人でした。 

2005 年度（Ｈ17 年度）は 1 万 9,446 人で、ピーク時の約 71％となっています。

０歳～４歳児の人口は 2005 年度以降減少に転じると予測されています。 

幼稚園･保育所を合わせた市の 0 歳～5 歳の園児数は、1986 年度（Ｓ61 年度）9,654

人から 1994 年度（Ｈ６年度）8,680 人まで減少しています。その後は増加傾向に転

じ 2008 年度（Ｈ20 年度）時点では 1 万 1,434 人と、1994 年度から 1.3 倍増加し

ています。 

１園当りの園児数では、定員との関係もありますが、幼稚園は平均 203 人、保育所

は 115 人となっています。 

市立保育所・法人立保育所の園児数は、1990年度（Ｈ２年度）以降増加しており2008

年度時点では 4,141 人で、そのうち、市立保育所の園児数は 1,938 人となっていま

す。 

一方、私立幼稚園の園児数は、1978 年度（Ｓ53 年度）9,003 人をピークに 1995

年度（Ｈ７年度）まで減少しましたが、その後は増加に転じ 2008 年度時点では 7,293

人となっています。 

幼稚園の園児数と保育所の園児数の差は、1986 年時点で 3,740 人であったのに対

して、2008 年度時点では 3,152 人と約 600 人縮まってきており、共働き世帯の増

加や多様化する住民ニーズにより保育所ニーズはさらに高まっていくと考えられます。 

図 保育所・幼稚園園児数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）共働き世帯の状況（Ｈ14 年度総務省統計局） 

 

世帯数合計 11万3,700世帯

うち、共働き世帯は ４万900世帯 （36％）
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9,654人
（年少人口の51％）

11,434人
1.2倍増加
（年少人口の57％）

保育園１園当り
園児数

幼稚園１園当り
園児数

幼・保園児数の差
3,740人

幼・保園児数の差
3,152人

115

203

4,141人
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（ピーク時の71％）
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③ 運営状況 

運営状況の実態について、「業務内容（運営時間）」「運営人員」の２つの項目で整理

しました。 

 

 １）業務内容の整理 

市立保育所は満６ヶ月～５歳を対象とし、保育を行っています。保育時間は月曜日

～土曜日で、１日最大 12 時間（7：00～19：00）です。善行保育園・高砂保育園・

小糸保育園・辻堂保育園・鵠沼保育園・湘南台保育園の計６園では一時保育を行って

います。 

法人立保育所は満２ヶ月～５歳を対象とし、保育を行っています。保育時間は月曜

日～土曜日で、保育所によって異なりますが１日最大 14 時間半（7：30～22：00）

です。二葉保育園・村岡保育園の計２園では一時保育も行っています。 

一時保育は、市内在住で幼稚園や保育所等の他の施設に在籍していない１歳以上の

未就学児が対象です。月曜日～金曜日の１日最大８時間利用できます。 

私立幼稚園は、満３歳～５歳を対象とし教育を行っています。保育時間は月曜日～

金曜日で、幼稚園によって異なりますが１日最大５時間半（8：30～14：00）です。 

 

 

表 市立保育所/法人立保育所/私立幼稚園別業務内容整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

７時 ９時 14時 17時 19時

７時 8時30分

４歳～５歳対応の遊び、給食

０歳～５歳対応の遊び、給食、睡眠、おやつ

０歳～５歳対応の延長保育

一時保育

17時 18時 19時

３歳～５歳児

０歳～２歳児

一時保育
（６園）

市立保育所 （1６園）

（平均：653㎡）

保育
特別
延長

延長

延長 保育

最大12時間

対象年齢 満６ヶ月～

開園日 月～金曜日
（土曜日）

入園児数 １２１人/施設
入園率 １０２％

延長

特別
延長

延長

8時30分 17時

最大8時間

４時間以内＝1,200円 ４時間超＝2,400円

３歳～５歳児

０歳～２歳児

一時保育
（２園）

法人立保育所 （２１園） 保育 特別延長延長

延長 保育対象年齢 満２ヶ月～

開園日 月～土曜日

入園児数 １０５人/施設
入園率 ９８％

延長

延長

8時30分 17時

４時間以内＝200円 ４時間超＝2,400円

７時 8時30分 17時 18時 22時

最大8時間

特別延長

園によって異なる
19：00～22：00

３歳～５歳児幼 稚 園 （３６園） 教育

対象年齢 満３歳～

開園日 月～土曜日

入園児数 ２０３人/施設
入園率 ９８％

延長

8時30分 17時14時

22時

０歳～５歳対応の特別延長保育
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２）運営人員 

市立保育所の職員数は、職員 327 人・パート 107 人、合計 434 人です。 

内訳をみると、園長が 16 人（各園１人ずつ）、保育士 338 人（職員 258 人・パー

ト 80 人）、調理員 54 人（職員 45 人・パート９人）、用務員 26 人（職員８人・パー

ト 18 人）です。 

保育士数は、園児数定員により異なっています。 

                         （人） 

図 市立保育所の運営人員（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）法人立保育所の運営人員（定員 90 人・2003 年度実績） 

 

 

 

 

園長 副園長 保育士 栄養士 調理師 事務員 用務員 合計
常勤 1 人 1 人 16 人 2 人 ― 1 人 ― 21 人

非常勤 ― ― 2 人 ― 2 人 ― 1 人 5 人
法人立保育園

一時保育実施施設

園長

職員 職員 パート 職員 パート 職員 パート

藤沢保育園 180 1 25 9 4 1 0.5 2 42.5

辻堂保育園 180 1 25 7 4 1 0.5 2 40.5

鵠沼保育園 110 1 16 3 3 0 0.5 1 24.5

藤が岡保育園 120 1 15 4 3 0 0.5 1 24.5

善行保育園 120 1 11 3 2 1 0.5 1 19.5

高砂保育園 90 1 13 2 2 1 0.5 1 20.5

明治保育園 90 1 13 2 2 1 0.5 1 20.5

浜見保育園 120 1 16 5 3 0 0.5 1 26.5

湘南台保育園 120 1 16 8 3 1 0.5 1 30.5

善行乳児保育園 60 1 16 7 2 1 0.5 1 28.5

柄沢保育園 120 1 15 4 2 1 0.5 1 24.5

あずま保育園 120 1 15 4 3 0 0.5 1 24.5

しぶやがはら保育園 120 1 16 8 3 0 0.5 1 29.5

高山保育園 120 1 16 4 3 0 0.5 1 25.5

またの保育園 120 1 14 4 3 0 0.5 1 23.5

小糸保育園 120 1 16 6 3 1 0.5 1 28.5

258 80 45 9 8 18

保育士数 調理員数 用務員
児童定員

54 26
434

全職員数

合計 1910 16
338



 109

④ 建物状況 

 １）築年別整備状況 

市立保育所は、16 施設、延べ１万 455 ㎡です。 

そのうち、旧耐震基準の建物は 15 施設 9,680 ㎡で全体の約 92.6％を占めていま

す。新耐震基準の建物は１施設 775 ㎡です。 

旧耐震基準の 15 施設のうち、耐震安全性確保が必要な６施設については 2004 年

度（Ｈ16 年度）～2006 年度（Ｈ18 年度）の３ヶ年で耐震補強は完了しています。 

全 16 施設のうち、４施設 2,462 ㎡が築 40 年以上経過しており、さらに全体の約

71.0％（12 施設約 7,421 ㎡）が築 30 年以上の建物と老朽化が進行しています。 

最も新しい保育所（小糸保育園）でも建築後 26 年が経過しています。 

 

 

 

 

図 築年別整備状況 
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旧耐震基準（1981年以前）
15園 9,680㎡（92.6％）

新耐震基準（1982年以降）
1園 775㎡（7.4％）

築40年以上
４園 2,462㎡

築30年以上
8園 4,959㎡

築20年以上
4園 3,034㎡

合計 ７１％

築40年 築30年

この25年間、新たな整備は行っていません。築43年

築26年

15園に対し、全て安全性は
確保しています（2006年度完了）。

12施設7,421㎡

（年度）
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 ２）スペース構成 

保育所１施設当りの平均規模は約 700 ㎡です。16 園ともに保育室・遊戯室・事務

室・調理室を保有しています。16 園中６園は一時保育室を保有しています。 

１人当りの保育面積をみると、最小 3.5 ㎡（藤沢保育園）～最大 8.6 ㎡（またの保

育園）で、平均面積は約 5.6 ㎡です。 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設別スペース構成（2006 年度） 
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 ⑤ コスト状況 

 １）トータルコストの整理・分析 

2006 年度（Ｈ18 年度）市立保育所 16 園に１年間かかるコストは、約 30 億 758

万円です。 

その内訳は、事業運営にかかるコストは約 27 億 5,333 万円（92％）、 

施設にかかるコストは  約1億5,178万円（５％）となっています。 

その他に減価償却相当額が約 1 億 98 万円かかっています。 

事業運営にかかるコスト約 27.5 億円のうち、約 26 億円（87％）が人件費です。 

施設にかかるコストのうち、施設の老朽箇所修繕にかかったコストは年間約 3,468

万円で、１施設当り約 216.8 万円となっています。 

１園当りのコストは定員により異なりますが、90 人規模の場合年間のトータルコス

トは平均約 1.5 億円であり、そのうち事業運営にかかるコスト約 1.4 億円（93％）、

施設にかかるコストは約 0.1 億円（７％）です。 

 

表 保育所行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 保育所全 16 園のトータルコスト（2006 年度） 
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合計

各所修繕費 1,953 1,294 1,077 2,880 986 941 550 1,604 845 2,196 1,676 969 1,696 877 568 719 20,834

老朽箇所修繕費 1,059 19,201 1,403 9,555 0 797 1,538 1,129 0 0 0 0 0 0 0 0 34,682

光熱水費 4,076 3,375 2,386 2,253 2,293 2,279 1,981 2,376 2,681 2,411 2,449 2,993 2,938 2,699 2,406 3,500 43,098

建物管理委託費 966 734 680 749 660 660 660 749 749 680 680 680 680 749 749 749 11,573

建物賃借料 9,576 2,390 0 0 2,281 2,281 0 0 2,390 0 15,515 0 0 0 0 2,281 36,712

土地・建物以外賃借料 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181 181 2,896

車両・備品購入費 0 0 0 0 603 0 0 0 260 0 0 0 0 0 515 603 1,981

施設にかかるコスト計 17,812 27,175 5,727 15,618 7,004 7,139 4,910 6,038 7,106 5,469 20,503 4,824 5,495 4,505 4,418 8,033 151,776

人件費 246,249 247,668 162,283 154,319 118,033 133,021 128,068 161,715 171,462 156,747 146,351 152,939 167,067 161,729 145,419 151,802 2,604,874

負担金補助及び交付金 51 51 48 48 48 91 46 48 48 44 48 48 48 48 48 48 810

その他物件費 10,513 10,421 9,235 9,185 9,257 8,319 8,261 10,349 9,320 8,212 9,254 9,230 9,238 9,194 8,349 9,314 147,650

事業運営にかかるコスト計 256,813 258,140 171,566 163,552 127,339 141,431 136,374 172,112 180,830 165,003 155,653 162,217 176,353 170,971 153,817 161,163 2,753,334

274,625 285,315 177,293 179,170 134,343 148,570 141,285 178,150 187,936 170,472 176,156 167,041 181,848 175,476 158,235 169,196 2,905,110

　【収益の部】

596,911

16,417

613,328

6,281 6,527 4,440 3,913 3,032 5,062 1,709 3,736 4,250 1,429 0 43,524 4,016 4,242 3,902 4,922 100,983

1,489

　【収益の部】

25,584

Ⅲ．総括
280,906 291,841 181,733 183,083 137,374 153,631 142,993 181,886 192,185 171,901 176,156 210,565 185,864 179,718 162,136 174,119 3,007,583
280,906 291,841 181,733 183,083 137,374 153,631 142,993 181,886 192,185 171,901 176,156 210,565 185,864 179,718 162,136 174,119 2,394,255

コストの部合計（トータルコスト）

収支差額（ネットコスト）

現金収支を伴うコスト　計

保育料（保護者負担金）※

諸収入（保育士給食費実費）※

現金収支を伴う収益　計

不能欠損額（回収不可能な保育料）※

　収入未済額※
（当該年度に納付されなかった
保育料）

Ⅱ．現金収支と伴わないもの
　【コストの部】
　減価償却相当額

施
設
に
か
か
る
コ
ス
ト

定員

Ⅰ．現金収支と伴うもの
　【コストの部】

事
業
運
営
に
か

か
る
コ
ス
ト

※職員人件費は職員数×平均給与（平成18年度）で算出

※保育料、諸収入（保育士給食費実費）、回収不可能な保育料、収入未済額は全16保育所の合計値で把握

※減価償却費は「藤沢市財産に関する調書明細書」の評価額から定額法、耐用年数50年、残存価値を0として算出

市立保育所全16園のトータルコスト

（億円）

35

30

25

20

15

10

５

０

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

収入6.1億円
トータルコストの

約20％

1.5
億円

27.5
億円

（92%）

（5%）

施
設
に
か
か
る
コ
ス
ト

３０億 ７５８万円

職員人件費
24.7億円
（82%）

非常勤職員
人件費1.3億円

定員90名の１施設当りの
トータルコスト 1.5億円

定員120名：1.9億円
定員180名：2.8億円

事
業
運
営
に
か

か
る
コ
ス
ト

事
業
運
営
に
か

か
る
コ
ス
ト

750
万円

1億
3,800
万円

市立保育所1園当りのトータルコスト

職員人件費
1.3億円
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（参考）市立保育所と法人立保育所のコスト比較（2003 年度データ） 

定員 90 人の保育所を参考として、市立保育所及び法人立保育所でコスト比較を行い

ました。 

市立保育所のトータルコスト（行政費用）は約 1.6 億円です。90 人定員の場合、運

営人員として 17 人が従事しており、経験年数の長い職員も多いことなどから、その人

件費は約 1.5 億円（全体の 94％）となっています。財源をみると、市の一般財源約

0.9 億円、県・国からの補助が約 0.4 億円、保育料収入は約 0.3 億円となっています。 

一方、法人立保育所のトータルコストは約 1.3 億円です。同じ定員 90 人規模で比

較した場合、運営人員は非常勤職員も含め、延べ人員としては 26 人従事しており、そ

の人件費は平均年齢が若く、平均給与が低いこともあって約 0.9 億円（全体の 69％）

となっています。財源をみると、市の一般財源約 0.4 億円、国・県からの補助が約 0.7

億円、保育料収入が約 0.3 億円と、市立保育所に比べ市からの補助が少ない分、国・

県からの補助が多くなっています。 

常勤、非常勤などの差もあり、単純な比較はできませんが、保育士１人当りの園児

数をみてみると、市立（6.9 人）に比べ、法人立（4.7 人）の保育士の方が約２人少な

くなっています。 

園児１人あたりにかかる人件費をみると、経験年数、年齢などの差もあり、市立約

168 万円に比べ、法人立は約 99 万円で、市立の約 59％程度となっています。 

 

 （単位：円） （単位：円）
費用（総費用またはフルコスト） 130,062,130 行政費用（総費用またはフルコスト） 163,195,305

現金を伴う支出 117,762,188 現金を 伴う支出 162,814,889
人件費 89,023,791 報酬 686,400
事務費 13,491,697 給料・手当・共済費 144,348,336
事業費 15,246,700 災害補償費 0

恩給及び退職年金 0
賃金 5,917,090
報償費 0
旅費 7,793
交際費 0
需用費 10,368,034
役務費 297,892
委託料 833,928
使用料及び賃借料 192,442
工事請負費 0
原材料費 57,116
公有財産購入費 0
備品購入費 59,358
負担金補助及び交付金 46,500
扶助費 0
貸付金 0
補償補填及び賠償金 0
償還金利子及び割引料（利子） 0
投資及び出資金 0
積立金 0
寄付金 0
公課費 0
繰出金 0

現金を伴わない支出 12,299,942 現金を 伴わない支出 380,416
減価償却費 11,017,442 減価償却費 1,664,703
引当金繰入 1,282,500 退職給与引当金繰入 △ 1,295,137

不能欠損額 10,850

収益（事業収入） 141,997,224 行政収益（事業収入） 69,879,716
現金を伴う収入 141,997,224 現金を 伴う収入 70,216,366

運営費収入 87,901,950 分担金及び負担金 32,386,440
私的契約利用料収入 979,000 使用料及び手数料 0
経常経費補助金収入 35,660,655 国庫支出金 23,158,875
借入金元金償還補助金収入 3,870,000 県支出金 11,579,437
その他 13,585,619 その他 3,091,614

現金を伴わない収入 0 現金を 伴わない収入 △ 336,650
収入未済額増減 △ 336,650

△11,935,094 93,315,589

収入のうち保護者負担額 30,477,530
39,282,755 92,598,523市一般財源投入額（サービス提供費用） 市一般財源投入額（サービス提供費用）

区　　分

支
　
　
　
出

区分

支
　
　
　
　
出

収
　
　
入

収支差額（純費用）（Ａ－Ｂ）

収
　
　
　
入

収支差額（純費用）

法人立保育所 定員90名 市立保育所 定員90名

人件費
1.5億円

人件費
0.9億円

園児１人当りの人件費 ： 989,153円／人 園児１人当りの人件費 ： 1,677,243円／人

保
護
者
負
担
額
は

ほ
ぼ
同
じ

約59％

コスト

人員

業務時間帯

職員数17人

園長 １人

保育士 13人

調理師 ２人

用務員 １人

職員数26人

園長 １人

保育士 19人

栄養士 ２人

調理師 ２人

用務員 ２人

4.7人

保育士１人当り
園児数

保育士１人当り
園児数

6.9人

７時 8時30分 17時 19時

０歳～５歳児

一時保育
（６園）

22時

０歳～５歳児

一時保育
（６園）

特別
延長

延長
延
長

特別
延長

延長
延
長

７時 8時30分 17時 19時 22時

特別延長延長
延
長

特別延長延長
延
長

園によって異なる
19：00～22：00
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 ⑥ 将来コストの予測 

市立保育所全 16 施設をこのままの規模、施設数、事業内容でサービスを行うには、

老朽化に伴う建替えが必要となります。 

本市の市立保育所の多くが老朽化していることを考慮すると、今後、多くの施設整

備にかかる膨大なコストが必要となります。 

保育所の需要が増加している中、施設を減らしたりこのまま老朽化した状態で使用

することは困難であり、限られた予算の中で保育事業の質の向上を図っていくために

は、事業運営面での工夫や効率的な施設の再整備等の幅広い検討を行う必要があると

考えます。 

 

 

 

 

図 市立保育所全施設の施設にかかる将来コストの予測 
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（億円）

現在

これまでの施設整備
・耐震安全性の確保
・老朽化に伴う故障等の

修繕を実施

年間約0.2～0.3億円

これまでは人件費中心
（コストの約90％を占める）

事業運営にかかるコストの工夫が必要

サービスレベルの維持・向上を図りながら効率的な運営
を行っていく必要がある。

・今後、築30年以上経過し、老朽化が進んでいる施設に対し、
大規模改修や建替え等の検討が必要

・特に築４０年を経過している４施設は建替え等の検討が必要

• 今後、0～4歳人口の増減を地区毎に詳細に把握

• 現状の保育施設の配置状況との関係をみて戦略

的・計画的な施設整備を検討する

築40年以上経過している等老朽化している
施設の建替えが必要

経常的にかかる
コスト

（光熱水費、建
物維持管理委託
費、賃借料等）

老朽箇所
修繕費

人
件
費

（年度）

（億円）
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⑦ 問題点・課題 

本市の保育所等の現状、課題等を整理すると次のとおりになります。 

 

施設面 

 16 園１万 455 ㎡のうち、旧耐震基準の施設は 15 園 9,680 ㎡（92.6％）で、

このうち、耐震補強の必要な保育所６園については 2004（Ｈ16 年度）～2006

年度（Ｈ18 年度）の３ヶ年で耐震補強は完了している。 

 築 30 年以上の保育所は 12 施設 7,421 ㎡（71.0％）あり、一番新しい保育所

でも築 26 年が経過しており、保育所は一律老朽化が進んでいる。今後、建替え・

大規模改修等を行う必要が一段と高まる。 

 

園児数 

 2008 年（H20 年度）の幼稚園・保育所を合わせた０～５歳の園児数は１万 1,434

人で、20 年間で 1.2 倍増加している。 

 幼稚園の園児数は 7,293 人、保育所の園児数は 4,141 人（うち、市立保育所

1,938 人、法人立保育所 2,203 人）で、幼稚園児・保育所園児の差は、20 年

前より 600 人程度縮まっており、今後も保育所ニーズはさらに高まっていくと

考えられる。 

 

運営面 

 市立保育所は満６ヶ月～５歳を対象に、月～土、１日最大 12 時間（7：00～19：

00）保育を行っており、一部保育所では一時保育を行っている。 

 法人立保育所は満２ヶ月～５歳を対象に、月～土、１日最大 14 時間半（7：30

～22：00）保育を行っており、一部保育所では一時保育を行っている。 

 私立幼稚園は満３歳～５歳を対象に、月～金、１日最大５時間半（8：30～14：

00）教育を行っている。 

 

コスト面 

 市立保育所 16 園のトータルコストは約 30.1 億円で、そのうち人件費が 86.3％

（26 億円）を占めている。施設別トータルコストは、保育園の定員により保育

士等の人数も違うため差がある。 

 法人立保育所と比較すると、同じ定員でも市立保育所の方が 1.2 倍のコストがか

かっている。主な増加要因は人件費で、経験年数や年齢構成等の大きな差がある

ものの市立保育所は人件費約 1.5 億円に対し、法人立保育所は人件費約 0.9 億円

と市立保育所の 60％程度になっている。 

 

改善の方向性 

 施設の大半が老朽化し、今後建替えや大規模改修が必要になるため、膨大なコス

トがかかる。今後、サービスレベル（施設・運営時間・運営方法等）を維持・向

上させながら、いかに効率的に施設を更新していくか戦略を立てる必要がある。 



 115

（６）児童館、地域子供の家 

 ① 概要 

本市では、地域の子供の健全育成の場、放課後の居場所として、小学校区に１施設

程度を目安に「児童館」と「地域子供の家」を設置しています。現在、児童館は５施

設、地域子供の家は 17 施設、合計 22 施設、延べ 4,304 ㎡あります。 

 

 １）施設一覧 

児童館は全５施設、延べ 1,488 ㎡設置しており、１館当り約 300 ㎡です。５施設

中、４施設が木造です。児童館は最も古い施設でも 1997 年（Ｈ９）築と比較的新しい

施設です。 

地域子供の家は全 17 施設、延べ 2,816 ㎡設置しており、１施設当り約 166 ㎡で、

17 施設中、13 施設が木造平屋建です。 

 

表 施設一覧（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※片瀬子供の家の敷地面積は借地分を含む 

愛称
建築年度
（年）

構造
敷地面積
（㎡）

延床面積
（㎡）

1 大鋸児童館 鋸っ子ランド 1997 木造 1,058.0 240.7

2 辻堂児童館 つじどうむ 1998 木造 1,226.7 241.5

3 鵠洋児童館 わんぱくワールド 2000 木造 553.0 302.8

4 辻堂砂山児童館 ぐうちょきぱあ 2002
鉄筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ造
1,127.6 397.8

5 石川児童館 ぼうけんじま 2005 木造 825.7 305.2

4,790.9 1,487.9

① 湘南台子供の家 丸太小屋 1984 木造 401.4 161.7

② 片瀬子供の家 片瀬こどもらんど 1985 鉄骨造 589.1 180.9

③ 羽鳥子供の家 はとりんぼ 1986 木造 452.0 156.0

④ 中里子供の家 なかよし砦 1986 鉄骨造 729.8 182.6

⑤ 藤沢子供の家 ふじっこ砦 1987 鉄骨造 270.7 165.6

⑥ 大庭子供の家 ちびっ子ドーム 1989 木造 1,000.1 201.9

⑦ 六会子供の家 どんぐりころりん 1989 木造 953.6 156.0

⑧ 長後子供の家 わんぱく城 1990 木造 638.0 189.0

⑨ 鵠南子供の家 ひょっこり鵠南島 1991 木造 629.6 156.0

⑩ 鵠沼子供の家 鵠っ子とりで 1987 木造 466.0 156.0

⑪ 村岡子供の家 のびのびランド 1988 木造 819.0 156.0

⑫ 八松子供の家 まつぼっくり 1992 木造 981.2 156.0

⑬ 本町子供の家 元気天国 1993 鉄骨造 322.4 159.6

⑭ 秋葉台子供の家 ちびっ子パラダイス 1994 木造 594.0 156.0

⑮ 高谷子供の家 ゆうゆうランド 1995 木造 620.8 163.5

⑯ 大越子供の家 おっこし森ん子ハウス 1988 木造 477.4 156.0

⑰ 俣野子供の家 俣野っ子ハウス 1996 木造 533.5 162.9

10,478.6 2,815.8

施設名称

児
童
館

合計

地
域
子
供
の
家

合計
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図 児童館、地域子供の家配置図  

 

※人口は 2007 年度時点 
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 ２）設置目的 

■児童館 

子供の地域活動と地域における青少年の健全育成の場として、放課後児童健全育成

事業（児童クラブ）機能を備えており、児童に健全な遊びの場を提供し、その健康を

増進し、また情操を豊かにすることを目的としています。 

 

  ■地域子供の家 

地域における子供たちの拠点として、自由にのびのびと遊べる場所としての機能を

備えており、児童に健全な遊びの場を提供し、その健康を増進し、また情操を豊かに

することを目的としています。 

 

 

 ３）事業内容 

■児童館 

地域の子供の居場所として、幼児とその保護者や小学生、中・高生といった来館者

に遊びを指導することによって、地域の子供の健全育成を支援しています。 

また、児童クラブ（学童保育）を併設しており、放課後の児童を安心して預けられ

る場所となっています。 

 遊びの指導及び児童の健全育成に必要な知識の普及 

 地域の「子ども会」等の団体の育成、支援 

 放課後児童健全育成（児童クラブ） 

 

  ■地域子供の家 

地域の子供の遊びの場として、幼児とその保護者や小中学生が自由に訪れ、屋内外

一体型の遊具で遊ぶなどの利用がされています。 

 

 

 ４）運営時間 

■児童館・地域子供の家 

10：00～17：00 （ただし、1月・11 月は 16：30 まで、12 月は 16：00 まで） 

 休館日は毎月第３日曜日及び年末年始 
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② 建物状況 

１）スペース構成 

児童館は１館当り 300 ㎡程度の施設で、会議・集会機能や図書コーナー、児童クラ

ブ室があります。新しい辻堂砂山児童館、石川児童館には図画・工作などが行える創

作活動室、相談室があります。 

地域子供の家は児童館より一回り小さい１館当り 166 ㎡程度の施設です。 

全施設とも、ホール、図書スペースを保有しており、スペース構成はほぼ同じです。

例えば、藤沢子供の家の場合、ホールに屋根裏アスレチックや子供エレベーター、卓

球台などの遊具などが設置され、屋外には砂場や屋内外一体化した滑り台などの遊具

があります。 

 

 

 

 

図 児童館、地域子供の家スペース構成 
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 ２）建物総合評価 

今後 10 年～20 年間で建替え時期を迎え、建替えや大規模改修が必要な施設は 18

施設あります。 

特に地域子供の家 15 施設は、既に遊具などが老朽化してきており、使用できなくな

っている施設もでてきています。 

長後子供の家や鵠南子供の家等は遊具を全て撤去し、新設しましたが、１施設当り

約 1,700 万円のコストがかかっています。 

また、スロープの設置などバリアフリー対策が必要な施設も５施設あります。 

 

・湘南台子供の家 （1984年築）

・片瀬子供の家 （1985年築）

・羽鳥子供の家 （1986年築）

・中里子供の家 （1986年築）

・藤沢子供の家 （1987年築）

・鵠沼子供の家 （1987年築）

・村岡子供の家 （1988年築）

・大越子供の家 （1989年築）

・大庭子供の家 （1989年築）

・六会子供の家 （1989年築）

・八松子供の家 （1992年築）

・本町子供の家 （1993年築）

・秋葉台子供の家 （1994年築）

・高谷子供の家 （1995年築）

・俣野子供の家 （1996年築）

・大鋸児童館 （1997年築）

・辻堂児童館 （1998年築）

・鵠洋児童館 （2000年築）

評

価

該
当
施
設

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

・長後子供の家 （1990年築）
・鵠南子供の家 （1991年築）

・辻堂砂山児童館 （2002年築）

・石川児童館 （2003年築）

＜４施設＞

パターン ②

問題がない施設

パターン ①

・今は問題ない
⇒今後10～20年で建替えや
大規模改修が必要となる施設

＜18施設＞

バリアフリー対応が必要な施設

今後、老朽化
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③ 利用状況 

■ 分析内容 

児童館、地域子供の家の利用状況について、利用者数を年代別に整理しました。利

用対象である、幼児とその保護者、小学校低学年（１～２年生）、小学校中高学年（3

～6 年生）、中・高生の４つに分類して整理・分析しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １）利用年代別利用者数 

児童館の年間利用者数は、14 万 5,500 人で１館当り約 2.9 万人、１日当りでは約

84 人が利用しています。 

地域子供の家の年間利用者数は 25 万 5,540 人で１施設当り約 1.5 万人、１日当り

では約 44 人が利用しています。 

年代別にみると、児童館は小学生の利用が年間約 10.7 万人で全体の 73％を占めて

おり、幼児とその保護者の利用が約 3.7 万人（21％）となっています。 

地域子供の家は小学生の利用が年間約 16.5 万人で全体の 64％を占めています。幼

児とその保護者が約 8.2 万人（32％）となっており、両施設ともに小学生の利用が中

心で全施設合わせて年間 27.2 万人、１日当りでは約 787 人が利用しています。 

このことから、市立小学生（2.2 万人）の平均約 4％程度の児童が毎日利用している

といえます。 

施設毎の年間の利用者数は、児童館が約 2.4 万人（大鋸児童館）～約 3.3 万人（鵠

洋児童館）、地域子供の家が約 1.0 万人（秋葉台子供の家）～約 2.4 万人（藤沢子供の

家）と施設によって利用の差が大きくなっています。 

 

 

 ２）平日/土日の利用状況 

児童館の平日１日当りの利用者数は１施設当り平均約 100 人です。土日は約 42 人

で、平日の方が約 2.5 倍近く多く利用されています。 

地域子供の家の平日１日当りの利用者数は１施設当り平均約 42 人です。土日は約

48 人で、平日と土日の利用者数に変化はありません。 

児童館と地域子供の家の土日の利用は、ほぼ同じ程度ですが、平日は児童館の方が

約 2.5 倍近く利用されています。 

１）

■ 利用年代別

利用者数

内

容

・幼児とその保護者
・小学校低学年（1～2年生）
・小学校中高学年（3～6年生）
・中・高生

【利用対象】

■ 平日／土日利用状況
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図 児童館、地域子供の家の利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 児童館、地域子供の家の平日/土日の１施設当りの１日の利用者数 
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低学年

小学校
中高学年

（人）

児童館 地域子供の家 児童館 地域子供の家

幼児 18,253 42,866 3,651 2,522

保護者 18,556 39,286 3,711 2,311

小学校低学年（1～2年生） 53,227 63,843 10,645 3,755

小学校中高学年（3～6年生） 53,636 100,825 10,727 5,931

中学生 1,599 8,720 320 513

高校生 229 0 46 0

合計 145,500 255,540 29,100 15,032

年間利用者数 １施設当り利用者数

小学生が年間27.2万人利用

＝１日当り約787人
（市立小学校の児童2.2万人の約4％）
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中学生
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0.6万人
（39％）
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④ 運営状況 

運営状況の実態について、「運営方式」「運営人員」の２つの項目で整理しました。 

 

 １）運営方式及び運営人員 

児童館、地域子供の家はともに、財団法人藤沢市青少年協会を指定管理者として維

持管理・運営を行っています。 

そのうち、地域子供の家は、財団法人が地域のボランティア（保護者を含む）によ

る各子供の家運営委員会の協力を得て日頃の運営を行っています。 

児童館には５館合わせて 49 人が従事しており、１館当り８人～12 人となっていま

す。 

そのうち、児童館の運営人員は４人で、全てパート・アルバイトの職員です。 

児童クラブの運営人員は 4～8 人で、1 人が青少年協会の職員、その他は全てパー

ト・アルバイトの職員です。 

また、地域子供の家には、利用者が自由に遊ぶために地域ボランティア「見守る人」

２人が常時います。見守る人は遊び方や危険な行為などへの注意など、子どもが安全・

安心に遊べるよう見守っています。 

 

 

 

 

図 児童館、地域子供の家の運営体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童館 地域子供の家

１館当り ８～12人が従事

財団法人青少年協会が

維持管理・運営

（指定管理者：財団法人藤沢市青少年協会が受託）

各地域子供の家運営委員会が

維持管理・運営

（指定管理者：財団法人藤沢市青少年協会が受託）

児童館：４人
（パート・アルバイト）

児童クラブ：４～８人
うち従業員 ：１人
パート・アルバイト：３～７人

「見守る人」が１施設当り２人従事

遊びの指導（遊び方や危険な行為

への注意）を行い、子供が安全・安

心に遊べるように見守っています

2005年度より指定管理者制度導入 2005年度より指定管理者制度導入
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 ⑤ コスト状況 

 １）トータルコストの整理・分析 

  ■児童館 

2006 年度（Ｈ18 年度）の児童館全施設の１年間のトータルコストは約 4.1 億円で

す。トータルコストのうち、減価償却相当額（約 0.1 億円）と辻堂児童館の用地取得

費（約 3.2 億円）を除いた児童館にかかるコストは年間 7,874 万円で、１施設当り

1,575 万円です。 

そのうち、指定管理料として１館当り 1,558 万円を指定管理者に支払っており、１

施設当りのトータルコストの約 99％を占めています。指定管理料の中には、運営費以

外に光熱水費や消耗品等のコストも含まれています。 

市が直接負担するコストは修繕費や建設時の市債利息分です。 

 

表 児童館行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 児童館１施設当りのトータルコスト（2006 年度） 

 

大鋸児童館 辻堂児童館 鵠洋児童館
辻堂砂山
児童館

石川児童館 合計

各所修繕費 0 0 0 0 191 191

老朽箇所修繕費 0 0 0 0 0 0

指定管理料 15,581 15,581 15,581 15,581 15,581 77,906

公有財産購入費　 0 318,117 0 0 0 318,117

市債利息償還金 643 0 0 0 0 643

その他物件費 0 0 0 0 0 0

コスト計 16,225 333,698 15,581 15,581 15,772 396,857

　【収益の部】

利用料 5 0 0 0 6 11

諸収入 0 0 0 0 0 0

収益計 5 0 0 0 6 11

減価償却相当額 3,168 3,102 3,153 2,286 2,998 14,707

コストの部合計（トータルコスト） 19,393 336,801 18,734 17,867 18,770 411,564

収支差額（ネットコスト） 19,388 336,801 18,734 17,867 18,764 411,553

Ⅰ．現金収支を伴うもの
　【コストの部】

Ⅱ．現金収支を伴わないもの
　【コストの部】

Ⅲ．総括

（千円）

※減価償却相当額は「藤沢市財産に関する調書明細書」の評価額から定額法、耐用年数50年、残存価値をゼロとして算出

20

15
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５

０

（百万円）

20

15

10

５

０

（百万円）

指定管理料
1,558万円
（99％）

運営費（人件費含む）
光熱水費
建物管理委託費（清掃、警備等）
消耗品費 等

１施設当りのトータルコスト
1,575万円 各所修繕費

市債利息償還金

※減価償却相当額、用地取得費を除く
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  ■地域子供の家 

2006 年度（Ｈ18 年度）の地域子供の家全施設の１年間のトータルコストは約 1.6

億円です。トータルコストのうち、減価償却相当額（約 0.5 億円）を除いたコスト

は年間 1 億 260 万円で、１施設当り約 604 万円です。 

そのうち、指定管理料として１館当り 399 万円支払っており、１館当りのコスト

の約 66％を占めています。指定管理料の中には、児童館と同じコストが含まれてい

ます。 

市が直接負担するコストは修繕費や建設時の市債利息分、土地の賃料です。 

また、2006 年度には長後子供の家等で遊具の全交換、外壁補修等、約 2,005 万

円の老朽箇所修繕を行っています。 

 

表 地域子供の家行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域子供の家１施設当りのトータルコスト（2006 年度） 
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０

（百万円）

20

15
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５

０

（百万円）

指定管理料
399万円 （66％）

１施設当りのトータルコスト
604万円

※減価償却相当額を除く

土地賃料
各所修繕費
老朽箇所修繕費

運営費
光熱水費
建物管理委託費（清掃、警備等）
消耗品費 等

（千円）

※減価償却相当額は「藤沢市財産に関する調書明細書」の評価額から定額法、耐用年数50年、残存価値をゼロとして算出

※全17施設のうち、「湘南台子供の家」他11施設について抽出しています。

① ② ③ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑪ ⑭ ⑮ ⑯

湘南台
子供の

家

片瀬
子供の

家

羽鳥
子供の
家

藤沢
子供の
家

鵠沼
子供の

家

村岡
子供の

家

大越
子供の
家

六会
子供の
家

長後
子供の

家

本町
子供の

家

秋葉台
子供の
家

高谷
子供の
家

合計

各所修繕費 0 0 0 231 0 0 0 686 106 0 0 0 1,023

老朽箇所修繕費 0 0 0 0 0 0 0 0 17,063 0 2,993 0 20,055

施設整備委託費 0 248 248 0 248 0 248 0 248 0 248 248 1,984

運営委託料 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 3,991 67,852

土地賃借料 0 1,581 1,003 0 0 2,900 1,350 0 1,506 1,687 307 1,344 11,677

その他物件費 0 1 1 0 0 1 1 0 1 1 1 1 6

コスト計 3,991 5,821 5,242 4,222 4,239 6,892 5,590 4,677 22,915 5,679 7,539 5,584 102,597

　【収益の部】

利用料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

諸収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

減価償却費 償却済 12,488 901 7,048 628 508 565 459 1,075 4,724 3,132 3,194 53,465

コストの部合計（トータルコスト） 3,991 18,309 6,143 11,270 4,867 7,400 6,155 5,136 23,989 10,403 10,671 8,777 156,062

収支差額（ネットコスト） 3,991 18,309 6,143 11,270 4,867 7,400 6,155 5,136 23,989 10,403 10,671 8,777 156,061

Ⅱ．現金収支を伴わないもの
　【コストの部】

Ⅲ．総括
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（７） 老人憩いの家・老人ふれあいの家 

 ① 概要 

本市では、地域における高齢者のふれあいの場、レクリエーション等の活動の場と

して「老人憩いの家」を設置し、また、高齢者と次世代が交流する施設として「老人

ふれあいの家」を設置しています。 

施設は、老人憩いの家２施設、老人ふれあいの家１施設、合計３施設、延べ約 451

㎡で、施設内には会議室や和室があり、場の提供を行っています。 

 

 

 １）設置目的 

■老人憩いの家 

地域における高齢者のふれあいの場として、またレクリエーション、教養の向上等

に広く利用してもらい、心身・機能の維持・増進、孤独感の解消を図ることを目的と

しています。 

 

  ■老人ふれあいの家 

高齢者の持つ豊富な知識・経験・技術、そして失われつつある郷土の文化・芸能を

後世に残すため、高齢者と次世代が交流する中でお互いに理解を深めると同時に地域

福祉の確立を図ることを目的としています。 

 

 ２）運営時間 

運営時間：９：００～２２：００ 

運営日 ：３６５日（通年） 

 

 

 ３）施設一覧 

老人憩いの家、老人ふれあいの家は、１館当り約 150 ㎡です。 

善行老人憩いの家は軽量鉄骨造（プレハブ造）で長後老人憩いの家と御所見老人ふ

れあいの家は木造平屋建です。 

善行老人憩いの家、長後老人憩いの家は 1975 年（Ｓ50）築であり、既に築 32 年

が経過しています。 

図 施設一覧 

施設名称 建築年度 構造 敷地面積（㎡） 延べ面積（㎡）

1 善行老人憩いの家 1975
軽量鉄骨
（プレハブ）

561.6 148.1

2 長後老人憩いの家 1975 木造 518.2 131.2

3 御所見老人ふれあいの家 1987 木造 881.0 172.1

1960.8 451.4合計
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図 老人憩いの家、老人ふれあいの家配置図 

※人口は 2007 年度時点 
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② 建物状況 

 １）建物総合評価 

老人憩いの家２施設は耐震の安全性を確認する必要があり、築 32 年を経過して、老

朽化が進行し、建替時期を迎えています。今後、耐震の安全性を確認する必要があり、

建替える場合は、他の機能との複合化や廃止を含めた検討を行う必要があります。 

老人ふれあいの家は、同一敷地内にある中里子供の家との合築による建替えを行う

計画となっています。 

 

 

 

 

 

 

図 老人憩いの家、老人ふれあいの家建物総合評価結果 

・善行老人憩いの家 （1975年築）

・長後老人憩いの家 （1975年築）
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＜２施設＞
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③ 利用状況 

■ 分析内容 

老人憩いの家、老人ふれあいの家の利用状況について、年間利用者数を整理・分析

しました。また、利用目的別の利用者数を善行老人憩いの家をサンプルとして整理・

分析しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １）年間利用件数・利用者数 

老人憩いの家、老人ふれあいの家は全３施設合わせて、年間 1,031 件、1 万 2,269

人に利用されています。１施設当りの利用件数は 175 件（長後老人憩いの家）～444

件（御所見老人ふれあいの家）で、1 日当りでは 0.5 件（長後）～1.2 件（御所見）

となり、長後老人憩いの家は２日に１件程度利用されています。 

御所見ふれあいの家は、１日当り 13 人に利用されています。 

御所見老人ふれあいの家は、多世代の交流施設となっていますが、実際の利用状況

をみると、利用頻度などは、老人憩いの家と大きな差はありません。 

 

図 老人憩いの家、老人ふれあいの家利用件数、利用者数（2006 年度） 
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■ 目的別利用状況（善行老人憩いの家） 

老人憩いの家が、実際にどのような目的で利用されているのかを把握するため、

善行老人憩いの家をサンプルとして年間の利用をみると、2006 年度（Ｈ18 年度）

の年間利用件数は 412 件で、そのうち、カラオケやダンス、編み物などの老人クラ

ブなどでのサークル活動の利用が 280 件で全体の約 68％と、ほとんどがサークル

活動利用となっています。 

その他、地域の自治会や防犯パトロール会、地域老人会などの地域集会を目的と

しての利用が 132 件と全体の約 32％程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

図 善行老人憩いの家の目的別利用状況（2006 年度） 

善
行
老
人
憩
い
の

家
年
間
利
用
件
数

50

100

150

200

250

300

350

400

450

412件

サークル活動
280件
（68％）

地域集会
132件
（32％）

・自治会
・防犯パトロール会
・地域老人会

等

・老人クラブ
（カラオケ）
（ダンス）
（編み物） 等

（件）



 130

④ 運営状況 

 １）運営方式 

老人憩いの家、老人ふれあいの家の維持管理・運営は地域の利用者の代表からな

る「地域運営委員会」に委託して行っています。 

施設には従事者はおらず、利用時に利用者が施設管理者に鍵を借りて利用する施

設で、市民の家と同様の方式となっています。 

清掃は利用者が行い、市は施設の故障などの修繕を行っています。 

 

■ 利用の方法 

老人憩いの家、ふれあいの家の会議室、和室を利用するためには、事前に直接施

設又は施設管理者（近隣の運営委員会の自宅）へ訪れて、予約を行う必要がありま

す。インターネットや電話での予約受付は行っていません。 

利用当日は、施設管理者に鍵を借りて、利用者自身で開錠し、利用終了後は、利

用者が清掃等を行い、元の状態に戻しています。 

 

 

 

図 老人憩いの家、ふれあいの家の運営体制 
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 ⑤ コスト状況 

 １）トータルコストの整理・分析 

2006 年度（Ｈ18 年度）の老人憩いの家、老人ふれあいの家に１年間にかかるコ

ストは、約 829 万円です。 

トータルコストのうち、減価償却相当額（約 682 万円）を除いた３施設にかかる

コストは年間約 147 万円で、１施設当り約 49 万円です。 

そのうち、施設にかかるコストは 70 万円で約 48％を占めています。 

事業運営にかかるコストのうち、施設内での事故等の傷害・損害保険料が約 44

万円で、年間コストの約 147 万円の約 30％を占めており、事業運営にかかるコス

トとしてかかっているコストのほとんどが保険料と消耗品、通信運搬費などのその

他物件費です。 

御所見老人ふれあいの家には次世代交流のための経常的委託費が年間約 11 万円

あります。 

 

 

 

 

 

表 老人憩いの家、老人ふれあいの家行政コスト計算書（2006 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※減価償却相当額は「藤沢市財産に関する調書明細書」評価額から定額法、耐用年数 50 年、残存価値ゼロとして算出 

 

（千円）

善行
老人憩いの家

長後
老人憩いの家

御所見
老人ふれあいの家

合計

各所修繕費 80 0 93 173

老朽箇所修繕費 0 0 0 0

光熱水費 171 86 269 527

建物管理委託費 0 0 0 0

施設にかかるコスト計 251 86 362 700

次世代交流事業委託 0 0 107 107

傷害・損害保険料 147 147 147 442

その他物件費 69 39 114 223

事業運営にかかるコスト計 216.715 186.274 368.514 772

468 273 731 1,471

償却済 償却済 6,820 6820

Ⅲ．総括
468 273 7,551 8,291

　減価償却相当額

コストの部合計（トータルコスト）

Ⅱ．現金収支を伴わないもの

Ⅰ．現金収支を伴うもの
　【コストの部】

施
設
に
か
か
る

コ
ス
ト

事
業
運
営
に
か
か

る
コ
ス
ト

現金収支を伴うコスト　計
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第４章 主な広域対応施設の現状把握 

４章では、３つの広域対応施設について現状を整理しました。 

 

（１） 市民病院 

 ① 概要 

藤沢市民病院は 1971 年（S46）に開院しました。現在の総病棟数は 536 床です。 

開院時から地域医療機関との連携と機能分担による病院運営を進めてきましたが、

2000 年（H12）に神奈川県下で初めて医療法に基づく「地域医療支援病院」に承認さ

れました。 

2005 年（H17）には、国から「地域がん診療拠点病院」（現在の地域がん診療連携

拠点病院）の指定を受け、翌 2006 年（H18）には、救命救急センターを開設し、地

域医療支援病院の役割の１つである救急医療の充実に取り組んでいます。 

外来診療は、地域医療連携に基づいた紹介予約制により臓器別の２５診療科からな

る専門外来、地域の医療機関からの紹介によらず、受付順により診療する小児科及び

２４時間体制で診療を行う救急外来からなります。 

■外来 

 

 

 

 

 

 

■診療時間等 

  

 

 

■湘南東部医療圏 

神奈川県では「神奈川県保健医療計画」で、健康づくりから疾病の予防・治療・社

会復帰までの総合的な保健医療体制を整備するための地域単位として、１次、２次及

び３次の保健医療圏を設置しています。 

本市は、２次保健医療圏のうち茅ヶ崎市や寒川町を含む「湘南東部医療圏域」に属

しています。 

藤沢市民病院は湘南東部医療圏域の地域医療支援病院となっており、圏域全体の

11.8％の病床数を占めています。 

また、救急外来の搬送数は、時間内・時間外合わせて年間 3 万 559 人となっており、

湘南東部医療圏の救急患者数（8 万 4,391 人）の約 36％を占めています。 

図 湘南東部医療圏内に占める藤沢市民病院の状況 

 湘南東部医療圏 藤沢市民病院 

病床数（H19.2.21） 4,551 床      536 床 （11.8％） 

救急患者数 8 万 4,391 人      3 万 559 人 （36.2％） 
  ・時間内    7,308 人
  ・時間外 2 万 3,251 人

□ 専門外来（25 科） 内科・循環器科・呼吸器科・消化器科・腎臓科・外科・消化器外科・呼吸器外科・

小児科・産婦人科・脳神経外科・整形外科・皮膚科・泌尿器科・眼科・耳鼻咽喉

科・神経科・形成外科・歯科口腔外科・放射線科・心臓血管外科・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科・

麻酔科・神経内科・血液膠原病科 

□ 小 児 科 

□ 救命救急センター 

□ 診療時間   9：00 ～ 17：00 

□  受付時間   8：30 ～ 11：00（小児科）   □ 診療日  月 ～ 金 （祝祭日除く） 
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 ② 経営分析に関する指標 

総務省自治財政局編「地方公営企業年鑑」をもとに、藤沢市民病院の経営分析に関

する概要を以下にまとめました。 

 

 計　536床

一般 530床 患者１人１日当り薬品費（円）

感染症 6床 ア.投薬 1,027円

計　91.3％ イ.注射 2,763円

一般 92.40% 入院患者１人１日当り給食材料費 686円

感染症 0.50% 薬品使用効率（％） 計　101.0％

15.4日 ア.投薬 102.00%

イ.注射 100.60%

１日平均

入院 469人 投薬収入 4.60%

外来 1,380人 注射収入 12.30%

外来患者比率（％） 197.50% 検査収入 11.00%

職員１人当り患者数 放射線収入 6.60%

医師

入院 5.1人 職員給与費 50.60%

外来 10.1人 薬品費 15.50%

看護部門 その他の材料費 13.40%

入院 0.9人

外来 1.8人 患者100人当り検査件数 404.4件

患者100人当り放射線件数 26.2件

検査技師１人当り検査件数 58,841件

ア.入院 45,892円 検査技師１人当り検査収入 36,005千円

うち　投薬 895円 放射線技師１人当り放射線件数 5,561件

　　　注射 4,692円 放射線技師１人当り放射線収入 31,747千円

　　　処置・手術 11,084円

　　　検査 2,288円 １人１日当り徴収額

　　　放射線 1,304円 ア.個室　　　　最高 31,500円

　　　入院料 23,485円 　　　　　　　　 最低 6,300円

　　　給食 1,466円 イ.２人以上　 最高 7,560円

　　　その他 678円 　　　　　　　 　最低 2,520円

イ.外来 10,779円 室料差額対象病床数/総病床数 15.70%

うち　投薬 1,125円 160.9人

　　　注射 1,810円 医師 25.0人

　　　処置・手術 606円 看護部門 103.0人

　　　検査 2,569円 薬剤部門 4.0人

　　　放射線 1,593円 事務部門 9.7人

　　　初診料 434円 給食部門 5.1人

　　　再診料 602円 放射線部門 4.5人

　　　その他 2,039円 臨床検査部門 6.5人

その他部門 3.0人

ア.医師 344,319円 735人

イ.看護部門 60,121円

償却資産 25,194

　　　　うち　建物 19,531

　　　　　　　器械・備品 5,152

４．患者数

９．検査の状況

10.室料差額の状況

11.病床100床当り職員数

12.全職員数

５．収入

藤沢市民病院

13.一床当り固定資産

患者１人１日当り診療収入（円）

職員１人１日当り診療収入（円）

７．診療収入に対する割合（％）

６．費用

８．医業収益に対する割合（％）

１．病床数

２．病床利用率

３．平均在院日数（一般のみ）
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 ③ 診療科別の患者数 

2007 年度（H19 年度）の病床数は 536 床で、患者数は 50 万 6,960 人です。 

2002 年度（H14 年度）からの６ヵ年の推移では、2006 年度（H18 年度）の救命救

急センターの開設により 30 床増加しています。 

患者数は、2002 年度（H14 年度）の約 54 万人をピークに減少傾向にあります。 

職員数は、救命救急センターの開設などにより、2006 年度（H18 年度）から増加傾

向にあり、2002 年度との比較では 78 人増加しています。 

 

 

 

表 病床数・患者数・職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 職種別職員定数 

2007 年度（H19 年度）の職種別の職員定数では、医師が 92 人、理学療法士や作業

療法士、臨床検査技師などの医療技術部門が 107 人、看護部門が 496 人、事務員が

40 人、医療支援部が 13 人となっています。 

 

 

表 職種別職員数 

区   分 定 数 区   分 定 数

診 療 部 医 師 92

理学療法士・作業療法士・言語聴
覚 士
臨 床 検 査 技 師
放 射 線 技 師
薬 剤 師
栄 養 士 ・ 調 理 師
事 務 ・ 助 手 等

6
30
24
18
25
4

事 務 員 
写 真 技 師 
用 務 等 

37
1
2医

療

技

術

部 

小  計 107

事

務

員 

小  計 40

看 護 師 等
保 育 士
看 護 助 手
医 療 事 務 員

468
1

19
8

事 務 員 
看 護 師 
臨 床 工 学 技 士 

5
4
4

看

護

部
小  計 496

医
療
支
援
部 小  計 13

 合   計 748

 

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

病床数（床） 506 506 506 506 536 536

患者数（人） 540,328 539,096 531,329 523,925 509,271 506,960

職員数（人）※ 669 670 689 686 735 747

救命救急センター開設

（※各年度 3 月 31 日現在） 
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⑤ 建物状況 

藤沢市民病院は、東館（1971 年築）、西館（1989 年築）、外来棟（2000 年

築）及び救命救急センター（2006 年築）を主体とした施設運営を行っており、延

べ 4 万 3,781 ㎡です。 

施設の整備は市民病院施設改修計画に基づいて行っています。 

東館は、2009 年度（H21 年度）に耐震診断を実施する計画となっており、診断結

果によっては、補強などの対策が必要となります。 

エネルギー棟（1987 年築）は、築 20 年以上が経過し、建物・電気・機械設備

等が老朽化していることから、2009 年度に設計委託を行い 2013 年度（H25 年度）

まで、年次計画により大規模改修を計画しています。 

なお、ボイラー等の熱源設備については、ＥＳＣＯ事業（民間資金の活用）を導入

し、2007 年度（H19 年度）に更新が終了しています。 

 

 

 ⑥ コスト状況 

藤沢市民病院の 2006 年度（H18 年度）のコストは 144 億円、1 年間の収入は約

136.6 億円で、約 7 億円の損失となっています。 

これを前年度までの利益剰余金約 6.6 億円で補填しましたが、なお約 0.4 億円の

損失となっています。 

2003 年度（H15 年度）とのトータルコストの比較では、救命救急センターの開設

などにより職員数が増加し、約 10 億円増加しています。また、収入では約 1.4 億

円の増加となっていますが、差引きで３ヵ年で約 8.6 億円の損失が出ています。 

市の一般財源からは毎年約 17 億円の補助負担金を支出しています。 

 

図 藤沢市民病院 行政コスト計算書（損益計算書） 
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134.2億円 135.2億円 141.7億円 138.6億円
144.0億円
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（２）市民会館 

 ① 概要 

市民会館は、市民文化の向上と福祉の増進に寄与することを目的に、1968 年（S43）

に開館しました。施設内の大ホール（1,380 席）では藤沢市民オペラや演劇などの文

化事業が定期的に行われる他、高齢者福祉大会やふじさわ環境フェアなどの大規模な

事業にも使用されています。 

大ホールの他にも小ホール（434 席）やリハーサル室、展示集会ホール、レストラ

ンなどがあり、施設全体の延床面積は約 1 万 590 ㎡です。 

また、同一敷地内には有形文化財の「旧近藤邸」があり、南市民図書館、秩父宮記

念体育館などの施設も隣接しています。 

 

■ 施設概要及びスペース構成 

 

 

 

 

 ＜棟別＞ 

 

 

 

 

 

 ＜分館＞ 

 

 

市民会館（１万 590 ㎡）は、主にホール機能（4,905 ㎡）が全体の約 46％を占め

ており、ホールに付属するリハーサル室や楽屋などを含めると施設全体の約 47.8％を

占めています。その他、展示機能約 693 ㎡（7％）や会議・集会機能約 575 ㎡（5％）

などがあります。 

市民会館は、2008 年度（H20 年度）に耐震補強工事を行い既に安全性を満たしてい

ますが、施設全体が老朽化しており、このまま使用していく場合は、設備などを含め

た大規模改修が必要であるとともに、身体障害者等への対応としてバリアフリーの対

応も行う必要があります。 

 

■ 運営時間 

 

 

 

■主な事業（例） 

 

 

□ 全 館   9：00 ～ 22：00（受付 9：00 － 17：00） 

       （休）毎週月曜日、休日の翌日、12/28 ～ 1/4 

□ 藤沢市民オペラ 
□ 高齢者福祉大会 
□ ふじさわ環境フェア      等 

市民会館 17,754.16 10,589.84 藤沢市鵠沼東８－１ 1968年 304

施設名称
運営日数

（日）
建築年度

（年）
敷地面積

（㎡）
建物延床面積

（㎡）
所在地

延床面積 構造 建築年度

旧近藤邸 173.4 木造2階建 1925（国登録有形文化財）（1981年移築）

施設概要

延床面積 構造 建築年度

１．大ホール棟・小ホール会館棟 大ホール棟 4,853.3

小ホール会館棟 4,035.9

２．第一展示集会ホール棟 1,603.5 鉄骨造 1986

３．事務室 40.5 軽量鉄骨造 1980

４．排煙塔 56.6 鉄筋コンクリート造 1968

10,589.8

1968
大ホール（1,380席）、楽屋、リハーサル室、シャワー室

小ホール（434席）、楽屋、シャワー室、展示ﾎｰﾙ、会議室　等

第１展示集会ホール（373㎡）、ロビー、レストラン

鉄筋コンクリート造

施設概要
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② 利用状況 

１）利用件数・利用者数 

2006 年度（H18 年度）の利用件数は年間 5,387 件、利用者数は 38 万 6,610 人

となっています。１日当り平均約 18 件、約 1,272 人が利用しています。 

2002 年度（H14 年度）からの年間利用者数の５ヵ年の推移をみると、2002 年度

に比べ約 3.6 万人、約 8.5％減少しています。 

利用機能別の内訳をみると、大ホール、小ホールの利用が減少しており、会議・集

会機能の利用が増えています。このうち大ホールの利用者の減少は、音響設備等の改

修のため、約１ヵ月間ホールを休館したことによるもので、2005 年度（H17 年度）の

減少も設備改修に伴う休館によるものとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

図 利用機能別の利用者数の推移 
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③ 運営状況 

市民会館は、市の職員 4.9 人と施設利用に関する受付・案内、舞台管理業務などを

委託している委託先の従業員 21 人、合わせて 25.9 人で維持管理・運営を行っていま

す。 

市の職員は、施設全体の管理・運営や各種主催事業の企画・開催などを行っていま

す。 

市民会館事業の効率的な運営を行うため、施設利用に関する受付・案内や舞台管理

業務、清掃・警備等の施設管理を「藤沢市民会館サービスセンター株式会社」に委託

しています。 

市の職員の業務別の人員は、施設全体の管理業務に 2.8 人、各種主催事業の企画・

開催に 1.3 人、その他事務業務に 0.8 人となっています。（１人が複数の業務を担当し

ている場合、業務量で按分しているため、小数点以下があります。） 

注：藤沢市民会館サービスセンター株式会社は、市民会館事業の効果的な運営を図る 

ため 1968 年（S43）に藤沢市と「株式会社さいか屋」が共同出資して設立した

企業です。 

また、市が主催する自主事業以外に市が出資している「財団法人藤沢市芸術文化振

興財団」（市民会館内に事務所を設置）が市民オペラや演劇、ミュージカル等の文化事

業を主催しています。 

 

 

      表 市民会館業務内容及び運営人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務内容 2006

・市民会館管理業務
・市民会館整備事業
・文化行政一般事務

2.8

・各種講座・文化事業等の主催 1.3

・その他
(財団指導・文化振興基金積み立て・湘南
台管理等業務)

0.8

合計 4.9

委託会社職員
担当業務

・施設利用に関する受付・案内
・舞台管理業務
・施設の清掃・警備、保守点検等

21.0

25.9

市の職員
担当業務

「藤沢市民会館サービスセンター株式会社」
（1968年設立 藤沢市、株式会社さいか屋の共同出資）
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④ コスト状況 

2006 年度（H18 年度）のトータルコストは、6 億 5,325 万円です。 

その内訳は、事業運営にかかるコストは 2.5 億円（38％） 

      施設にかかるコストは  4.0 億円（62％）となっています。 

トータルコスト約 6.5 億円のうち、事業運営にかかるコストや施設の光熱水費、維

持管理委託費等の毎年経常的にかかるコストは約 5.5 億円で、約 84％を占めています。 

2005 年度（H17 年度）との比較では、施設の修繕費等が約 0.4 億円増加していま

す。 

事業運営にかかるコスト約 4.0 億円のうち、財団法人藤沢市芸術文化振興財団や文

化活動を行っている各協議会への負担金、補助金として、トータルコストの約 30％に

あたる約 1.8 億円を支出しています。 

一方、藤沢市民会館サービスセンター株式会社への委託料は毎年約２億円です。 

2006 年度の収益は約 2.8 億円となっていますが、そのうち約 70 パーセントの約

2.0 億円が文化振興基金からの繰入金となっています。 

収益のうち、利用者の利用料収入は年間約 0.5 億円で、トータルコストの約 7％と

なっています。 

今後、耐震補強や老朽化に伴う修繕などのコストが、さらに大きくなっていくと予

測されます。 

 

 

図 市民会館トータルコスト 
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（３）湘南台文化センター 

 ① 概要 

湘南台文化センターは、市の文化創造の拠点施設として、「こども」「地域」「対話」

の３つを理念に、公開プロポーザルで最優秀作品となった女性建築家の設計により、

1987 年（S62）～1990 年（H２）を２期に分けて設置しました。 

施設内には子供達が自由に来館し、科学や文化を体験できる体験型展示、プラネタ

リウムによる宇宙劇場、親と子が共同で参加するワークショップなどを行う「こども

館」や「市民シアター」があります。 

また、湘南台地区の拠点施設である「湘南台市民センター・公民館」や子育て支援

の場としての「湘南台子育て支援センター」を併設しています。 

湘南台文化センターは築 18 年を経過し、今後建物の外装や内装、設備等の１回目の

修繕・更新時期を迎えます。しかし、建物が独特な形状をしており、メンテナンスな

どを含め、他の施設よりコストがかかることが見込まれます。 

また、施設内の展示内容の更新やプラネタリウムの設備更新にも多くのコストがか

かり、今後、施設全体に多額のコスト負担が生じることが予測されます。 

 

 

 

 ■施設概要 
運営日数 

施設名称 
敷地面積 

(㎡) 

建築延床面積

(㎡) 
所在地 建築年数 

市民ｼｱﾀｰ こども館

湘南台 

文化センター 
7,786.38 14,315.34 藤沢市湘南台 1-8 1989 年 304 日 300 日 

 ＜機能別構成＞ 

 施設概要 延床面積(㎡) 
建 築 年 数

(年) 

1.こども館 ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ(70 ㎜全天周映画上映設備併設)、展示室、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(工房室) 

2.市民ｾﾝﾀ ・ー公民館 地域行政ｻｰﾋﾞｽ窓口、公民館施設(会議室・ﾎｰﾙ・体育館等) 
10,897.82 1989 

3.市民ｼｱﾀｰ 多目的ﾎｰﾙ(固定席 600 席)、ﾘﾊｰｻﾙ室(収容人数 80 人)、ｽﾀｼﾞｵ、楽屋(4 室) 3,417.52 1990 

4.駐車場・駐輪場 普通車 80 台程度、自転車 60台程度   

5.その他施設 屋上廻遊散策路、せせらぎ 等   

6.湘南台子育て 

 支援センター 

 （地下 1F） 

 子育てひろば  月～土 10：00～15：00 

 個別相談    月～土  9：00～16：00 

 子育て情報   月～土  9：00～16：00 

  

＜スペース構成＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

こども館
3,555㎡（25％）

市民シアター
3,418㎡（24％）

湘南台市民センター
公民館

3,086㎡（21％）

子育て支援センター・ファミリーサポートセンター

Let‘s ふじさわ、在宅介護サービス等

その他共用・管理スペース
（事務室、通路、

トイレ、機械室等）
展示ホール

1,457㎡

プラネタリウム

683㎡

ワークショップ
陶芸室

その他
共用部

ホール
930㎡

リハーサル室
楽屋等

その他
共用部

14,315㎡

（㎡）
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② 利用状況 

利用状況は大きく「こども館」「市民シアター」の２つに分けて整理・分析しました。 

 １）こども館 

こども館の利用状況の内訳として、「展示ホール」「宇宙劇場」「ワークショップ・陶

芸教室」に分けて整理しました。 

2006 年度（H18 年度）のこども館全体の利用者は、約 13.2 万人で、１日当りでは

440 人が訪れています。これは公民館の１日の利用者数とほぼ同じです。 

2003 年度（H15 年度）と比較すると、約 1.4 万人（10％）減少しています。 

 ■展示ホール 

展示ホールでは、手で触れて音を出したりする体験型展示や天文・宇宙関係の展示、

ビデオギャラリーなどが利用できます。 

2006 年度の展示ホールの入館者数は 8 万 521 人で、こども館全体の約 61％を占

めています。１日当りでは約 268 人が訪れています。 

そのうち、一般利用が約 6.9 万人と全体の約 86％を占めています。子ども達が自由

に来館して利用する他、学校等での課外授業などで利用されています。 

平日、土日の１日当りの入館者数は、平日が約 195 人、土日が約 388 人と比較的

土日での利用が多くなっています。 

 ■宇宙劇場 

宇宙劇場では、プラネタリウムを使用したテーマ番組の上映会（１日４回～５回）、

当日の星空の解説などを行っています。 

2006 年度の宇宙劇場の利用者数は、5 万 1,247 人です。１日当り平均では約 171

人が訪れており、一般利用が約 3.9 万人と全体の約 77％を占めています。 

平日、土日の１日当りの入館者数は、平日約 164 人、土日約 182 人と比較的土日

の利用が多くなっていますが、上映回数は、土日が 561 回と平日 296 回と比べ多く

なっており、上映１回当りの利用者数は土日が約 36 人、平日が約 62 人となっていま

す。 

■ワークショップ・陶芸教室 

ワークショップは毎週土日のみ開催しており、焼きものや工作、野外観察などを行

っています。 

2006 年度のワークショップの利用者数は、179 回、1 万 7,327 人で、１回当り

約 97 人が利用しています。陶芸教室は年間 12 回、224 人が利用しています。１ヶ

月に１回開催し、１回当り平均 18 人が利用しています。 

ワークショップや陶芸教室に使用する部屋は、開催時以外は市民の個別利用はでき

なくなっています。 

図 宇宙劇場の入館者数と上映回数 
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  ２）市民シアター 

市民シアターは 700 席（固定席 600 席）をもち、音楽から演劇まで幅広いイベン

トを開催できる「ホール」や「リハーサル室」「スタジオ」などの貸出しや主催事業の

開催を行っています。 

2006 年度（H18 年度）の市民シアターの利用状況は、1,177 件、6 万 7,618 人が

利用しています。１日当り平均約 4 件、約 222 人が利用しています。 

利用状況は、2002 年度（H14 年度）の 1,187 件からほぼ変わっていません。 

利用は、ホール及びリハーサル室利用が中心で、全体の約 92％を占めています。 

また、利用内容別では、約 73％が一般利用であり、文化振興財団の主催事業は全体

の約２％になっています。 

 

図 市民シアターの利用件数及び入場者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市民シアターの利用目的別の利用状況 
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 ③ 運営状況 

湘南台文化センターはこども館事業が 11.9 人、市民シアター事業が 7.6 人、施設

の維持管理に 1.5 人、合わせて 21 人で維持管理・運営を行っています。そのうち市

職員は３人で、こども館事業、市民シアター事業、施設維持管理業務を行っています。 

こども館の展示ホールや宇宙劇場、ワークショップの開催、受付・案内、運営は「財

団法人藤沢市まちづくり協会」が全て行っています。 

市民シアターの舞台運営は、市民会館と同様に「藤沢市民会館サービスセンター株

式会社」に委託しています。また、市民会館と同様に「財団法人藤沢市芸術文化振興

財団」が市民シアターで演劇、ミュージカル等の文化事業を主催して行っています。 

    表 湘南台文化センター業務内容及び運営人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ コスト状況 

湘南台文化センターの 2006 年度（H18 年度）トータルコストは、5 億 382 万円で

す。そのうち、事業運営にかかるコストは、約 3.0 億円（59％）、施設にかかるコス

トは、約 2.0 億円（41％）となっています。湘南台市民センター・公民館と併設して

おり、建物全体のコスト（約 6.8 億円）の約 74％を占めています。 

湘南台文化センターは、運営業務を委託しており、その委託料は約 2 億円と、全体

の約 42％を占めています。また、市職員の人件費は約 0.3 億円（6％）かかっており、

業務委託料と人件費でトータルコスト全体の約半分を占めています。 

過去の施設整備等の利息支払いが年間約 0.4～0.6 億あり、2010 年度（H22 年度）

まで返済が残っています。 

図 湘南台文化センターのトータルコスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名称 業務内容 2006

こども館事業

・展示ﾎｰﾙの利用受付・案内
・展示ﾎｰﾙの維持管理等
・宇宙劇場の企画・開催
・宇宙劇場の利用受付・案内
・ワークショップの企画・開催
・陶芸教室の企画・開催

11人

市民シアター事業
・施設利用に関する利用受付・案内
・各種講座・講演会等の主催
・その他（舞台業務）

７人

・こども館事業管理業務
・市民シアター事業管理業務
・施設維持管理事業管理業務

３人

財
団
業
務

市職員業務

２１人

57 31

206
214

60
47

30

28

68

68

62
64

4645
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0

100

200

300

400

500

600

（百万円）

5.2億円
5.0億円

業務委託料
（こども館事業）

コ
ス
ト

収
益 0.5億円 0.5億円

市債利息
償還金

建物管理
委託料

利用料収入

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

人件費

3.2
億円

（71%）

（29%）

施
設
に

か
か
る
コ
ス
ト

1.3
億円

3.0
億円

（70%）

（30%）

1.3
億円

2005年度 2006年度
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第５章 地区別に見た地域対応施設の実態 

１．分析の流れ 

１・２章で整理した市全体の現状及び３章で整理・分析した用途別の施設及び行政サービスの実態を、５章

では地区特性・今後の地区別人口構成変化をふまえた上で、地区ごとに用途・機能を横断的に分析し、13 地

区それぞれの行政サービスの実態を整理しました。 

 
図 分析の流れ 

 

 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

２．地区別実態把握 

各地区で行われている行政サービスの実態を整理し、隣接する地区ごとにまとめました。 

Ａ地区 Ｂ地区

１・２章：藤沢市全体の現状把握 ３章：用途別実態把握

人口

（人口推移・将来予測・地区別）

財政状況

市の概要

保有する資産（土地・建物）の状況

市民センター・公民館

図書館

市民の家

小・中学校

保育所

●● 地区特性地区特性

• 交通特性

• 人口構成、将来予測

• 地勢・土地利用状況

• 開発動向 等

• 建物状況

• 利用状況

• 運営状況

５章 地域別行政サービスの実態把握

① 地区ごとに横断的に分析

② 隣接する地区と比較

コスト情報

ス
ト
ッ
ク

情
報

（用途別）

・同一用途群での利用状況

（例：地区内市民の家全体での利用状況等）

・同一機能群での利用状況
（例：会議集会機能として公民館+市民の家の利用状況）

●● 行政サービスの実態把握行政サービスの実態把握

保
育
所

※人口は 2005 年度時点 
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（１）辻堂地区・鵠沼地区・片瀬地区 

 

表 公共施設一覧 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表  

 辻堂地区 鵠沼地区 片瀬地区 

人
口
構
成
及
び
変
化
に
つ
い
て 

 地区内全人口は、今後 20 年で

1,249 人減少することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で大きく減少し、年少人口

比率は 14.5％（2005 年）から

11.1％（2025 年）となる予測 

 生産人口は、40 代前半までが

大きく減少し、生産人口比率は

66.9％（2005 年）から 62.1％

（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 18.6％（2005 年）から 26.8％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

3,939 人増加することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で増加するがその後減少

に 転 じ 、 年 少 人 口 比 率 は

14.1％（2005 年）から 12.2％

（2025 年）となる予測 

 生産人口は 30 代後半までが大

きく減少し、生産人口比率は

67.3％（2005 年）から 63.0％

（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 18.6％（2005 年）から 24.8％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

3,832 人増加することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で大きく増加し、年少人口

比率は 12.6％（2005 年）から

13.0％（2025 年）となる予測 

 生産人口は、30 代後半～50 代

前半までが増加するが、生産

人口比率は 65.3％（2005 年）か

ら 62.9％（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で増

加 し 、 高 齢 者 人 口 比 率 は

22.1％（2005 年）から 24.1％

（2025 年）となる予測 

施
設
整
備
状
況
に
つ
い
て 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、市民の

家４施設、小・中学校６校、市

立保育所１施設、辻堂市民図

書館が１施設の計 12 施設あ

る。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校が４校で、その中

には 50 人程度児童生徒の減

少が予測されている学校もある

が、人口構成変化より今後は

大幅な減少も予測される。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が２施設あるが、いずれも

１日 2～7 件程度の利用となっ

ている。 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、市民の

家３施設、小・中学校４校、市

立保育所３施設、南市民図書

館が１施設の計 12 施設ある。 

 小・中学校４校とも築 30 年を経

過し大規模改修等が必要で、

その中には児童生徒が 100 人

以上急激に減少する学校や増

加する学校など様々ある。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が２施設あるが、いずれも

１日 1～4 件程度の利用となっ

ている。 

 南市民図書館は、築 44 年が経

過し、建替時期を迎えている。 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、公民館

分館１施設、市民の家３施設、

小・中学校２校の計７施設あ

る。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校は１校で、年少

人口は増加予測であるが学校

の児童数としては 100 人以上

の減少が予測されている。 

 市民の家３施設とも建替え時

期を迎えており、いずれも１日 1

～4 件程度の利用となってい

る。 

１
日
当
り
公
共
施
設
の
利
用
状
況
に
つ
い
て 

 辻堂市民センター・公民館に

は、１日当り 457 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 70 人（140 件）、公民館利用

が 320 人（18 件）、市民図書室

利用が 67 人（218 件）であり、

年間 16.4 万人に利用されてい

る。 

 市民の家は、１施設当り 38 人

（2～7 件）利用されている。辻

堂砂山市民の家は RC 造の新

しい施設であるため他の施設

に比べ利用が多い。市民の家

全体の稼働率は 29％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた辻堂地区の合計

年間利用者は 388 人（28 件）で

稼働率は 33％ 

 鵠沼市民センター・公民館に

は、１日当り 882 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 40 人（81 件）、公民館利用

726 人（34 件）、市民図書室利

用が 116 人（377 件）であり、年

間 31.7 万人に利用されている。

鵠沼市民センターは地区の南

部に立地しているため、地区北

部の住民や通勤・通学者は鉄

道利用の利便性からみて窓口

利用には市役所を利用してい

ると考えられる。 

 市民の家は、１施設当り 19 人

（1～4 件）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 23％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた鵠沼地区の合計

年間利用者は 453 人（30 件）で

稼働率は 38％ 

 片瀬市民センター・公民館に

は、１日当り 401 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 37 人（75 件）、公民館利用が

283 人（16 件）、市民図書室利

用が81人（258件）であり、年間

14.4 万人に利用されている。 

 片瀬公民館分館・片瀬しおさい

センターは、１日当り 194 人（14

件）が利用しており、年間 6.7 万

人に利用されている。 

 市民の家は、１施設当り 24 人

（1～4 件）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 19％ 

 公民館及び分館の会議・集会

機能（会議室・談話室等）と市

民の家の利用を合わせた片瀬

地区の合計年間利用者は 314

人（22 件）で稼働率は 27％ 

施

設

整
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状

況
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内
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り
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40～44

45～49

50～54

55～59

60～64
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70～74

75～79
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＋2,570人

後期高齢者：20年間で

高

齢

者

人

口

比

率

生

産

人

口

比

率

18.6％

66.9％

14.5％

2005

（7,018人）

（9,113人）

（9,794人） 26.8％
2025

年

少

人

口

比

率

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

2015

62.1％

11.1％
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（25,272人）

（23,980人）
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2025

2015
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辻堂地辻堂地区区 鵠沼地区鵠沼地区 片瀬地区片瀬地区37,770人
2005年

【－1,249人】

今後20年で
52,514人
2005年

【+3,939人】

今後20年で
20,026人
2005年

【+3,832人】

今後20年で

今後20年で減少

今後20年で増加

年間
16.4万人
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・公民館・公民館

457人/日
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■■ 市民の家市民の家
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388人/日

会議・集会機能合計
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(1971)赤字
築35年以上

(1985)青字
築10年以下

11

15

41

3

19

35

22

17

5

15

16

47

公立

民間

そ
の
他

幼
児
施
設

11

-100人以下
-41～-99人以下
-40～+40人
+41～+99人以下
+100人以上

児童数の増減数(平成19～25年)

学級数不足校
学級数10CR以上余裕校

2013年
時点

増

減

人口：20,026人 → 23,858人
面積：3.02ｋ㎡　（+3,832人）

人口：2005年　→　2025年
                 （増減人数）

人口：52,514人(2005年) → 56,453人(2005年)

面積：5.55ｋ㎡　　    （+3,939人）
人口：37,770人(2005年) → 36,521人(2025年)

面積：4.46ｋ㎡　　    （-1,249人）

外部：運営を外部委託
指定：指定管理者制度を導入

藤沢市

広
域
対
応

片瀬地区鵠沼地区辻堂地区

福
祉
・
保
健

そ
の
他

教
育
関
連

市
庁
舎

文
化
施
設

人口：395,896人　（2005年度(Ｈ17)国勢調査）

面積：69.51ｋ㎡
①辻堂地区・鵠沼地区・片瀬地区　110,310人・13.03ｋ㎡
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明治
小学校区域
（明治地区）

神林小学校区域
（村岡地区）

無認可無認可

+6人オーバー +35人オーバー

+10人オーバー

片瀬山
市民の家

198㎡

156㎡

303㎡

716㎡635㎡

10,291㎡8,500㎡

6,191㎡
5,576㎡

6,898㎡

6,691㎡

130㎡

片瀬市民ｾﾝﾀｰ

片瀬公民館

片瀬しおさいｾﾝﾀｰ

2,789㎡ 1,252㎡

1,426㎡

（1987）

鵠沼市民ｾﾝﾀｰ

鵠沼公民館

（1981）

（1997）

（1976）

片瀬浪合
市民の家

片瀬子供の家鵠南子供の家 鵠沼子供の家

152㎡

（1978）

181㎡

（1985）（1991）

156㎡

（1987）

片瀬中学校

片瀬小学校

（2003）

鵠沼中学校

（1969）

（1964）

鵠南小学校

（1970）
鵠洋小学校
（1960）

鵠沼小学校

（1966）

富士見保育園

片瀬山
幼稚園

片瀬のぞみ
幼稚園

湘南
白百合学園
幼稚園

聖マルコ
幼稚園

鵠沼めぐみ
ルーテル
幼稚園

湘南学園
幼稚園

辻堂
二葉幼稚園

子供の園
幼稚園

ｽｽﾞｷﾒｿｰﾄﾞ
幼児学園

みくに
幼稚園

聖和学院
第二幼稚園

のぞみ
幼稚園

幼児教室
すなやま園

鵠沼
幼稚園

もみじ
幼稚園

富士
幼稚園

二葉保育園

神明保育園

鵠沼保育園 藤沢保育園

江の島
市民の家

161㎡

（1978）

鵠南市民の家

（1979）

164㎡

本鵠沼
市民の家

（1976）

229㎡

鵠沼藤が谷
市民の家

（1993）

鵠洋児童館
（2000）

（1967） （1974）

辻堂砂山
市民の家

372㎡

514㎡

5,828㎡

7,187㎡

7,065㎡

234㎡

辻堂市民センター

辻堂公民館
1,475㎡

（1978）

（2002）

八松
子供の家

156㎡

242㎡ 398㎡

（1992）

高浜中学校

高砂
小学校

（1973）

7,643㎡

湘洋中学校

（1989）

（1990） 5,905㎡

八松小学校

（1968）
辻堂小学校
（1962） 5,594㎡

浜見
小学校

（1970）

わかたけ保育園

高砂保育園

辻堂南部
市民の家

259㎡

（1976）

辻堂東海岸
市民の家

（1998）

203㎡

辻堂市民の家

（1981）

辻堂砂山児童館
（2002）

辻堂児童館
（1998）

（1967）

629㎡

浜見保育園

（1972）

5000以上2000�
3000

600�
2000

1.6  2.5  4.5   7.2    9.8       11.6

3000以上600

公民館たち6.5

500
以下

民民

保育園キディ

民
民民

民 民 民民 民 民 民 民 民 民民 民 民 民

同一敷地

辻堂市民図書館
1,652㎡

（1993）（1964）

辻堂
青少年会館

251㎡ 1,371㎡10,590㎡

（1963）

（1968）

南市民図書館市民会館

辻堂公民館年間利用件数

6,287件/年

 稼働率
 38％

会議
ホール
体育
その他

4,710件
1,303�
なし
　274

11,789件/年

 稼働率
 52％

会議
ホール
体育
その他

8,010件
1,683
なし
2,096

鵠沼公民館年間利用件数
5,389件/年

 稼働率
 37％

会議
ホール
体育
その他

3,948件
　957
なし
　484

片瀬公民館年間利用件数

4,933件/年

 稼働率
 48％

会議
ホール
体育
その他

1,150件
なし
2,664
1,119

5,098件
　957
2,664
1,603

片瀬しおさいセンター
年間利用件数

10,322件/年

 稼働率
 42％

会議
ホール
体育
その他

片瀬地区公民館年間利用件数

655件
稼働率 15％

935件
稼働率 17％

1,023件
稼働率 32％

2,374件
稼働率 55％

334件
稼働率 10％

1,335件
稼働率 31％

812件
稼働率 25％

398㎡242㎡

９，６９７　件
２９，６５２コマ

稼働率　３３％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡242㎡

１０，４９１　件
２７，３３０コマ
稼働率　３８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

７，５３８　件
２７，４１４コマ

稼働率　２７％

会議・集会機能合計
年間利用件数

243件
稼働率 ６％

1,576件
稼働率 37％

621件
稼働率 14％

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年

5,476人 4,860人 4,043人

-817人-616人

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年

2005年 → 2015年 → 2025年

7,380人 7,884人 6,876人
14.5％ 12.8％ 11.1％ 14.1％ 14.0％ 12.2％

+504人

0～14歳の人口予測

2,523人 3,004人 3,107人
12.6％ 13.5％ 13.0％

-1,008人

+481人 +103人

JR辻堂駅から

徒歩５分

江ノ島駅から

徒歩５分

湘南海岸公園駅

徒歩２分

鵠沼海岸駅から

徒歩２分

年
少
人
口
比
率

(５CR余裕)
-50人

(１CR余裕)
-78人

(２CR余裕)
-30人

(４CR余裕)
+31人

(３CR余裕)
+32人

(３CR余裕)
+16人

(１CR余裕)
-55人

(８CR余裕)
-222人

(１CR余裕)

(余裕なし)

+103人

+30人
(５CR余裕)
-21人

(３CR余裕)
-106人
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（２）藤沢地区・村岡地区 

 

表 公共施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表  

 藤沢地区 村岡地区 

人
口
構
成
及
び
変
化
に
つ
い
て 

 地区内全人口は、今後 20 年で

838 人増加することが予測され

ている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で増加するがその後減少

に 転 じ 、 年 少 人 口 比 率 は

13.9％（2005 年）から 11.4％

（2025 年）となる予測 

 生産人口は、20 代後半～40 代

前半までが大きく減少し、生産

人口比率は 68.6％（2005 年）か

ら 63.4％（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 17.5％（2005 年）から 25.2％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

4,800 人増加することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で増加するがその後減少

に 転 じ 、 年 少 人 口 比 率 は

14.6％（2005 年）から 12.6％

（2025 年）となる予測 

 生産人口は、10 代後半と 40 代

以降が増加するが、生産人口

比率は 70.3％（2005 年）から

65.6％（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 15.1％（2005 年）から 21.8％

（2025 年）となる予測 

施
設
整
備
状
況
に
つ
い
て 

 地区内の公共施設は、公民館

１施設、公民館分館１施設、市

民の家５施設、小・中学校７

校、市立保育所２施設の計 16

施設ある。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校は３校で、その中

には 100 人以上児童生徒の増

加が予測されている学校もある

が、学校により様々である。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が３施設あるが、いずれも

１日 1～5 件程度の利用となっ

ている。 

 地区内の公共施設は、公民館

１施設、市民の家３施設、小・

中学校５校の計９施設ある。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校は１校で、地区

内の学校には 100 人以上児童

生徒の増加が予測されている

学校もある。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が３施設あるが、いずれも

１日 1～5 件程度の利用となっ

ている。 

１
日
当
り
公
共
施
設
の
利
用
状
況
に
つ
い
て 

 藤沢公民館には、１日当り 454

人訪れる。利用の内訳をみる

と、公民館利用が 392 人（25

件）、市民図書室利用が 62 人

（204 件）であり、年間 15.7 万人

に利用されている。 

（市民センターがないため、窓

口は市役所を利用している。） 

 藤沢公民館分館・済美館は、１

日当り 297 人（17 件）が利用し

ており、年間 10.2 万人に利用さ

れている。 

 市民の家は、１施設当り 36 人

（1～5 件）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 29％ 

 公民館及び分館の会議・集会

機能（会議室・談話室等）と市

民の家の利用を合わせた藤沢

地区の合計年間利用者は 571

人（44 件）で稼働率は 37％ 

 村岡公民館には、１日当り 546

人訪れる。利用の内訳をみる

と、公民館利用が 478 人（28

件）、市民図書室利用が 68 人

（228 件）であり、年間 18.8 万人

に利用されている。 

（市民センターがないため、窓

口は市役所を利用している。） 

 市民の家は、１施設当り 23 人

（2～3 件）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 22％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた村岡地区の合計

年間利用者は 220 人（19 件）で

稼働率は 28％ 

施

設

整

備

状

況

地
区
内

１
日
当
り
公
共
施
設
利
用
状
況

地

域

特

性

施

設

整

備

状

況

地
区
内

１
日
当
り
公
共
施
設
利
用
状
況

地

域

特

性

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

＋2,985人

後期高齢者：20年間で

高

齢

者

人

口

比

率

生

産

人

口

比

率

17.5％

68.6％

13.9％

2005

（7,237人）

（9,733人）

（10,622人） 25.2％
2025

年

少

人

口

比

率

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

2015

63.4％

11.4％

2005

（28,461人）

（27,304人）

（26,817人）
2025

2015

2005
（5,744人）

（5,859人）

（4,801人）
2025

2015

藤沢地藤沢地区区 村岡地区村岡地区41,463人
2005年

【＋838人】

今後20年で
26,152人
2005年

【+4,800人】

今後20年で

今後20年で減少

今後20年で増加

年間
15.7万人

公民館公民館

454人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

な し

25件/日
392人/日

204件/日
62人/日

1件/日
14人/日

4件/日
36人/日

4件/日
51人/日

建替え
時期

17件/日
180人/日

【稼働率46％】

【稼働率29％】

44件/日
571人/日

会議・集会機能合計

【稼働率37％】

済美館済美館

分館利用

17件/日
297人/日

【稼働率56％】

297人/日
（分館）

■■ 市民の家市民の家

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

年間
10.2万人

3件/日
40人/日

5件/日
39人/日

年間
18.8万人

公民館公民館

546人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

な し

28件/日
478人/日

228件/日
68人/日

2件/日
18人/日

3件/日
31人/日

2件/日
21人/日

7件/日
70人/日

【稼働率39％】

【稼働率22％】

19件/日
220人/日

会議・集会機能合計

【稼働率28％】

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

■■ 市民の家市民の家

2015年

2025年

2005年

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

大
清
水

藤
沢
小

大
道
小

第
一
中

本
町
小

藤沢公民館

法人立保育所 ３園

済美館

大鋸
伊勢山

大
清
水

今後
児童生徒数減少

今後
児童生徒数増加

大
鋸
小

築30年築30年

藤が岡

柄沢保育園

藤が岡保育園

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

新
林
小

村
岡
中

村
岡
小

高
谷
小

高谷村岡

法人立保育所 ２園

村岡公民館

藤
ヶ
岡

今後
児童生徒数増加

築30年築30年

築25
大清水

藤沢 川名通り町

築25

大清水 藤が岡 伊勢山 藤沢 大鋸 高谷 村岡
川名

通り町

＋2,348人

後期高齢者：20年間で

15.1％

70.3％

14.6％

2005

（3,941人）

（5,884人）

（6,732人） 21.8％
2025

2015

65.6％

12.6％

2005

（18,389人）

（19,431人）

（20,307人）
2025

2015

2005
（3,819人）

（4,240人）

（3,909人）
2025

2015

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

今後20年で減少

今後20年で増加

2025年

2015年

2005年

（年齢不詳21名含む） （年齢不詳3名含む）



地
　
　
域
　
　
対
　
　
応

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 六会 湘南台長後 御所見遠藤明治

施設規模機能凡例

窓口機能 公民館機能

福祉窓口機能 集会機能

高齢者集会機能

児童館機能

小学校機能 湘南台文化センター

図書館機能

ホール機能

保育所機能

幼稚園機能

中学校機能

地域支援機能

子供の家機能

１ ２ ３ ４

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 長後六会 湘南台 御所見遠藤明治

１ ２ ３ ４

外部：運営を外部委託
指定：指定管理者制度を導入

600㎡未満

600以上2000㎡未満

2000以上3000㎡未満

3000以上5000㎡未満

5000㎡以上

公
民
館

市
民

セ
ン
タ
ー

老
人
憩

い
の
家

市
民
の
家

中
学
校

小
学
校

そ
の
他

幼
児
施
設

保
育
所

児
童
館

子
供

の
家

私
立

幼
稚
園

11

15

41

19

35

22

17

5

15

16

36

11

公立

民間

3

(1971)赤字
築35年以上

(1985)青字
築10年以下

-100人以下
-41～-99人以下
-40～+40人
+41～+99人以下
+100人以上

児童数の増減数(平成19～25年)

学級数不足校
学級数10CR以上余裕校

2013年
時点

増

減

藤沢市

広
域
対
応

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 六会 湘南台長後 御所見遠藤明治

１ ２ ３ ４

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 長後六会 湘南台 御所見遠藤明治

１ ２ ３ ４

外部：運営を外部委託
指定：指定管理者制度を導入

村岡
人口：41,463人(2005年) → 42,301人(2025年)

面積：4.70ｋ㎡　　　　（+838人）藤沢
人口：26,152人(2005年) → 30,952人(2025年)

面積：4.08ｋ㎡　　　　（+4,800人）

市
庁
舎

文
化
施
設

人口：395,896人　（2005年度(Ｈ17)国勢調査）

面積：69.51ｋ㎡

人口：2005年　→　2025年
                 （増減人数）

148

無認可 無認可無認可

+4人オーバー +5人オーバー

241㎡

Ａ地区での横断的な改善案

地域支援機能
地域支援機能

本町
子供の家

160㎡
（1993）

藤沢
子供の家

166㎡
（1987）

村岡
子供の家

156㎡
（1988）

高谷
子供の家

163㎡
（1995）

7,384㎡

第一中学校

（1964）

6,292㎡

大清水中学校
（1984）

7,684㎡

村岡中学校
（1980）10,746㎡

藤ヶ岡中学校

（2000）

6,018㎡

本町小学校

（1962）

6,219㎡

藤沢小学校

（1969）
4,744㎡

大清水小学校
（1983）

大道小学校

（1966）

5,407㎡

大鋸小学校
（1980）

5,876㎡

新林小学校

（1978）

5,785㎡

村岡小学校
（1968）

5,886㎡

高谷小学校

（1982）

白旗保育園 村岡保育園高谷保育園

204㎡

伊勢山
市民の家

（1989）
137㎡

藤沢
市民の家

（1981）
169㎡

大清水
市民の家

（1980）
240㎡

藤が岡
市民の家

（1976）
166㎡

大鋸
市民の家

（1988）
174㎡

川名通り町
市民の家

（1982）
195㎡

村岡
市民の家

（1979）
237㎡

高谷
市民の家

（2000）

大鋸児童館
（1997）

728㎡ 539㎡

藤が岡保育園 柄沢保育園

（1965） （1973）

1,717㎡

藤沢
公民館

（1964）

1,163㎡

済美館

（1990）

2,228㎡

村岡公民館

（1966）

聖園
幼稚園

むらおか
幼稚園わかふじ

幼稚園

ふじがおか
幼稚園

ふじがおか
第二幼稚園

幼児教室
どんぐり園

３歳児保育
ひよこ会

幼児ｸﾞﾙｰﾌﾟ
つくしんぼ

湘南ｲﾝﾀｰ
ﾅｼｮﾅﾙｽｸｰﾙ

民 民
民 民 民

民

神明保育園
（分園）

民

藤沢
ﾍﾞﾋﾞｰｾﾝﾀｰ

民 民 民

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
ﾁﾙﾄﾞﾚﾝｽﾞｶﾞｰﾃﾞﾝ

窓口
32.3万件

9,721件/年

 稼働率
 39％

会議
ホール
体育
その他

4,219件
1,586�
なし�
3,916

1,346件
稼働率 31％

1,877件
稼働率 44％

1,305件
稼働率 24％

1,251件
稼働率 39％

371件
稼働率 9％

740件
稼働率 23％

944件
稼働率 22％

658件
稼働率 20％ ６，５６１　件

２３，１９０コマ
稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

１５，５３０　件
４２，２２０コマ
稼働率　３７％

会議・集会機能合計
年間利用件数

②藤沢地区・村岡地区　67,615人・8.78ｋ㎡

村岡公民館年間利用件数

5,744人 5,859人 4,801人

3,819人 4,240人 3,909人

藤沢地区公民館
年間利用件数

14,293件/年

 稼働率
 49％

会議
ホール
体育
その他

9,380件
1,342
1,819
1,752

藤沢公民館年間利用件数

8,481件/年

 稼働率
 46％

会議
ホール
体育
その他

5,387件
1,342
なし
1,752

済美館年間利用件数

5,812件/年

 稼働率
 56％

会議
ホール
体育
その他

3,993件
なし
1,819
なし

藤沢本町駅

徒歩12分

藤沢本町駅

徒歩５分 JR藤沢駅から

徒歩15分

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
13.9％ 13.6％ 11.4％

年
少
人
口
比
率

-1,058人+115人

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
14.6％ 14.4％ 12.6％

+421人 -331人

7,920㎡ 12,692㎡

市役所
（本館・議場棟、東館）

市役所新館

（1951） （1951）

31,635㎡

市民病院

（1971）

31,635㎡

2,234㎡

保健医療センター

（1994）

1,809㎡

老人福祉センター
やすらぎ荘

（1969）

3,711㎡

総合防災センター

（2002）

（1996）

藤沢
青少年会館

972㎡

（1986）

市民ギャラリー

1,108㎡

（1976）

労働会館

3,262㎡

談話室
和室
集会室
体育室　等

展示機能
ルミネプラザ６階
（駅ビル内）

対象：0～18歳の青少年
　　　及び青少年団体

財団法人
藤沢市保健医療財団

北保健センター

高齢者福祉施設
・会議・集会室
・ホール
・入浴施設　等

会議・集会室
ホール
体育室　等

7,384㎡

6,292㎡

6,018㎡ 6,219㎡

4,744㎡

6,853㎡

5,407㎡

7,684㎡

10,746㎡

5,867㎡

5,805㎡

5,886㎡

(１CR余裕)
+127人

(４CR余裕)
-16人

(４CR余裕)

(余裕なし)

(余裕なし)

(余裕なし) (余裕なし)

-58人

+154人 +25人 +60人
(１CR余裕)

+8人

(１CR余裕)
-7人

(３CR余裕)
-32人

(１CR不足)
+102人

+133人

(３CR余裕)
-84人

学級数不足校
(CR使用可能教室-H25年度CR)

学級数10CR以上余裕校
7,396㎡

(+3CR余)
+78人
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（３）明治地区・湘南大庭地区・善行地区 

 

表 公共施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表  

 明治地区 湘南大庭地区 善行地区 

人
口
構
成
及
び
変
化
に
つ
い
て 

 地区内全人口は、今後 20 年で

3,365 人増加することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で増加するがその後減少

に 転 じ 、 年 少 人 口 比 率 は

15.2％（2005 年）から 12.5％

（2025 年）となる予測 

 生産人口は、最初の 10 年で 40

代前半～50 代前半までが増加

す る が 、 生 産 人 口 比 率 は

69.8％（2005 年）から 64.7％

（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 15.0％（2005 年）から 22.8％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

810 人減少することが予測され

ている。 

 そのうち、年少人口は 2015～

2025 年の 10 年で大きく減少

し、年少人口比率は 14.5％

（2005 年）から 12.3％（2025 年）

となる予測 

 生産人口は 10 代後半～30 代

と 50 代後半以降が大きく減少

し、生産人口比率は 74.2％

（2005 年）から 58.1％（2025 年）

となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 11.3％（2005 年）から 29.6％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

2,019 人増加することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は 2015～

2025 年の 10 年で大きく減少

し、年少人口比率は 14.2％

（2005 年）から 11.8％（2025 年）

となる予測 

 生産人口は、20 代後半～40 代

前半までが大きく減少し、生産

人口比率は 68.4％（2005 年）か

ら 62.8％（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 17.4％（2005 年）から 25.4％

（2025 年）となる予測 

施
設
整
備
状
況
に
つ
い
て 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、市民の

家２施設、小・中学校４校、市

立保育所３施設の計 10 施設あ

る。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校が３校で、その中

には児童生徒数が 100 人以上

急激に増加する学校もある。さ

らに地区内の中学校では３学

級の不足が見込まれる。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が１施設あるが、１日 2 件

の利用となっている。 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、市民の

家４施設、小・中学校６校、市

立保育所１施設、湘南大庭市

民図書館が１施設の計 13 施設

ある。 

 小・中学校は 1976～1982 年の

７年間に集中して建設されてお

り同時期に大規模改修等が必

要となる。また、児童生徒数の

減少により 10 学級以上余裕教

室保有校が２校見込まれる。 

 市民の家は比較的新しいが、

いずれも１日 2～3 件程度の利

用となっている。 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設市民の家

３施設、小・中学校３校、市立

保育所３施設の計 10 施設あ

る。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校は２校で、その中

には 50 人程度児童生徒の増

加が予測されている学校もある

が、地区内には 10 学級以上余

裕教室保有校も１校見込まれ

ている。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が１施設あるが、１日 2 件

の利用となっている。 

１
日
当
り
公
共
施
設
の
利
用
状
況
に
つ
い
て 

 明治市民センター・公民館に

は、１日当り 783 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 77 人（154 件）、公民館利用

が 654 人（30 件）、市民図書室

利用が 52 人（179 件）であり、

年間 28.1 万人に利用されてい

る。 

 市民の家は、１施設当り 24 人

（2 件程度）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 19％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた明治地区の合計

年間利用者は 297 人（18 件）で

稼働率は 33％ 

 湘南大庭市民センター・公民館

には、１日当り 802 人訪れる。

利用の内訳をみると、窓口利

用が 86 人（172 件）、公民館利

用 716 人（38 件）年間 28.8 万人

に利用されている。湘南大庭市

民センター・公民館は、湘南大

庭市民図書館と隣接している

ため、市民図書室を保有してい

ない。 

 市民の家は、１施設当り 27 人

（2～3 件）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 24％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた湘南大庭地区の

合計年間利用者は 436 人（27

件）で稼働率は 32％ 

 善行市民センター・公民館に

は、１日当り 543 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 74 人（149 件）、公民館利用

が 394 人（23 件）、市民図書室

利用が 75 人（250 件）であり、

年間 19.5 万人に利用されてい

る。 

 市民の家は、１施設当り 14 人

（1～2 件）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 12％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた善行地区の合計

年間利用者は 217 人（15 件）で

稼働率は 23％ 

施

設

整

備

状

況

地
区
内

１
日
当
り
公
共
施
設
利
用
状
況

地

域

特

性

施

設

整

備

状

況

地
区
内

１
日
当
り
公
共
施
設
利
用
状
況

地

域

特

性

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

＋1,949人

後期高齢者：20年間で

高

齢

者

人

口

比

率

生

産

人

口

比

率

15.0％

69.8％

15.2％

2005

（3,813人）

（5,566人）

（6,575人） 22.8％
2025

年

少

人

口

比

率

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

2015

64.7％

12.5％

2005

（17,759人）

（19,090人）

（18,637人）
2025

2015

2005
（3,877人）

（4,069人）

（3,601人）
2025

2015

明治地明治地区区 地区地区 善行地区善行地区25,454人
2005年

【＋3,365人】

今後20年で
32,045人
2005年

【－810人】

今後20年で
39,289人
2005年

【＋2,019人】

今後20年で湘南湘南
大庭大庭

今後20年で減少

今後20年で増加

年間
28.1万人

市民センター市民センター
・公民館・公民館

783人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

154件/日
77人/日

30件/日
654人/日

179件/日
52人/日

2件/日
28人/日

2件/日
20人/日

建替え
時期

4件/日
48人/日

【稼働率45％】

【稼働率19％】

■■ 市民の家市民の家

18件/日
297人/日

会議・集会機能合計

【稼働率33％】

湘南大庭湘南大庭
市民図書館市民図書館

年間91.6万件
31.5万人

3,075件/日
1,510人/日

（うち貸出者数1,057人）

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

年間
28.8万人

市民センター市民センター
・公民館・公民館

802人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

38件/日
716人/日

な し

2件/日
26人/日

2件/日
25人/日

3件/日
36人/日

9件/日
111人/日

【稼働率40％】

【稼働率24％】

27件/日
436人/日

会議・集会機能合計

【稼働率32％】

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

■■ 市民の家市民の家

172件/日
86人/日

年間
19.5万人

市民センター市民センター
・公民館・公民館

543人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

23件/日
394人/日

2件/日
22人/日

1件/日
5人/日

2件/日
15人/日

5件/日
42人/日

【稼働率47％】

【稼働率12％】

15件/日
217人/日

会議・集会機能合計

【稼働率23％】

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

■■ 市民の家市民の家

149件/日
74人/日

250件/日
75人/日

建替え
時期

2件/日
24人/日

2015年

2025年

2005年

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

羽
鳥

羽
鳥
小

明
治
中

明
治
小

明治保育園

羽鳥 明治

明治市民センター・公民館

法人立保育所 ０園

高山保育園

今後
教室不足（－3CR）

築30年築30年

今後
教室不足（－1CR）

今後
児童生徒数増加

辻堂保育園

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

駒
寄
小

大
庭
小

滝
の
沢

駒寄

小糸保育園
法人立保育所 ３園

小糸
大庭
滝の沢

大
庭
中

滝
の
沢

小
糸
小

今後
児童生徒数減少 かつ
余裕教室10学級以上

築30年築30年

湘南大庭市民センター・公民館

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

大
越
小

立石

善行
市民センター・公民館

法人立保育所 ０園

藤沢
石原谷

善行乾塚

善
行
中

善
行
小

善行保育園 あずま保育園

今後
児童生徒数増加 しかし
余裕教室10学級以上

築30年築30年

善行乳児保育園

築25築25 築25

羽鳥 明治 滝の沢 大庭 駒寄 小糸
善行
乾塚

立石
藤沢

石原谷

＋4,519人

後期高齢者：20年間で

％

％

％

％

％

％

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

11.3％

74.2％

14.5％

2005

（3,609人）

（7,995人）

（9,233人） 29.6％
2025

2015

58.1％

12.3％

2005

（23,790人）

（19,929人）

（18,172人）
2025

2015

2005
（4,642人）

（4,558人）

（3,826人）
2025

2015

＋4,041人

後期高齢者：20年間で

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

17.4％

68.4％

14.2％

2005

（6,850人）

（9,970人）

（10,495人） 25.4％
2025

2015

62.8％

11.8％

2005

（26,846人）

（26,204人）

（25,928人）
2025

2015

2005
（5,591人）

（5,709人）

（4,882人）
2025

2015

今後20年で減少

今後20年で増加

2005年

2015年

2025年

今後20年で増加

今後20年で減少

2005年

2015年

2025年

（年齢不詳5名含む） （年齢不詳4名含む） （年齢不詳2名含む）



地
　
　
域
　
　
対
　
　
応

300㎡未満
300以上600㎡未満
600以上1000㎡未満
1000以上3000㎡未満
3000㎡以上

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 六会 湘南台長後 御所見遠藤明治

施設規模機能凡例

窓口機能 公民館機能

福祉窓口機能 集会機能

高齢者集会機能

児童館機能

小学校機能 湘南台文化センター

図書館機能

ホール機能

保育所機能

幼稚園機能

中学校機能

地域支援機能

子供の家機能

１ ２ ３ ４

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 長後六会 湘南台 御所見遠藤明治

１ ２ ３ ４

600㎡未満

600以上2000㎡未満

2000以上3000㎡未満

3000以上5000㎡未満

5000㎡以上

公
民
館

市
民

セ
ン
タ
ー

老
人
憩

い
の
家

市
民
の
家

中
学
校

小
学
校

そ
の
他

幼
児
施
設

保
育
所

児
童
館

子
供

の
家

私
立

幼
稚
園

11

15

41

19

35

22

17

5

15

16

36

11

公立

民間

3

(1971)赤字
築35年以上

(1985)青字
築10年以下

-100人以下
-41～-99人以下
-40～+40人
+41～+99人以下
+100人以上

児童数の増減数(平成19～25年)

学級数不足校
学級数10CR以上余裕校

2013年
時点

増

減

人口：2005年　→　2025年
                 （増減人数）

広
域
対
応

300㎡未満
300以上600㎡未満
600以上1000㎡未満
1000以上3000㎡未満
3000㎡以上

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 六会 湘南台長後 御所見遠藤明治

１ ２ ３ ４

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 長後六会 湘南台 御所見遠藤明治

１ ２ ３ ４

湘南大庭
人口：32,045人(2005年) → 31,235人(2025年)
面積：5.16ｋ㎡　　　　（-810人） 善行

人口：39,289人(2005年) → 41,308人(2025年)
面積：6.08ｋ㎡　　　　（+2,019人）

市
庁
舎

文
化
施
設

明治地区 人口：25,454人 → 28,819人
面積：2.92ｋ㎡　（+3,365人）

③明治地区・湘南大庭地区・善行地区　96,788人・14.16ｋ㎡ 藤沢市
人口：395,896人　（2005年度(Ｈ17)国勢調査）
面積：69.51ｋ㎡

羽鳥中学校区域
（明治地区）

俣野小学校区域
（六会地区）

明治小学校区域
（明治地区）

+13人オーバー

+17人オーバー

+2人　+14人オーバー

+10人オーバー +5人オーバー

市民会館

10,763

Ａ地区での横断的な改善案

（1968）

5000以上2000�
3000

600�
2000

1.6  2.5  4.5   7.2    9.8       11.6

3000以上600

公民館たち6.5

500
以下

無認可

湘南大庭市民センター

湘南大庭公民館

（1985）

248㎡

大庭
市民の家

237㎡

小糸
市民の家

（1996） （1994）
231㎡

駒寄
市民の家

（1992）
233㎡

滝の沢
市民の家

（1997）

大庭子供の家

202㎡
（1989）

8,156㎡

7,299㎡

7,115㎡

滝の沢中学校

（1982）

7,662㎡

大庭中学校

（1979）

滝の沢小学校

（1979） 大庭小学校
（1976）

6,567㎡

小糸小学校

（1982）

5,685㎡

駒寄小学校

（1981）

大庭保育園 五反田保育園 五反田
保育園分園

775㎡

小糸保育園

（1982）

こばやし
幼稚園

藤沢若葉
幼稚園

大庭城山
幼稚園

おおば
こどもの家

無認可

1,528㎡

善行市民センター

善行公民館

（1979）

193㎡

藤沢石原谷
市民の家

（1979）
167㎡

善行乾塚
市民の家

（1986）
166㎡

立石
市民の家

（1984）

大越子供の家

156㎡
（1988）

7,082㎡

善行中学校

（1976）

5,977㎡

善行小学校

（1968）

6,131㎡

大越小学校

（1971）

742㎡ 585㎡

あずま
保育園

善行
保育園

善行乳児
保育園

（1977）（1967）（1974）

善行森の
幼稚園

第弐
聖佳幼稚園

藤沢
芙蓉幼稚園

善行団地自治会立
ちびっこ幼児教室

聖園
マリア
幼稚園

善行老人憩いの家

148㎡

（1975）

民 民 民 民

民 民 民

民 民 民

2,534㎡

168㎡

明治
市民の家

（1987）
195㎡

羽鳥
市民の家

（1978）

392㎡

（Ｈ17時点）

7,784件/年

 稼働率
 47％

会議
ホール
体育
その他

3,735件
なし�
1,739
2,310

13,090件/年

 稼働率
 40％

会議
ホール
体育
その他

９，３８５　件
２９，４８４コマ
稼働率　３２％

6,301件
1,549�
1,823�
3,417

10,205件/年

　稼働率
　45％

会議
ホール
体育
その他

4,708件
1,620�
1,815
2,062

740件
稼働率 23％

767件
稼働率 18％

245件
稼働率 ６％

547件
稼働率 13％717件

稼働率 22％
816件
稼働率 19％

803件
稼働率 19％

621件
稼働率 19％

1,006件
稼働率 31％

６，３２７　件
１８，９６６コマ
稼働率　３３％

会議・集会機能合計
年間利用件数

会議・集会機能合計
年間利用件数

会議・集会機能合計
年間利用件数

５，２９４　件
２３，２７４コマ
稼働率　２３％

年少人口が急激に減少する

0～14歳の人口予測（Ｈ19→Ｈ32）

－１，１３３人（-20％）減

無認可 無認可

羽鳥子供の家
156㎡

（1986）

389㎡

明治保育園

739㎡

高山保育園

（1979）

867㎡

辻堂保育園

（1969） （1968）

明治学園羽鳥
幼稚舎

幼児教室
ひまわり園

7,934㎡

5,634㎡ 7,473㎡

明治中学校

（1970）

6,997㎡

羽鳥中学校

（1986）

羽鳥小学校

（1973）

明治小学校

（1968）

3,359㎡

明治市民センター

明治公民館

（2006）

八松小学校
区域

（辻堂地区）

明治公民館年間利用件数 湘南大庭公民館年間利用件数 善行公民館年間利用件数

4,642人 4,558人 3,826人3,877人 4,069人 3,601人

5,591人 5,709人 4,882人

-100人以下

-41～-99人以下

-40～+40人

+41～+99人以下

+100人以上

児童数の増減数(平成19～25年)

JR辻堂駅より

徒歩５分

善行駅より

徒歩５分

辻堂駅よりバス10分
藤沢駅よりバス25分
湘南台駅よりバス25分

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
15.2％ 14.1％ 12.5％

年
少
人
口
比
率

+192人 -468人

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
14.5％ 14.0％ 12.3％

-732人-84人

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
14.2％ 13.6％ 11.8％

+118人 -827人

31,635㎡

市民病院

（1971）

31,635㎡

2,234㎡

保健医療センター

（1994）

1,809㎡

老人福祉センター
やすらぎ荘

（1969）

2,097㎡

湘南大庭市民図書館

（1999）

3,711㎡

総合防災センター

（2002）

（1996）

藤沢
青少年会館

972㎡

談話室
和室
集会室
体育室　等

対象：0～18歳の青少年
　　　及び青少年団体

財団法人
藤沢市保健医療財団

北保健センター

高齢者福祉施設
・会議・集会室
・ホール
・入浴施設　等

8,156㎡

7,299㎡

7,059㎡

7,662㎡

6,567㎡5,549㎡

7,083㎡

5,977㎡ 6,131㎡

(３CR余裕)
+36人

(３CR不足)
+8人

(３CR余裕)
+20人

(８CR余裕)
+5人

(７CR余裕)
-17人

(４CR余裕)
+82人

(１CR不足)
+159人

(13CR余裕)
-86人

(６CR余裕)
-59人

(10CR余裕)
-85人

(10CR余裕)
+63人

(１CR余裕)
+93人

(９CR余裕)
+33人
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（４）六会地区・湘南台地区・長後地区 

 

表 公共施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表  

 六会地区 湘南台地区 長後地区 

人
口
構
成
及
び
変
化
に
つ
い
て 

 地区内全人口は、今後 20 年で

4,368 人増加することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で増加するがその後減少

に 転 じ 、 年 少 人 口 比 率 は

15.5％（2005 年）から 12.6％

（2025 年）となる予測 

 生産人口は、10 代後半と 40 代

以降が増加するが、生産人口

比率は 71.7％（2005 年）から

65.9％（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 12.8％（2005 年）から 21.5％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

4,400 人増加することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で増加するがその後減少

に 転 じ 、 年 少 人 口 比 率 は

15.4％（2005 年）から 12.7％

（2025 年）となる予測 

 生産人口は 10 代後半と 40 代

後半以降が増加するが、生産

人口比率は 73.2％（2005 年）か

ら 67.8％（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 11.4％（2005 年）から 19.5％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

1,919 人減少することが予測さ

れている。 

 そのうち、年少人口は最初の

10 年で増加するがその後減少

に 転 じ 、 年 少 人 口 比 率 は

13.2％（2005 年）から 11.4％

（2025 年）となる予測 

 生産人口は、20 代～30 代が大

きく減少し、生産人口比率は

69.1％（2005 年）から 60.2％

（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急

激に増加し、高齢者人口比率

は 17.7％（2005 年）から 28.4％

（2025 年）となる予測 

施
設
整
備
状
況
に
つ
い
て 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、市民の

家４施設、小・中学校６校、市

立保育所１施設の計 12 施設あ

る。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校が２校である。地

区内には 50 人程度児童生徒

の増加が予測されている学校

もあるが、人口構成変化より今

後は減少も予測される。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が１施設あるが、１日 3 件

の利用となっている。 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、市民の

家１施設、小・中学校２校、市

立保育所２施設、湘南台市民

図書館が１施設の計７施設あ

る。 

 小・中学校は 1973・1981 年に

建設されており今後大規模改

修等が必要となる。中学校は

50人程度児童生徒の増加が予

測されているが、人口構成変

化より今後は減少も予測され

る。 

 市民の家は 1989 年に建設され

ており今後 10 年で建替え時期

を迎える。 

 地区内の公共施設は、市民セ

ンター・公民館１施設、市民の

家４施設、小・中学校４校の計

９施設ある。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校は２校で、50 人

程度減少する学校、100 人以上

急激に増加する学校など様々

ある。 

 建替え時期を迎えている市民

の家が２施設あるが、１日 1～4

件の利用となっている。 

１
日
当
り
公
共
施
設
の
利
用
状
況
に
つ
い
て 

 六会市民センター・公民館に

は、１日当り 628 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 64 人（128 件）、公民館利用

が 501 人（27 件）、市民図書室

利用が 63 人（221 件）であり、

年間 22.5 万人に利用されてい

る。 

 市民の家は、１施設当り 20 人

（0.4件～3 件）利用されている。

１日１件利用されていない施設

もある。市民の家全体の稼働

率は 17％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた六会地区の合計

年間利用者は 305 人（20 件）で

稼働率は 28％ 

 湘南台市民センター・公民館に

は、１日当り 875 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 78 人（156 件）、公民館利用

797 人（44 件）年間 31.4 万人に

利用されている。湘南台市民セ

ンター・公民館は、総合市民図

書館と近接しているため、市民

図書室を保有していない。 

 市民の家は、35 人（3 件）利用

されている。稼働率は 26％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた湘南台地区の合

計年間利用者は 423 人（27 件）

で稼働率は 45％ 

 長後市民センター・公民館に

は、１日当り 789 人訪れる。利

用の内訳をみると、窓口利用

が 77 人（154 件）、公民館利用

が 639 人（35 件）、市民図書室

利用が 73 人（259 件）であり、

年間 28.3 万人に利用されてい

る。 

 市民の家は、１施設当り 27 人

（1～4 件）利用されている。市

民の家全体の稼働率は 19％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた長後地区の合計

年間利用者は 373 人（28 件）で

稼働率は 28％ 

施

設

整

備

状

況

地
区
内

１
日
当
り
公
共
施
設
利
用
状
況

地

域

特

性

施

設

整

備

状

況

地
区
内

１
日
当
り
公
共
施
設
利
用
状
況

地

域

特

性

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

＋3,089人

後期高齢者：20年間で

高

齢

者

人

口

比

率

生

産

人

口

比

率

12.8％

71.7％

15.5％

2005

（4,303人）

（7,032人）

（8,133人） 21.5％
2025

年

少

人

口

比

率

2015

65.9％

12.6％

2005

（24,023人）

（24,485人）

（24,986人）
2025

2015

2005
（5,198人）

（5,340人）

（4,775人）
2025

2015

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

六会地六会地区区 湘南台地区湘南台地区 長後地区長後地区33,529人
2005年

【＋4,368人】

今後20年で 28,433人
2005年

【＋4,440人】

今後20年で 31,850人
2005年

【－1,919人】

今後20年で

今後20年で減少

今後20年で増加

年間
22.5万人

市民センター市民センター
・公民館・公民館

628人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

128件/日
64人/日

27件/日
501人/日

221件/日
63人/日

0.4件/日
5人/日

2件/日
14人/日

建替え
時期

8.4件/日
83人/日

【稼働率50％】

【稼働率17％】

■■ 市民の家市民の家

20件/日
305人/日

会議・集会機能合計

【稼働率28％】

総合総合
市民図書館市民図書館

年間94.7万件
36.7万人

3,179件/日
1,232人/日

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

年間
31.4万人

市民センター市民センター
・公民館・公民館

875人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

44件/日
797人/日

な し

3件/日
35人/日

【稼働率49％】

【稼働率26％】

27件/日
423人/日

会議・集会機能合計

【稼働率45％】

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

■■ 市民の家市民の家

156件/日
78人/日

年間
28.3万人

市民センター市民センター
・公民館・公民館

789人/日

窓口利用

公民館利用

市民
図書室利用

35件/日
639人/日

1件/日
9人/日

4件/日
37人/日

2件/日
34人/日

10件/日
108人/日

【稼働率41％】

【稼働率19％】

28件/日
373人/日

会議・集会機能合計

【稼働率28％】

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

■■ 市民の家市民の家

154件/日
77人/日

259件/日
73人/日

建替え
時期

3件/日
39人/日

3件/日
25人/日

3件/日
28人/日

建替え
時期

2015年

2025年

2005年

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

市
民
の
家

小
・中
学
校

保
育
所

市
民

・公
民
館

セ
ン
タ
ー

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

亀
井
野

俣
野
小

六
会
中

六会

小栗塚

法人立保育所 ２園

またの保育園

石川 石川C.C.

石
川
小

六
会
小

今後
児童生徒数増加

築30年

六会
市民センター・公民館

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

湘南台小

しぶやがはら保育園

法人立保育所 ２園

円行

今後
児童生徒数増加

築30年築30年

湘南台保育園

19
60

19
70

19
80

19
90

20
00

20
10

高
倉
中

法人立保育所 ２園

七ツ木
長後滝山

長
後
小

長
後
中

築30年

下土棚

高倉

富
士
見
台

築25
築25

築25

天
神
小

湘南台中

湘南台市民センター・公民館

長後市民センター・公民館

今後
教室不足（－2CR）

今後
児童生徒数減少

石川
石川
C.C. 小栗塚 六会 円行 下土棚

長後
滝山

高倉 七ツ木

＋2,391人

後期高齢者：20年間で

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

11.4％

73.2％

15.4％

2005

（3,253人）

（5,351人）

（6,422人） 19.5％
2025

2015

67.8％

12.7％

2005

（20,802人）

（21,010人）

（22,268人）
2025

2015

2005
（4,378人）

（4,813人）

（4,182人）
2025

2015

今後20年で減少

今後20年で増加

2005年

2015年

2025年

（年齢不詳5名含む）

＋3,146人

後期高齢者：20年間で

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

％

％

％

％

％

％

17.7％

69.1％

13.2％

2005

（5,631人）

（8,255人）

（8,494人） 28.4％
2025

2015

60.2％

11.4％

2005

（22,014人）

（19,327人）

（18,034人）
2025

2015

2005
（4,205人）

（4,285人）

（3,403人）
2025

2015

今後20年で減少

今後20年で増加

2005年

2015年

2025年



300㎡未満
300以上600㎡未満
600以上1000㎡未満
1000以上3000㎡未満
3000㎡以上

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 御所見明治

外部：運営を外部委託
指定：指定管理者制度を導入

地
　
　
域
　
　
対
　
　
応

機能凡例

窓口機能 公民館機能

福祉窓口機能 集会機能

高齢者集会機能

児童館機能

小学校機能 湘南台文化センター

図書館機能

ホール機能

保育所機能

幼稚園機能

中学校機能

地域支援機能

子供の家機能

施設規模

600㎡未満

600以上2000㎡未満

2000以上3000㎡未満

3000以上5000㎡未満

5000㎡以上
(1971)赤字
築35年以上

(2000)青字
築10年以下

公
民
館

市
民

セ
ン
タ
ー

老
人
憩

い
の
家

市
民
の
家

中
学
校

小
学
校

保
育
所

児
童
館

子
供

の
家

幼
稚
園

11

15

41

3

19

35

22

17

5

15

16

47

公立

民間

そ
の
他

幼
児
施
設

11

-100人以下
-41～-99人以下
-40～+40人
+41～+99人以下
+100人以上

児童数の増減数(平成19～25年)

学級数不足校
学級数10CR以上余裕校

2013年
時点

増

減

300㎡未満
300以上600㎡未満
600以上1000㎡未満
1000以上3000㎡未満
3000㎡以上

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭 御所見明治

外部：運営を外部委託
指定：指定管理者制度を導入

藤沢市

広
　
域
　
対
　
応

長後六会 湘南台
人口：28,433人(2005年) → 32,873人(2025年)
面積：4.46ｋ㎡　　　　（+4,440人）

人口：31,850人(2005年) → 29,931人(2025年)
面積：5.21ｋ㎡　　　　（-1,919人）

人口：33,529人(2005年) → 37,897人(2025年)
面積：7.22ｋ㎡　　　　（+4,368人）

市
庁
舎

文
化
施
設

④　六会地区・湘南台地区・長後地区　　93,812人・16.89ｋ㎡ 人口：395,896人　（2005年度(Ｈ17)国勢調査）
面積：69.51ｋ㎡

秋葉台中学校区域
（遠藤地区）

秋葉台小学校
区域

（遠藤地区）

11,815㎡

湘南台
文化センター

（1989）

4,698㎡

総合市民図書館

（1986）

老人福祉センター
こぶし荘

生きがい福祉センター
こぶし荘分室

（1999）

4,938㎡

（1957）

ふれあいセンター

1,301㎡

障害者福祉施設
・地域活動センター
・作業所
・生活ホーム
・ケア付住宅　等

障害者福祉施設
・作業所　等

高齢者福祉施設
・会議・集会室
・ホール
・入浴施設　等

六会公民館年間利用件数

9,251件/年

 稼働率
 50％

会議
ホール
体育
その他

4,256件
1,563
2,846
　586

11,789件/年

 稼働率
 52％

会議
ホール
体育
その他

8,010件
1,683
なし
2,096

鵠沼公民館年間利用件数
5,389件/年

 稼働率
 37％

会議
ホール
体育
その他

3,948件
　957
なし
　484

片瀬公民館年間利用件数

4,933件/年

 稼働率
 48％

会議
ホール
体育
その他

1,150件
なし
2,660
1,119

5,098件
　957
2,660
1,603

片瀬しおさいセンター
年間利用件数

10,322件/年

 稼働率
 42％

会議
ホール
体育
その他

片瀬地区公民館年間利用件数

161件
稼働率 4％

1,003件
稼働率 23％

601件
稼働率 19％

933件
稼働率 22％

1,099件
稼働率 26％

935件
稼働率 17％

1,023件
稼働率 32％

2,374件
稼働率 55％

334件
稼働率 10％

1,335件
稼働率 31％

812件
稼働率 25％

398㎡

242㎡

６，９５４　件
２４，４３５コマ
稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡

６，９５４　件
２４，４３５コマ
稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡

６，９５４　件
２４，４３５コマ
稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡

９，３６２　件
２０，８６８コマ
稼働率　４５％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡

６，９５４　件
２４，４３５コマ
稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡

９，９１３　件
３５，８６２コマ
稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡242㎡

１０，４９１　件
２７，３３０コマ
稼働率　３８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

７，５３８　件
２７，４１４コマ
稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

市民の家合計
 2,481件

317件
稼働率 7％

908件
稼働率 21％

1,259件
稼働率 29％

839件
稼働率 20％

市民の家年間利用件数

243件
稼働率 50％

1,335件
稼働率 37％

812件
稼働率 14％

市民の家合計
 2,440件

市民の家年間利用件数

-258人

0～4歳人口
H19年
808人

H27年予測
998人

0～4歳人口
H19年
2,339人

H27年予測
2,460人

H27年予測
5,424人

+375人

+121人

5～14歳人口
H19年
1,924人

H27年予測
2,006人

+82人

+190人

今後増加傾向

福祉窓口
年間利用件数
2,006件

福祉窓口
年間利用件数
3,389件

窓口年間
利用件数
26,997件

窓口年間
利用件数
23,530件

5,198人 5,340人 4,775人 4,378人 4,813人 4,182人

4,205人 4,285人 3,403人

0～14歳の人口予測

H19年　→　H27年　→　H37年
7,388人 7,884人 6,876人

+496人
平成27年まで増加するが、
その後減少

0～14歳の人口予測

H19年　→　H27年　→　H37年
2,732人 3,004人 3,107人

-1,008人

+272人 +103人

5～14歳人口
H19年
5,049人

+3人オーバー

+12人オーバー +9人オーバー

+6人オーバー

湘南台公民館年間利用件数

15,338件/年

 稼働率
 49％

会議
ホール
体育
その他

8,263件
1,865
2,309
2,901

長後公民館年間利用件数

11,963件/年

 稼働率
 41％

会議
ホール
体育
その他

6,590件
1,759
1,739
1,875

六会日大駅

徒歩７分

湘南台駅より

徒歩５分

長後駅より

徒歩５分藤沢駅よりバス

湘南台駅よりバス

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
15.5％ 14.5％ 12.6％

年
少
人
口
比
率

+142人 -565人

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
15.4％ 15.4％ 12.7％

+435人 -631人

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
13.2％ 13.5％ 11.4％

+80人 -882人

6,273㎡

6,978㎡

3,020㎡

7,920
12,692

市民会館

10,763

Ａ地区での横断的な改善案

長後市民センター

長後公民館

（1995）

11,815

湘南台文化センター

（1989）

長後老人憩いの家

131㎡

（1975）

長後子供の家

189㎡

（1990）

9,172㎡

長後中学校
（1993）

6,709㎡

高倉中学校

（1982）

富士見台小学校
（1967）

長後小学校

（1967）

下土棚保育園 神愛保育園

私立神明保育園

172㎡

下土棚
市民の家

（1977）
199㎡

長後滝山
市民の家

（1982）
209㎡

高倉
市民の家

（1976）
193㎡

七ツ木
市民の家

（1986）

（1968）

南消防署

（2006）

市役所
（本館・議場棟、東館）

市役所新館

（1951） （1951）

4,698

総合市民図書館

（1986）

相模幼稚園 湘南
みどりが丘幼稚園

つかさ幼稚園

5000以上2000�
3000

600�
2000

1.6  2.5  4.5   7.2    9.8       11.6

3000以上600

公民館たち6.5

500
以下

305㎡

7,180㎡ 5,135㎡

2,380㎡

六会市民センター
六会市民センター
石川分館

六会公民館

（1970）

2,500㎡

湘南台市民センター

湘南台公民館

（1989）

俣野子供の家

163㎡

（1996）

六会子供の家

156㎡

（1989）

湘南台子供の家

162㎡

（1984）

7,247㎡

六会中学校

建替え中

7,562㎡

湘南台中学校

（1973）

石川小学校

（1994）

天神小学校

（1981）

10,109㎡

六会小学校
（1999）

6,308㎡

俣野小学校
（1971）

6,519㎡

亀井野小学校

（1977）

7,155㎡

湘南台小学校

（1973）

六会保育園 亀井野保育園

171㎡

石川
市民の家

359㎡

石川コミュニティ
センター・石川分館

（1989） （2004）

197㎡

六会市民の家

（1980）

169㎡

小栗塚
市民の家

（1985）

180㎡

円行市民の家

（1989）

石川児童館

（2005）

802㎡

またの保育園

（1980）

683㎡

湘南台
保育園

（1973）

718㎡

しぶやがはら
保育園

（1978）

六会幼稚園藤沢
いずみ幼稚園

青木
幼稚園

湘南台
幼稚園

広田
幼稚園

民

すくすく
保育園

民

ときわぎ保育園

民民 民 民

民 民 民 民 民 民 民 民

（窓口機能）

+47人
(１CR余裕)(余裕なし)

(余裕なし)

(余裕なし)

+39人
(８CR余裕)
+30人

(７CR余裕)
-6人 +16人

(３CR余裕)
+78人 +85人

(２CR余裕)
-16人

(５CR余裕)
-9人

(４CR余裕)
-57人

(３CR余裕)
-29人

(２CR不足)
+111人

5,871㎡

（1978）

(+10CR余)
-37人

152
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（５）御所見地区・遠藤地区 

 

表 公共施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表  

 御所見地区 遠藤地区 

人
口
構
成
及
び
変
化
に
つ
い
て 

 地区内全人口は、今後 20 年で

158 人減少することが予測されて

いる。 

 そのうち、年少人口は微減予測

であり、年少人口比率は 12.7％

（2005 年）から 11.4％（2025 年）

となる予測 

 生産人口は、20 代～30 代と 50

代後半が減少し、生産人口比率

は 70.3％（2005 年）から 60.1％

（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で急激

に増加し、高齢者人口比率は

17.0 ％ （ 2005 年 ） か ら 28.5 ％

（2025 年）となる予測 

 地区内全人口は、今後 20 年で

195 人減少することが予測されて

いる。 

 そのうち、年少人口は微減予測

であり、年少人口比率は 16.0％

（2005 年）から 11.0％（2025 年）

となる予測 

 生産人口は、20 代～40 代前半

が 減 少 し 、 生 産 人 口 比 率 は

71.2 ％ （ 2005 年 ） か ら 62.2 ％

（2025 年）となる予測 

 高齢者人口は今後 20 年で増加

し、高齢者人口比率は 12.8％

（2005 年）から 26.8％（2025 年）

となる予測 

施
設
整
備
状
況
に
つ
い
て 

 地区内の公共施設は、市民セン

ター・公民館１施設、市民の家３

施設、小・中学校３校の計７施設

ある。 

 築 30 年を経過し大規模改修等

が必要な学校が２校であり、そ

のうち１校は 100 人以上急激な

減少が予測されている。地区内

には 10 学級以上余裕教室保有

校が１校見込まれる。 

 市民の家は３施設とも今後 10 年

で建替え時期を迎えるが、１日 1

～2 件の利用となっている。 

 地区内の公共施設は、市民セン

ター・公民館１施設、市民の家１

施設、小・中学校２校の計４施設

ある。 

 小・中学校２校とも築 30 年を経

過し大規模改修等が必要で、そ

の中には児童生徒が100人以上

急激に減少する学校や増加する

学校など様々ある。 

 市民の家は今後 10 年で建替え

時期を迎えるが、１日2件の利用

となっている。 

１
日
当
り
公
共
施
設
の
利
用
状
況
に
つ
い
て 

 御所見市民センター・公民館に

は、１日当り 391 人訪れる。利用

の内訳をみると、窓口利用が 41

人（82 件）、公民館利用が 317 人

（17 件）、市民図書室利用が 33

人（100 件）であり、年間 14.0 万

人に利用されている。 

 市民の家は、１施設当り 10 人（1

件～2 件）利用されている。市民

の家全体の稼働率は 10％で、市

内で最も低い。 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた御所見地区の合

計年間利用者は 162 人（13 件）

で稼働率は 20％ 

 遠藤市民センター・公民館には、

１日当り423人訪れる。利用の内

訳をみると、窓口利用が 42 人

（84 件）、公民館利用が 333 人

（23 件）、市民図書室利用が 48

人（165 件）であり、年間 15.2 万

人に利用されている。 

 市民の家は、24 人（2 件）利用さ

れている。市民の家全体の稼働

率は 18％ 

 公民館の会議・集会機能（会議

室・談話室等）と市民の家の利

用を合わせた遠藤地区の合計

年間利用者は 142 人（12 件）で

稼働率は 27％ 
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■■ 市民の家市民の家
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会議・集会機能合計
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■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

年間
15.2万人

市民センター市民センター
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423人/日
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図書室利用
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【稼働率38％】
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12件/日
142人/日

会議・集会機能合計

■■ 市民センター・公民館市民センター・公民館

■■ 市民の家市民の家

84件/日
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1000以上3000㎡未満
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片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭明治

外部：運営を外部委託
指定：指定管理者制度を導入

人口：25,728人
面積：4.08ｋ㎡

機能凡例
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児童数の増減数(平成19～25年)

学級数不足校
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2013年
時点
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減
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3000㎡以上

片瀬 鵠沼 辻堂 藤沢 村岡 善行 湘南大庭明治

外部：運営を外部委託
指定：指定管理者制度を導入

人口：25,728人
面積：4.08ｋ㎡

藤沢市

遠藤御所見
人口：17,692人(2005年) → 17,534人(2025年)

面積：11.81ｋ㎡　　　　（-158人）
人口：9,680人(2005年) → 9,485人(2025年)

面積：4.96ｋ㎡　　　　（-195人）

広
域
対
応

市
庁
舎

文
化
施
設

⑤御所見地区・遠藤地区　　27,372人・16.77ｋ㎡
人口：395,896人　（2005年度(Ｈ17)国勢調査）

面積：69.51ｋ㎡

学級数不足校
(CR使用可能教室-H25年度CR)

学級数10CR以上余裕校

7,065

5,871㎡

7,920
12,692

市民会館

10,763

Ａ地区での横断的な改善案

1,631㎡

御所見市民センター

御所見公民館

（1972）

11,815

湘南台文化センター

（1989）
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7,643

湘洋中学校
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 稼働率
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ホール
体育
その他
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なし
　274

11,789件/年

 稼働率
 52％

会議
ホール
体育
その他

8,010件
1,683
なし
2,096

鵠沼公民館年間利用件数
5,389件/年

 稼働率
 37％

会議
ホール
体育
その他

3,948件
　957
なし
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片瀬公民館年間利用件数

4,933件/年

 稼働率
 48％

会議
ホール
体育
その他

1,150件
なし
2,660
1,119

5,098件
　957
2,660
1,603

片瀬しおさいセンター
年間利用件数

10,322件/年

 稼働率
 42％

会議
ホール
体育
その他

片瀬地区公民館年間利用件数

655件
稼働率 15％

935件
稼働率 17％

1,023件
稼働率 32％

2,374件
稼働率 55％

334件
稼働率 10％

1,335件
稼働率 31％

812件
稼働率 25％

398㎡242㎡

９，６９７　件
２９，６５２コマ

稼働率　３３％

会議・集会機能合計
年間利用件数

398㎡242㎡

１０，４９１　件
２７，３３０コマ

稼働率　３８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

７，５３８　件
２７，４１４コマ

稼働率　２８％

会議・集会機能合計
年間利用件数

市民の家合計
 4,987件

市民の家合計
 2,481件

市民の家年間利用件数
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稼働率 ８％

360件
稼働率 8％

398㎡

４，５４９　件
２３，２７４コマ

稼働率　２０％

会議・集会機能合計
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会議・集会機能合計
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市民の家年間利用件数

243件
稼働率 50％

1,335件
稼働率 37％

812件
稼働率 14％

市民の家合計
 2,440件

市民の家年間利用件数

0～4歳人口
H19年
808人

H27年予測
998人

0～4歳人口
H19年

2,339人

H27年予測
2,460人

H27年予測
5,424人

+375人

+121人

5～14歳人口
H19年

1,924人

H27年予測
2,006人

+82人

+190人

今後増加傾向

福祉窓口
年間利用件数
5,829件

窓口年間
利用件数
44,517件

福祉窓口
年間利用件数
2,006件

福祉窓口
年間利用件数
3,389件

窓口年間
利用件数
26,997件

窓口年間
利用件数
23,530件

御所見公民館年間利用件数

5,940件/年

 稼働率
 36％

会議
ホール
体育
その他

3,228件
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1,433
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遠藤公民館年間利用件数
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 稼働率
 38％

会議
ホール
体育
その他

3,270件
1,638
1,555
1,349

1,552人 1,176人 1,041人

0～14歳の人口予測

H19年　→　H27年　→　H37年
2,732人 3,004人 3,107人

+272人 +103人

5～14歳人口
H19年

5,049人

634件
稼働率 15％

753件
稼働率 18％

長後駅　よりバス

湘南台駅よりバス

湘南台駅よりバス10分
藤沢駅　よりバス50分
辻堂駅　よりバス30分

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
12.7％ 12.1％ 11.4％

年
少
人
口
比
率

2,243人 2,113人 1,995人

-118人-130人

0～14歳の人口予測
2005年 → 2015年 → 2025年
16.0％ 12.2％ 11.0％

-135人-376人

-１学級 +１学級

-１学級

-８学級

+１学級

+２学級 -１学級

-２学級

-２学級
-２学級

7,384㎡

(+10CR余)
-37人

(10CR余裕)
-37人 (１CR余裕)

-135人

(７CR余裕)
-21人

(６CR余裕)
-173人

(２CR余裕)
+54人
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第６章 今後の公共資産のあり方 

１．改善の方向性 

今回、地域対応施設の実態を施設面・利用面・運営面・コスト面から整理・分析しました。その

結果、様々な課題や今後の方向性が明確になってきました。 

例えば、施設面で安全性の問題・老朽化の問題・維持管理コストがどのくらいかかっているか、

利用面では利用がされているか、サービスの状況はどうか、利用する住民のニーズに適合している

のかどうか、運営面ではどのように運営されているのか、運営は効率的になされているのか、事業

コスト面では用途ごとに年間どのくらいかかっているのか、また事業実施上の諸問題など様々なこ

とが明らかになりました。 

そして、今後、限られた予算をより有効に活用していくために、今回の白書で整理した地区ごと

の特性や人口構成の変化、行政需要などを整理・分析し、事業実施上の諸問題の改善に取組み、13

地区それぞれのニーズに合った有効活用策（改善案）を検討するとともに、地域の住民の皆さんと

も充分に話し合いながら、より良い方向へ改善していきたいと考えています。 

 
 
 
 
図 有効活用の目的及び有効活用の判断の視点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

同一コストでより良いサービス

の提供を行う。

サービスの質を落とすことなく

費用削減を行う。

もう少し費用をかければ、より

大きい便益（効果）が出せないか。

事業効果をより公平・効率的に

達成できないか。

公共が自ら行うよりも民間が

行った方が良いサービスになるので

はないか。

・行政目的（設置目的）のために設けられた

土地・建物が、目的通りに利活用されているか

（当初の使用見込みと比較）

・利用者等の満足を得て機能しているか

・「空き」や「利用低下」に対してタイムリー

に再利用等の機能が働いているか

Ⅰ．施設状況

Ⅱ．利用状況

Ⅲ．運営状況

有効活用の目的 有効活用の判断の視点

・施設が保有している能力を十分発揮しているか

・施設が適切に維持管理されているか

・該当施設で行政サービスを行うことの必然性

・当該サービスによる成果との見合いで、

どれだけの物的人的資源が投入されたか

・サービス提供方式（運営体制、運営方式）

の適正性

・公共で行うべき内容のものか民間が行う方が

妥当かの判断

・サービス内容の妥当性 等
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２．今後の進め方 

今年度は主に地域対応施設について、コスト情報とストック情報の両面から各用途・各地区ごと

に実態把握を行い、「公共施設マネジメント白書」としてまとめました。 

今後は、これらの実態把握をもとに、各地区ごとに新たに設置予定の「地域経営会議」等で話し

合い、地区ごとの問題点・課題等の実態を住民の皆さんと明らかにし、事業実施のあるべき姿を共

有していきたいと思います。それをもとに、13 地区ぞれぞれの施設の改善案を検討し、実際に選

択し実行していきたいと考えています。 

図 今後の進め方 

 

・各部門横断的利用
・利用機能の見直し
・他用途への転用
・遊休施設の外部利用

（新規整備時・継続整備時）
・自ら所有
・賃借

・自ら運営
・一部アウトソーシング
・運営の外部化

（指定管理者制度等）

・整備方針の見直し
・優先度判定

（建替・改修の判断）
（事業方針等の判断）

・維持管理コスト削減

・重点投入すべき分野
の明確化

・評価結果の予算への反映

・スペースの有効活用
・共用化・集約化

①
使用形態・利用形態
の見直し等による効
率的利用

②
保有形態の見直し等
による効率化

③
運営面の効率化
（業務改善）

⑤

建物のライフサイクル
を通じた効率化等

⑧

予算面

④
スペースの
効率的利活用

改改 善善 案案

・施設の集約化・合同化
・統廃合

⑥
集約化・合同化等による
効率化

・IT化による業務の変化
・IT化による施設変化

⑦
情報化等による
効率化

今年度（平成20年度）

コスト情報とストック情報の的確な把握 広域対応施設の把握・分析

（ 開 示 ） （ 開 示 ）

各用途ごと

各地区ごと

実実 施施 へへ

「地域経営会議」等で各地区ごとに

住民の皆さんと話し合い、

地区内の行政サービスの現状に

ついての実態を明らかにする。

意 見

提 示
各地区ごとに住民の皆さんと今後

の改善案について話し合い、総合

計画に位置付ける。
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公共施設マネジメント白書 

―施設を通した行政サービスの現状と分析― 
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